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１ はじめに

「地方分権」が進展する中、国と地方の役割や関係の抜本的な見直しにより、地

方行政は大きな転換期にあります。各種事務事業が権限移譲される反面で地方交

付税や国・県支出金の削減、景気の低迷による税収減など、地方公共団体を取り

巻く財政環境はさらに厳しさを増しています。

一方、インターネットに代表されるＩＴ（情報通信技術）の急速な進歩や高速交通

網の整備発展により、人や物の交流は活性化し国際化しています。そして、人々の

活動範囲は飛躍的に広がり、価値観も高度化かつ多様化が進んでいます。さら

に、少子高齢化や人口減少が急速に進展していることなどから、行政の果たす役

割はかつてないほど大きなものになっています。

このような状況の中、本町は、平成１７年１０月１日に、利根西部三ヶ町村（月夜

野町、水上町、新治村）が合併し、新たに「みなかみ町」としてスタートしました。

これにより、みなかみ町は、「利根川源流の町」として、谷川連峰に代表される雄

大な山岳観光資源、水上、猿ヶ京、上牧等豊富な温泉資源及び矢瀬遺跡をはじ

めとする貴重な文化資源等、新たな魅力を有することになりました。さらに、町の中

心には上越新幹線の上毛高原駅があり、関越自動車道の月夜野、水上両インター

チェンジと相俟って、県北の玄関口として重要な役割を持つとともに、観光関連産

業を中心に新たな飛躍が期待されています。

しかしながら、町の財政は非常に厳しい状況にあり、借金である地方債の現在高

は、上下水道事業を含めると約２６９億円（平成１７年度末）で、また経常収支比率

は１００パーセントを超えており、財政が極端に硬直化しています。

また、人口減少や少子高齢化はみなかみ町においても着々と進んでおり、平成

７年には約２万６千人あった人口は平成 17 年には約２万３千人となり、平成２７年に

は２万人を割ることが予想されます。さらに老齢人口比率は平成１７年の２８．８パー

セントから１０年後には３７．１パーセントに上昇する見込みです。このため、今後は

税収の減少や社会福祉に要する費用の増加が懸念されています。

これらのことから、町には合併後の新しい視点に立って、施設の統廃合や職員の

定員管理等、新たな行財政体制の整備・改革に取り組み、十分な合併効果を生み

出すことが求められています。今後の行政改革の推進にあたり、効率的な行財政

体制を確立することで、真に実りある合併とするため、その指針とすべくみなかみ町

行政改革大綱を策定するものです。
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２ 基本方針

国と地方の財政改革が推進される中、本町の財政はますます厳しさを増すことが

予想されます。持続可能な行財政運営のためには自主財源の確保はもちろんのこ

と、限られた財源を有効に活用し、最小の経費で最大の効果をあげなければなりま

せん。

また、地方分権の進展に伴い、自治体には自己決定・自己責任の原則のもとに

施策を実施することが求められています。このためには、行政運営にあたり公平性

と透明性を高め、町民と行政が協働し、各々の役割を担ってまちづくりを進めていく

必要があります。

このようなことから、各種事業の公益性、効率性、有効性等を精査しながら、事業

の統合、縮小、廃止、などを積極的に推進します。さらに新たな政策課題にあたっ

ては、施策の優先順位を明確にするとともに、事務事業等を可能な限り外部に委

ねることを基本とします。そして、組織・機構の簡素化や合理化、人事・給与制度の

見直し及び職員の資質向上を図るとともに、生活重視の行政サービスを推進し、町

民の視点に立った質の高い行財政運営を目指します。

３ 推進方法

行政改革の目的は、町民の要求に応えられる、持続可能な行政サービス基盤の

確立にあります。時代の変化とともに住民ニーズ等が変化していくことから、行政改

革は常に新たな課題と向き合いながら継続することが必要となります。

本大綱は、平成１８年度から平成２１年度までにおいて実現すべき主な目標を掲

げたものであり、この大綱の下位に実施計画として、みなかみ町集中改革プラン

（以下「集中改革プラン」という。）を設け具体的な取り組みを行います。

（１）行財政改革推進委員会

本大綱及び集中改革プランの策定並びに推進管理については、助役を委員長

とし、各課長・支所長等を委員とする行財政改革推進委員会が行います。

また、集中改革プランについては、毎年度、実施状況の確認と見直しを同委員

会で行っていきます。

（２）町民への公表

本大綱及び集中改革プランは、広報誌及びホームページ等で町民に公開し、協

働のまちづくりのため、情報共有を図ります。
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また、集中改革プランの追加・見直し状況や実施状況等についても同様に公表

し、町民に対する説明責任を果たしていきます。

４ 改革の取組項目

（１）事務事業の見直し

厳しい財政状況の中で実施される事務事業については、従来にも増して重点主

義に徹し、総合計画との整合性を図りつつ、緊急性の高いものや行政効果などに

十分検討を加え、取捨選択していく必要があります。

このため、事業の実施にあたっては、必要性や効果などを十分に検証した上で、

行政需要や新たな行政課題を的確に把握するとともに、補助単独にとらわれず、

真の必要性や費用対効果を十分に勘案し、事業の選択と重点化を図ります。

（２）民間委託等の推進と見直し

行政運営の効率化、住民サービスの向上等を図るため、行政責任の確保、住民

サービスの維持向上等に留意しながら、民間委託等の実施が適当な事務事業に

ついては、地域の実情に応じ、積極的かつ計画的に民間委託等を推進します。ま

た、これまで民間に委託していた業務の中で、職員で対応できる業務については

経費節減の観点から直営化します。

さらに、公の施設の管理運営にあっては、民間の経営手法及び技術的能力を活

用する指定管理者制度の導入を検討し、可能な施設については積極的に導入し

ていきます。

（３）組織機構の見直し

組織に活力と弾力性を保つために、常にスクラップ・アンド・ビルドを基本に、組

織のスリム化を図るとともに、既存の組織の枠組みを越え複数の課にまたがる事務

事業については、総合調整と機能強化を図り、行政の総合力を発揮できるような体

制を目指します。

また、公の施設、公用施設の管理運営にあたっては、効率的な運営に努め、当

該施設の利用者の動態、利用実態等を的確に把握し、必要に応じ、廃止・縮小・

統合を検討し実施していきます。

（４）公共施設の有効利用

公共施設の総合的な計画管理体制の構築や、施設の有効利用を図るとともに、

施設の転用、廃止、再配置等を推進する必要があります。
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このため、施設の利用状況やニーズ等の実態把握に努め、情報の共有化を図る

とともに、施設保全の観点や運営コスト等を踏まえて、さまざまな角度から統廃合等

について検討を進めます。

（５）定員管理と給与の適正化

定員管理にあたっては、抜本的な事務事業の整理、組織の合理化、職員の適正

配置に努めるとともに、民間委託等の推進により職員数の削減に取り組みます。

また、職員給与については、国等の制度に準拠しながら、給与制度・水準の適正

化に努めます。

（６）人材の育成と確保

地方分権時代に対応できる行政運営を行うためには、職員一人ひとりの企画立

案能力や事務処理能力の向上を図る必要があります。また、職員数が減少する中

で事務の効率化を達成するためには、職員の資質の幅を広げるとともに、モラール

アップを図ることが求められています。

このため、職員一人ひとりが「全体の奉仕者」として意欲をもって職務に取り組

み、能力を最大限に発揮できるよう、多様な研修機会を提供するとともに、研修レ

ベルの向上、研修内容の充実に努めます。

（７）第三セクターの見直し

第三セクターについては、町が実施する行政サービスと密接な関わりを持つこと

から、経営環境の変化に対応し、当該第三セクターの目的を効果的かつ効率的に

達成していくことが求められます。このため、徹底したコスト削減、経営状況を踏ま

えた職員数の適正化及び給与の見直し等を実施し、健全経営に努めます。

（８）健全財政の堅持と財政効果

地方分権や三位一体改革により、自治体には自立性の高い財政運営が求めら

れます。自主財源の基幹を占める町税はもちろん、手数料や使用料などの税外収

入についても不断の見直しを行い、受益者負担の適正化とともに収納率の向上に

努めます。

また、町による財政支援団体への関与を根本的に見直す必要があります。行政

の責任分野、経費負担の在り方、補助対象団体の活動状況等を精査のうえ、社会

的・経済的に実情に合わなくなったもの、既に目的や役割を終えているものについ

ては、統廃合を推進するとともに、補助対象範囲等の見直しも積極的に実施しま

す。

さらに、適正な経常収支比率を目指して、経常経費の継続的な見直しを図るとと
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もに、効率的な執行により、徹底した節減合理化を行い、行政改革の取組による財

政効果を明らかにしていきます。

（９）地方公営企業の見直し

公営企業においても、事務事業の再編・整理統合、廃止・統合、民間委託等の

推進、収益増加への取組及び組織機構の見直しなどを実施するほか、定員管理・

給与の適正化、経費節減等の財政効果の検討なども行うことで 経営改革の推進

を図っていきます。

（10）町民と行政の協働による町政の推進

パートナーシップと役割分担による効果的なサービスを提供するためには、町民

と町との間で情報を共有することが重要です。このため、多様な手段により双方の

コミュニケーションを図り、町民・地域・各種団体等が町政へ参加するきっかけや信

頼関係をつくっていくことが求められます。地域の課題や要望に対応し、簡素で効

率的な町民参加型行政を実現するため、各種委員会や区長会、各種ボランティア

団体等と積極的な連携・協力を図り、町民と行政の協働によるまちづくりを推進しま

す。

５ その他

行政改革に関しては、「三位一体改革」や「権限委譲」等、国の動向等を的確に

捉えながら、常に行政のあり方、本町のあり方を問いただし取り組んでいく必要があ

ります。

この大綱に取り上げた方策以外の事項についても、大綱の趣旨を徹底して、必

要に応じた見直しを行います。
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１１ その他                          ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １０ 
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Ⅰ 策定の趣旨と推進体制 

 

 １ 計画策定の趣旨 

    

この計画は、みなかみ町行政改革大綱の具体化を図るとともに、計画の期間内に

取り組むべき項目について、その改革の具体的な内容、実施又は検討年度、推進所

管課を明らかにし、行政改革の実効性を確保するために策定するものである。 

 

 

２ 計画の期間 

 

  平成 18 年度（２００６）から平成 21 年度（２００９） 

 

 

３ 計画の推進体制 

 

（１）計画の推進 

 

① 各項目の推進担当課は、各執行機関の指揮監督の下に、関連課の協力を

得ながら、本計画にしたがって行政改革の着実な推進を図るものとする。 

 

② 関連課は、自らが関連する項目について、推進担当課に対して必要な協力

をしなければならない。 

 

    ③ すべての職員は、本計画に掲げられた項目はもちろんのこと、日常の業務に

おいても、旧来の慣行にとらわれず、積極的に事務事業の見直し等を図ってい

かなければならない。 

 

  （２）計画の進行管理 

 

    ① 推進担当課は、自ら所掌する項目について、計画に従って実施されているか

どうか点検を行い、必要に応じて積極的に改善を図るものとする。 

 

② 各課長及び支所長は、関連課との調整を図りながら、課内及び支所内の項

目の進行管理について、これを総括するものとする。 

 

    ③ 行財政改革推進委員会は、各項目の進捗状況について、適宜、推進担当課

から報告を求めるとともに、計画の進行に必要な措置を行うものとする。 
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Ⅱ 取組項目 

 

  １ 事務事業の見直し 

 

実 施 年 度 

No 項    目 内        容 
H17 H18 H19 H20 H21 

推進担当課 

１ 事務事業の統合・

縮小・廃止 

各課が所掌するすべての事務事業

について、廃止又は縮小を実施すると

ともに、類似した事業の統合化を図る。

また、効率性の観点から適正な執行体

制の見直し等を実施する。 

  

 

  
全 課 

総務課 

２ 事務処理の 

合理化 

各課が所掌するすべての事務事業

について、事務処理の合理化を推進

する。 

（ＯＡ化による事務の効率化、文書管

理の統一化等） 

     
全課 

総務課 

３ 滞納徴収対策 群馬県や利根沼田市町村との連携

を図り、滞納処分を含めた徴収システ

ムを樹立し、徴収率の向上に努める。  

 

   税務課 

４ 行政評価制度 

の導入 

行政運営の改善を図るため、行政

評価、外部評価システムを導入する。 

 

 

 

 

 地域振興課 

５ 広報誌やホームペ

ージの充実 

行政情報、観光情報、イベント情

報、生活情報等を提供するため、既存

の広報誌や町のホームページを活用

し、より一層、内容の充実を図る。 

 

    
総務課 

地域振興課 

６ 情報公開の推進 情報公開制度の充実を図り、行政

運営における公正の確保と透明性の

向上を図る。 

 

    総務課 

７ 個人情報の保護 個人情報保護制度の充実を図り、

個人の権利利益の保護を図るととも

に、町民に信頼される町政の推進に努

める。 

 

    
全課 

総務課 

実施 検討 

実施 

実施 検討 

検討 実施 

実施 

実施 

実施 
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２ 民間委託等の推進と見直し 

 

実 施 年 度 

No 項    目 内        容 
H17 H18 H19 H20 H21 

推進担当課 

①公用車運

転業務 
 

    総務課 

②学校用務

員業務 
 

    教育委員会 

③道路維持 

・補修 
 

    建設課 

④し尿処理  

    環境課 

⑤一般ごみ 

収集 
 

    環境課 

⑥学校給食  

    教育委員会 

⑦水道メー

ター検針 
 

    上下水道課 

⑧ ﾎ ｰ ﾑ ﾍ ﾙ

ﾊﾟｰ派遣 
 

    保健福祉課 

⑨在宅配食

サービス 
 

    保健福祉課 

８ 民間委託の推進 民間に委ねることに

より、効果的、効率的に

実施できる業務につい

ては、退職職員の補充

を行わず、段階的に委

託化を進める。 

 

 

⑩その他  

    全課 

①本庁舎の

清掃業務 
 

    財政課 

②本庁舎及

び支所の夜

間警備業務 

 

    財政課 

③本庁の案

内 ・ 受 付 業

務 

 

    総務課 

９ 民間委託の廃止 これまで民間に委託

していた業務のうち、職

員で対応できる業務に

ついては委託を廃止す

る。 

 

④本庁の電

話交換業務 
 

    総務課 

10 委託管理施設に

おける指定管理者

制度の導入 

旧制度において、管理委託している

施設については、指定管理者制度へ

の移行を図る。 
 

 

   
地域振興課 

関係各課 

11 直営施設における

指定管理者制度

の導入 

現在、直営で運営している施設につ

いても、指定管理者制度の導入を検討

する。 

 

    
地域振興課 

関係各課 

検討 

検討 

検討 

検討 

検討 

検討 

検討 

検討 

検討 

検討 

検討 

実施 検討 

実施（廃止） 

実施（廃止） 

実施（廃止） 

実施（廃止） 
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 ３ 組織機構の見直し 

 

実 施 年 度 

No 項    目 内        容 
H17 H18 H19 H20 H21 

推進担当課 

12 簡素で機能的な組

織の構築 
変化する行政需要に対応できる効

率的・機動的な組織について、簡素化

や政策機能強化の視点から見直しを

図る。 

 

 

 

  総務課 

13 事務分掌の見直し 事務の性質に応じた適切な権限分

担がなされるよう、組織機構の見直し

等とあわせて、事務分掌の見直しを行

う。また、グループ制度の導入につい

ても検討する。 

 

 

 

  
総務課 

全課 

実施 検討 

検討 実施 

 

 

４ 公共施設の有効利用 

 

実 施 年 度 

No 項    目 内        容 
H17 H18 H19 H20 H21 

推進担当課 

①小学校の

統合 
 

    教育委員会 

② 幼 稚 園 ・

保育園の統

合 

 

    教育委員会 

14 公共施設の 

統廃合 

公 共 施 設 の配 置 や

運営のあり方等につい

て検討を行うとともに、

効率的な行政運営の観

点から統廃合を積極的

に推進する。 

 ③その他  

    関係各課 

15 公共施設の適正な

保全管理 

施設の統廃合とあわせて、安全で効

果的な運営が持続できるよう、保全管

理を効率的に実施する。 

 

  

 

  
財政課 

関係各課 

検討 

検討 

検討 

実施 検討 

  

 

５ 定員管理と給与の適正化 

 

実 施 年 度 

No 項    目 内        容 
H17 H18 H19 H20 H21 

推進担当課 

16 定員の適正管理

（職員数の削減） 

民間委託等を踏まえ、組織の簡素

化、事務の効率化を図りつつ、早期退

職の推進並びに新規採用の抑制によ

り、職員の純減を図る。 

 

    総務課 
実施 
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【職員削減の内訳】 

 

Ｈ17 

項   目 
4 月１日 

10 月 1 日

(合併当初) 

Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 

職員数 (年度当初) ３９９ ３８５ ３７６ ３６８ ３６０ ３４７ ３３８ 

退  職  者  数 １５ ９ ９ ９ １４ １０  

定年退職者数 ０ ３ ７ ７ １２ ８  
 

早期退職者数 １５ ６ ２ ２ ２ ２  

採 用 予 定 者 数 １ ０ １ １ １ １  

単 年 度 削 減 数 １４ ９ ８ ８ １３ ９  

削 減 数 累 計 １４ ２３ ３１ ３９ ５２ ６１  

削 減 率  （ ％ ） 

Ｈ17.4 .1   対 比 
△ ３．５ △ ５．８ △ ７．８ △ ９．８ △ １３．０ △ １５．３  

削 減 率  ( ％ ) 

Ｈ17 .10 .1  対 比 
－ △ ２．３ △ ４．４ △ ６．５ △ ９．９ △ １２．２  

※ 平成 17 年 4 月 1 日の職員数 39９人を基点とし、計画期間に 61 名(15.3％)を削減し、平成 22

年 4 月 1 日までに職員総数を 33８人とする。 

 

 

実 施 年 度 

No 項    目 内        容 
H17 H18 H19 H20 H21 

推進担当課 

17 給与構造改革の

取組 

人事院勧告に示された給料表の見

直し（平均 4.8％の引き下げ）と、職務

給の 8 級制から 6 級制への移行等を

実施する。 

また、人事院勧告に準じた適正な給

与制度の運用を図る。 

  

   総務課 

18 時間外勤務手当

等の削減 

事務の効率化を図り、時間外勤務

手当及び休日勤務手当等の削減を図

る。 

  

   
総務課 

全課 

19 諸手当の総点検 特殊勤務手当については、全廃す

る。 
 

    総務課 

20 退職時の特別昇

給の廃止 

退職者の退職時における特別昇給

を廃止する。 
 

    総務課 

検討 実施 

検討 実施 

実施 

実施 
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６ 人材の育成と確保 

 

実 施 年 度 

No 項    目 内        容 
H17 H18 H19 H20 H21 

推進担当課 

21 人材育成基本方

針の作成 

職員の意識改革及び能力開発を推

進し、総合的な人材を育成するため、

人材育成基本方針を策定する。 
 

 

 

 

 総務課 

22 人事評価制度の

検討 

職員の能力や実績を適正に評価

し、職員のやる気や働きがいを引き出

すとともに、職員の一層の能力開発や

資質の向上が図られる制度の構築を

検討する。 

 

    総務課 

23 人材の確保 高度化、専門化する行政需要の増

大等に適切に対応するため、柔軟な任

用体制の整備を図る。また、この一環と

して、嘱託員の有効活用を推進する。 
 

  

  総務課 

検討 実施 

検討 

実施 検討 

 

 

 ７ 第三セクターの見直し 

 

実 施 年 度 

No 項    目 内        容 
H17 H18 H19 H20 H21 

推進担当課 

24 組織の再編 目的が同一の内容を持つ第三セク

ターについては、経営効率の観点から

統廃合を検討する。（㈱月夜野町振興

公社、㈱水の故郷、㈱猿ヶ京温泉夢未

来の統合等） 

 

 

   地域振興課 

25 役職員の削減と給

与の見直し 

給与の見直しとともに、役職員の削

減計画を策定する。 

 

 

  

 

地域振興課 

関係各課 

26 支援の見直し 町が出資している団体については、

補助金を含めその支援のあり方につい

て、見直す。 

  

   
地域振興課 

関係各課 

27 監査・点検評価 監査・点検評価制度を整備するとと

もに、経営状況、監査評価結果等につ

いて公表する。  

  

  
地域振興課 

関係各課 

検討 

検討 実施 

検討 実施 

実施 検討 
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８ 健全財政の堅持と財政効果 

 

実 施 年 度 

No 項    目 内        容 
H17 H18 H19 H20 H21 

推進担当課 

28 基金の充実 地方税や地方交付税等の歳入の変

動に左右されることなく、安定した行政

サービスを提供し、長期的な視野に立

った財政運営ができるように、財政調

整基金や合併振興基金をはじめとする

各種目的基金の充実を図る。 

 

 

   財政課 

29 地方債等の債務

総額の抑制 

土地開発公社を含めた地方債等の

債務総額の抑制を図る。  

 

   財政課 

30 経常収支比率の

改善 

健全財政化のため、平成 21 年度ま

でに経常収支比率が９５％以下となる

ような財政運営を図る。 

  

   財政課 

実施 検討 

実施 検討 

検討 実施 

 

【参考データ】 

経常収支比率の改善目標

95.496 .1
97 .1

102 .8

98 .8

90.0

95.0

100.0

105.0

H17 H18 H19 H20 H21

 

％ 

※ 経常収支比率とは人件費、扶助費、公債費など義務的性格の強い経費に、地方税や地方交付

税などの一般財源が充当される割合で、地方公共団体の財政構造の弾力性を判断するために用

いられているもの。 

   この数値が低いほど新たな行政需要に対処することが可能であり、町村にあっては８５パーセン

ト以下が望ましいと考えられている。 

 

 

実 施 年 度 

No 項    目 内        容 
H17 H18 H19 H20 H21 

推進担当課 

31 実質公債費比率

の改善 

財政健全化のため、平成 22 年度当

初の実質公債費比率が１８％以下とな

るような財政運営を図る。 
 

  

  財政課 
検討 実施 
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【参考データ】 

 

実質公債費比率の改善目標

17.9
18.3

20 .2

21.020.7

16.0

18.0

20.0

22.0

H18 H19 H20 H21 H2２

 

％ 

 

※ 実質公債費比率とは、地方公共団体における公債費等（地方債の元利償還金とこれに準ずるも

の）による財政負担の度合いを判断する指標として、起債に協議を要する団体と許可を要する団

体の判定に用いられるもの、下記の算定方法により算出される。 

   （A+B）－（C+D）   

    E－D 

A ： 地方債の元利償還金（繰上償還等を除く） 

B ： 地方債の元利償還金に準ずるもの 

C ： 元利償還金等に充てられる特定財源 

D ： 普通交付税の額の基準財政需要額に算定された地方債の元利償還金 

E ： 標準財政規模 

 

 

実 施 年 度 

No 項    目 内        容 
H17 H18 H19 H20 H21 

推進担当課 

32 補助金の見直し 事業の公益性、必要性、効果性等

の観点から、団体等への補助金の見

直しを図る。 
 

 

   
財政課 

関係各課 

33 使用料・手数料の

見直し 

受益者負担の原則に基づき、適正

な負担を明確にするとともに、減免基

準のさらなる統一化を図り、使用料・手

数料の適正な算出方法を確立する。 

 

 

 

  
財政課 

関係各課 

34 未利用財産の売

却等 

普通財産なみならず、行政財産の

適正管理についても総括的に計画し、

財政資源としての利活用を図る。 

 

 

 

  財政課 

実施 検討 

検討 実施 

実施 検討 
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 【財政効果】 

単位：百万円 

効果額(H17.4.1 基準) 
項     目 

H17 H18 H19 H20 H21 

超過課税の実施、法定税新設  

税の徴収対策（徴収率） 75.1％ 80％  

使用料手数料の見直し ３ ３ ３

未利用財産の売却等 ３０ ３０ ３０

その他  

歳 

 

 

入 

      計 ３３ ３３ ３３

退職者 ２４ ９ ９ １４ １０

採用者 △１ △１ △１ △１ △１

増減(対前年比) ２３ ８ ８ １３ ９

職員の人員削減 

(人) 

増減累計 ２３ ３１ ３９ ５２ ６１

四役等特別職の人員削減 (人) ７ － － － －

議会議員の人員削減 (人) ２３ － － －

H17.4.1 からの効果 ５８ ３４３ ６８５ １，０８５ １，４７５職員 

人件費 対 H17.4.1 比較 ５８ ２８５ ３４２ ４００ ３９０

H17.4.1 からの効果 ３８ １１５ １９２ ２６９ ３３５四役等 

特別職 対 H17.4.1 比較 ３８ ７７ ７７ ７７ ６６

H17.4.1 からの効果 ７１ １４２ ２１３ ２８４
議会議員 

対 H17.4.1 比較 ７１ ７１ ７１ ７１

H17.4.1 からの効果 ９６ ５２９ １，０１９ １，５６７ ２，０９４

給

与

削

減

等 

計 
対 H17.4.1 比較 ９６ ４３３ ４９０ ５4８ ５２７

H17.4.1 からの効果 ２６ ５２ ７８ １０４その他 

(各種委員報酬) 対 H17.4.1 比較 ２６ ２６ ２６ ２６

H17.4.1 からの効果 ９６ ５５５ １，０７１ １，６４５ ２，１９８
小  計 

対 H17.4.1 比較 ９６ ４５９ ５１６ ５７４ ５５３

民間委託による事務事業費削減  

うち指定者制度導入によるもの  

施設等維持管理の見直し ２２ ２３ ２３ ２３

補助金の見直し １４０ ２０８ ２０８ ２０８

内部管理経費の見直し １７ ２２ ２７

その他事務事業の整理合理化  

その他  

組

織

の

統

廃

合 

小   計 １６２ ２４８ ２５３ ２５８

投資的経費の見直し １４０  

歳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出 

合         計 ２３６ ６２１ ７６４ ８２７ ８１１
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 ９ 地方公営企業の見直し 

 

実 施 年 度 

No 項    目 内        容 
H17 H18 H19 H20 H21 

推進担当課 

35 指定管理者制度

の導入 

温泉事業、スキー場事業について、

指定管理者制度を導入する。  

  

  
地域振興課 

観光商工課 

36 収益増加 使用料の未収金対策を樹立し、未

収金の解消に努める。 
  

   
財政課 

関係各課 

37 職員数の削減 上下水道事業、公共下水道事業の

メーター検針の民間委託及び水道事

業の統合により職員の削減を図る。 
 

 

 

 

 上下水道課 

38 料金の見直し 水道料金等受益者負担の原則を基

本とし、町民の理解を求めながら各種

料金の見直しを行う。  

 

 

 

 上下水道課 

検討 実施 

検討 実施 

検討 実施 

検討 実施 

 

 

 １０ 町民と行政の協働による町政の推進 

 

実 施 年 度 

No 項    目 内        容 
H17 H18 H19 H20 H21 

推進担当課 

39 町への意見・提言

制度の推進 

情報公開の推進及びホームページ

の充実により、町の計画を公表するとと

もに、町民からの意見や要望を町政に

反映できる制度の検討を行う。 

 

 

   総務課 

40 町民参加制度の

推進 

より多くの町民が、町政に参加できる

制度を検討する。NPO、ボランティア

団体等の参画機会の充実を図り、協働

によるまちづくりを推進する。 
 

 

   地域振興課 

検討 

検討 

 

 

 １１ その他 

 

実 施 年 度 

No 項    目 内        容 
H17 H18 H19 H20 H21 

推進担当課 

41 行政改革大綱実

施計画の公表 

行財政改革大綱実施計画（集中改

革プラン）の進捗状況の公表に努め

る。 
 

 

    検討 
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明細書  

◎経費削減の財政効果（平成 17 年度～平成 21 年度） 
単位：人、百万円 

削減額（H１７．４．１基準） 
実  施  内  容 

H17 H18 H19 H20 H21 

H17～H21 

削減の合計 

【職員数等の削減】 (人) 30 31 8 13 9 91 

特別職（町長、助役、収入役、教育長） 7 － － － － 7 

議会議員  23 － － － 23 

職員 23 8 8 13 9 61  

  退職 

  採用 

24 

1 

9 

1 

9 

１ 

14 

1 

10 

１ 

66 

5 

【人件費削減】 （百万円） 96 459 516 574 553 2,198 

合併による常勤特別職の削減 33 66 66 66 66 297 

常勤特別職の給料３０％削減 5 11 11 11 － 38 

議会議員の削減  71 71 71 71 284 

職員の削減 55 177 234 292 387 1,145 

管理職手当ての削減 3 23 23 23 3 75 

時間外勤務手当ての削減  32 32 32 － 96 

期末手当の削減  51 51 51 － 153 

その他（共済費等）  2 2 2 － 6 

 

各種委員の削減  26 26 26 26 104 

【組織の統廃合】       

       
 

       

【民間委託による事務事業費の削減】       

指定管理者制度導入によるもの       
 

       

【施設等維持費の見直し】       

本庁舎清掃業務の廃止  6 6 6 6 24 

本庁舎警備業務の廃止  4 4 4 4 16 

各種施設維持業務の廃止  ９ ９ ９ ９ 36 

公用車の削減  3 4 4 4 15 

 

       

【補助金等の整理合理化】       

各種補助金補助率の削減  140 175 175 175 665 
 

補助金の廃止   33 33 33 99 

【投資的経費の見直し】       

事業の削減 140     140 
 

事業の廃止       

【内部管理経費の見直し】   17 22 27 66 

        

【その他事務事業費の整理合理化】       
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行財政改革行動指針 
～ みなかみ町の将来を見据えて ～ 

みなかみ町は、平成２７年度までに予

算規模を１００億円以下に、職員数を 

２４０人以下にするよう、全庁をあげて

行財政改革に取り組みます。 

平成１９年11月 
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はじめに 

 

 

改革元年 

 

  財政の悪化、長引く観光産業の低迷及び急速に進む人口減少と少子高齢化など、様々な課題

を抱え、役場内はもとより地域全体に閉塞感が漂っています。こうした中、職員や町民が誇りを持っ

て、「夢のある町づくり」を進めるためには、自らが国・県への依存体質や旧態依然とした発想から

脱却し、時代の先行きを見通した改革や施策の展開を図っていくことが必要です。また、改革は町

民の生活に影響を及ぼす一面もあり、一朝一夕にできるものではありません。全職員が財政の見

通しや改革の方向性を共有し、町民に理解を求める中で使命感と先見性を持って実行しなけれ

ばなりません。 

  このようなことから、町は平成１９年３月に行政改革大綱及び集中改革プランを策定し、効率的な

行政運営を目指した改革を推進しています。また、今年度を改革元年と銘打って、早期勧奨退職

の実施や補助金の見直しなど、経常経費の削減を図っているところです。さらに、財政の見通しや

改革の方向性を具体化するため、今年の４月から構造改善室と財政係を統合し調査研究を進め

ており、調査研究に当たっては、利根沼田県民局より提出された「市町村行財政コンサルティング

報告書【みなかみ町の行財政運営について】」を参考に、財政規模の縮減を前提とした財政計画

の策定と、この計画を実現するために必要な「改革」という視点で取り組んでいます。 

 

 

財政改革と行政改革 

 

  この行動指針は、財政改革と行政改革の二つ章で構成しています。 

  財政改革編では、町の財政状況を全国の類似団体と比較するとともに、課題や問題点を検証し

ながら将来の歳入歳出を各々推計しました。そして、この結果生じた歳入不足を解消するための

歳出削減について、これを実現するために必要な「改革の方向性」を考察しています。 

  行政改革編では、現状の職員数を類似団体と比較しながら、定員管理の目標を例示するととも

に、全職員を対象に事務事業量調査を実施し、現組織における事務事業の実態を把握したうえ

で、職員数２４０人体制に向けた効率的な行政運営を行うための組織機構について改革案を提示

しています。加えて、これに伴う人事給与制度改革について、人事給与制度検討委員会の検討結

果をとりまとめました。また、公共施設の統廃合については、各課の代表職員で構成する行財政改

革研究チームで各運営状況や課題等を検証し、統廃合を進める上での基本方針や問題点を考

察しています。 
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Fukashiro 

Question & Answer 

なぜ、行財政改革が必要なの？ 
～良くある職場の風景から～ 

1 
みなかみ町には、財政規模１００億円以下を想定した行財
政改革が必要です。 

2 
今後、職員を約１００人削減し、将来は２４０人以下の体制で
行政サービスを実施しなければなりません。 

3 
   を達成するためには、人件費の削減、事務事業の見直
しや民営化及び公共施設の統廃合が必要です。 

4 
   を達成しながら地方分権に対応するためには、簡素で
効率的な組織・機構の運営と人事給与制度の改革が必
要となります 。 

1 

2 

行財政改革についてのディスカッション 
なぜ、行財政改革が必要なの？  いま、求められる改革の必要性をQ&Aで説明します。 
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   このようなことを前提条件として今後の歳入を推計する

と、歳入総額は平成27年度が約１０２億円に、平成３２年度が

９２億円程度になると予測でき、歳入に対応した歳出削減が

必要となります。「入るを量りて出るを制する」と言われるよう

に、財政運営の基本はその年の歳入に見合う歳出としなけ

ればなりません。 

  しかしながら、継続的な行政サービスを提供することを義

務づけられている地方自治体（町）では、急激なサービスの

低下につながる歳出の削減はできません。したがって、長期

的な視野に立って、行政の効率性を高めるための構造改

善を進めることにより、計画的かつ緩やかな財政規模の縮

減を図る必要があります。 

  住民千人当たりの職員数を、人口２万人以上の町村と比

較すると約２倍となっています。 

  これらの理由は、次のように分析されています。 

  利根西部合併協議会において、合併前から上記の要因

を把握したうえで職員数の削減について議論された経緯

があります。そして、財政健全化の必要性や人口規模から、

新町発足後は早期に２４０人まで職員を削減することが合意

されております。 

  したがって、遅くても合併特例期間が終了する平成２７年

度当初までには２４０人にすることが必要です。 

Question  1 

Answer  1 1 生産年齢人口（１５歳以上６５歳未満）の減少に伴い町

税等自主財源が減少します。 

2 国の財政改革や人口減少により、地方交付税や国

庫補助金等依存財源が減少します。 

3 地方交付税の算定において、合併特例による算定替

措置が平成27年度以降段階的に縮減し、平成32年

度にはこの措置が無くなります。 

Question 2 

Answer  2 

1 旧３町村の職員数そのものが多かった。 

2 衛生施設組合の職員が新町発足時に取り込まれ

た。 

3 広大な面積に教育施設等の施設が散在しており、非

効率な人員配置となっている。 

Key point! 

Key point! 

  自主財源や依存財源
の減少に見合った歳出削
減が必要となりますが、
急激な行政サービスの低
下を避けるため、計画的
に財政規模を縮小させな
ければなりません。 
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  町村合併により純増し
た職員数は、類似団体と
比較すると約２倍です。 
  仮に合併しなくても職
員数の削減は進めなけれ
ばなりません。 

なぜ、１００億円以下に財政規模を縮減させなければなら

ないのですか？ 

3町村が合併したのだから、職員数が多いのは仕方ない

と思います。どうして早急に職員を240人にしなければ

ならないのですか。 



 

 

 

  これまで、国・地方共に様々な課題やニーズに対応する

ために、仕事（行政サービス）を肥大化させるとともに、予算

規模を右肩上がりに増やしてきました。この結果、国と地方

を合わせた借金は８００兆円と膨大に膨らんでいます。 

  これからは、国と地方が協力して、借金を減らしていかな

ければなりません。そのためには、仕事の効率化を図りなが

ら仕事量そのものを縮減する必要があります。 

  これまで（公の仕事＝町の仕事）といったイメージがありま

したが、町役場以外でも提供できる公共サービスについて、

先進事例を参考に民営化等を進め、町役場が直接行う仕

事と予算を縮小させなければなりません。 

 

1 合併時の混乱や急激な行政サービスの低下を避け

るために、旧町村や一部事務組合の職員をそのまま

引き継ぎ、行政運営においても総合支所方式を採

用しました。しかし一方では、合併後は厳しい財政状

況を克服するために早期勧奨退職等を推進し、６０人

（約１５％）の職員を急激に削減しました。この結果、本

庁と支所や出先機関で仕事が重複しているにもか

かわらず、欠員による職員の補充ができないのが現

状です。 

このような中、既存の組織では効率的かつ柔軟な行

政運営を行うことに限界があり、早期に職員数の減

少に対応できる組織機構の改革が必要です。 

 

2 新６級制への移行に伴い給与の上限が抑制されまし

たが、一方で旧８級制での現給保障が継続されてい

ます。これにより職責に応じた給与制度に弊害が生

じており、これらを解消するために平等ではなく公平

を目指した給与制度改革が必要です。 

 

3 郵政民営化法案が成立した２００５年秋、次の重要な

政治課題の一つとして公務員制度改革があげられ

ました。これに伴い、地方公務員に対しても定員管理

や能力実証主義の徹底が厳しく求められていくこと

が予想されます。 

このため、計画的な職員の削減や人事評価を視野に

入れた人事給与制度の改革が必要です。 

 

Question 3 

Key point! 

06 

  国と地方を合わせた借
金は８００兆円を超えてい
ます。 
 効率的な行政サービス
の提供を図りながら、予
算規模や仕事量を縮小
する必要があります。 

  職員数の急減に対応で
きる組織・機構改革が必
要になります。 
  公平性を重視した給与
制度改革や人事評価の導
入が求められています。 

行財政改革行動指針 ∥ なぜ、行財政改革が必要なの？ ～Question & Answer～ 

Answer  3 

Key point! 

Question 4 

Answer  4 

なぜ、事務事業の民営化や公共施設の統廃合が必要な

のですか？ 

合併後間もないのに、なぜ組織や人事給与制度の改革

が必要なのですか？ 
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財政規模を早期に１００億円以下にするような

改革を実施しなければなりません。 

 

  国、地方とも多額の借金を抱える中では、今

後も国庫補助金や地方交付税の増額は望め

ません。また、人口減少や少子高齢化により町

税の減収が見込まれることに加え、平成２７年

度からは地方交付税も合併算定替から一本算

定に向かう（５年間で段階的に合併後の団体と

して算定）ことから、財政規模そのものを縮減

する必要があります。具体的には、普通会計で

早期に１００億円以下にするような財政改革を

実施しなければなりません。 

  改革にあたっては、人件費や物件費等経常

経費の削減に努めるとともに、投資における借

金（町債残高）の抑制と将来の行政コストの低

減を図る必要があります。また、限られた財源

を効率的に配分するため、行政と町民の役割

分担、受益者負担の適正化などの視点から改

革を進めることも重要です。 

Key point! 

ⅰ 財政改革 



 

 

  人口減少や少子高齢化、国の進める三位一体の改革な

どから、歳入は年々減少を続け平成27年度には約102億円

になり、将来的には100億円以下の水準になると予想されま

す（図－１･２）。このように歳入が年々減少するにもかかわら

ず、経費の削減に取り組まなければ、来年度には歳出が歳

入を上回り、毎年度約1億から8億円規模の赤字が発生す

ることになります（図－1）。 

∥財政改革の必要性 1 

∥財政収支の見通し 1 

  経費の削減に取り組ま
なければ、多額の赤字が
発生することになります。 

Key point!   

   ■推計の条件 
 

人件費は早期勧奨退職を行わずに、定年退職を前提 

物件費や補助費等は平成18年度の水準で推移 

投資的経費は合併特例債を上限(125.8億円)まで活用 

※財政推計の考え方については資料編を参照 

行財政改革行動指針 ∥ ⅰ 財政改革 ー 1  財政改革の必要性 
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※平成18年度までは決算数値、それ以降は推計値 

図ー1  財政改革を行わなかった場合の普通会計における歳入歳出  平成12～32年度 
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図1-2  基金残高の推移 
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  交付税が一本算定となる平成32年度以降も安定した財

政運営を行うためには、場当り的な対応ではなく、計画的な

取り組みが必要です。今後、経常収支比率や実質公債費

比率などを適正化し、弾力性のある財政構造を築いていく

ためにも、歳出総額を平成27年度には100億円以下、平成

32年度には約90億円程度まで縮減するような改革に取り

組まなければなりません（図－２）。 

∥今後の方向性 2 

  歳出総額を100億円
以下に縮減するような改
革が必要です。 

Key point!   

   ■推計の条件 
 

人件費は早期勧奨退職を完全実施 

物件費や補助費等は定率で減額 

投資的経費は合併特例債の発行を制限(104.3億円) 

※財政推計の考え方については資料編を参照 
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※平成18年度までは決算数値、それ以降は推計値 
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図ー2  財政改革を行った場合の普通会計における歳入歳出  平成12～32年度 
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  財政規模を縮減するために、町の状況を類似団体（人口

規模や産業構造の類似した全国の地方自治体）と比較し、

改革の具体的な取り組みを講じていきます（類似団体の選

定方法については資料編を参照）。 

  また、平成１８年度決算額と、平成２７年度財政規模を比較

し削減目標を表します。 

  みなかみ町（H18・H27）と、類似団体（H17）の歳入決算

数値を比較すると、図－３のようになります。町がどのような財

源に依存しているのか、財政規模がどれくらいの大きさなの

か等がわかります。 

  この図によると、町が地方交付税に大きく依存しているこ

とがわかります。他にも地方債など、依存財源の割合が高く

なっています。一方、繰入金（基金の取り崩し等）は財政調

整基金の取崩しがなかったため、極端に低い割合となって

います。 

 

∥改革に必要な取組 2 

∥歳入 1 

  類似団体と比較するこ
とで、町の財政状況を客
観的に分析し、将来の目
標値（Ｈ２７）を定めます。 

Key point!   

行財政改革行動指針 ∥ ⅰ 財政改革 ー 2  改革に必要な取組 
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■類似団体の決算数値を、みなかみ町の人口規模として想定した数値を１００％として表しています。 
■みなかみ町の特殊事情である、地方交付税の学校組合負担金と、地方債の合併振興基金積立金は控除しています。 

市町村税 

国県支出金 繰入金 

地方債 

その他 
（分担金・負担金、使用料、手数料 

財産収入、寄附金、繰越金、諸収入） 

 H18  11.0億円 144.2% 

H27  8.5億円  110.7% 

H18  11.2億円 187.6% 

H27  6.1億円  102.0% 

H18  11.6億円 137.6%    

H27  7.4億円  88.2% 
H18  1.3億円 41.9% 

H27  0.1億円  3.3% 

H18  44.2億円 155.4%   H27  33.5億円  117.8% 

200% 

地方交付税 

H18  40.6億円 326.7% 

H27  36.1億円  290.0% 

図ー3  普通会計における決算（見込）数値比較 ～歳入～ 

譲与税・交付金等 

H18  8.6億円 145.9% 

H27  6.0億円  102.7% 

0% 

100% 

H18 

H27 



 

 

  平成２７年度推計では、町税や使用料・手数料などの自

主財源が現在の8割以下となり、依存財源も、特殊要因を

除いた地方交付税が９割以下、国県支出金が７割以下にな

ると推計されます。なお、地方債は合併特例債の期間終了

に伴って減少し、繰入金は基金の取り崩しを行わないもの

として推計しています。 

  今後、地方交付税が減少することや地方債の新規発行

の抑制に伴い、依存財源が減少することから、町税や使用

料、手数料といった自主財源をどのように確保するかが改

革の重要なポイントとなってくると考えられます。 

 

 

 

 

 

Key point!   

  自主財源をどのように
確保するかが重要です。 

平成１９年１1月 みなかみ町 11 

1 当面、滞納整理室を存続させて滞納額の縮減や

滞納の未然防止を図るとともに、課税・徴収事務

の効率化を目指した組織・機構の運営に努める。 

 

2 安定した税収を確保するため、恵まれた自然環境

等の地域資源を活用した新産業の創出や企業誘

致に努めるなど、新たな税収を確保する。 

 

3 公共施設については、運営コストを考慮し、適正な

受益者負担により、使用料の増収を図る。 

※指定管理者導入施設で、収益性の高い観光施設（温泉施

設等）については、使用料を徴収する。 

 

4 地方交付税や国県支出金等の依存財源の減少傾

向を把握し、これらの財源を過大に見積もることの

ない財政計画や予算編成に努める。 

 

Key word! 

滞納の縮減と未然防止 

Key word! 

企業誘致による新たな税収 

求められる取組 
 町税等の自主財源を確保し、自主財源比率を

向上させる 

Key word! 

公共施設の使用料を増収 

Key word! 

依存財源の減少傾向を把握 



 

 

 歳入が年々減少し、このままでは赤字に転落してしまい

ます（図－１参照）。したがって赤字を回避するために、あらゆ

る経費の削減が必要になります。 

  ここでは、現在の状況を性質別、目的別に類似団体と比

較したうえで、削減の方向性を考察します。 

  みなかみ町（H18・Ｈ２７）と類似団体（H17）の歳出決算

数値を性質別に比較すると図－４のようになります。 

  この図によると、公債費が圧倒的に高い割合となってお

り、人件費や物件費などの経常的な経費が高い割合を示

しています。一方で投資的経費などの臨時的な経費は割

合は経常的な経費に比べ比較的低くなっています。経常的

な経費の中でも扶助費は低い割合となっていますが、今後

は、高齢化の進展にともない介護保険・老人保健特別会計

等への繰出金とともに増加傾向にあると考えられます。 

  経常的な経費は短期間で極端に削減することが難しく、

長期間で計画的に減らしていく必要があります。公債費に

∥歳出 2 

  赤字を回避するために
は歳出削減が必要です。 

Key point!   

  公債費や人件費・物件
費などが類似団体に比べ
て高くなっているため、こ
れらの経常経費を計画的
に削減しなければなりま
せん。 

Key point!   

■性質別歳出 

行財政改革行動指針 ∥ ⅰ 財政改革 ー 2  改革に必要な取組 
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図ー４  普通会計における決算（見込）数値比較 ～性質別歳出～ 

物件費 
H18  19.1億円 183.3% 

H27  15.9億円 152.8% 

扶助費 
H18  6.8億円 111.6% 

H27  6.9億円 112.8% 

補助費 
H18  12.1億円 155.1% 

H27  10.8億円 138.4% 

繰出金 

H18  13.7億円 171.4%   H27  14.2億円  176.9% 

H18  15.4億円 143.4% 

H27  6.3億円  58.7% 

人件費 H18  26.3億円 175.1%   H27  18.8億円 125.0%     

投資的経費 

その他 
（維持補修費、積立金、貸付金等） 
H18  4.6億円 158.9% 

H27  1.2億円  39.9% 

H18  23.2億円 295.6% 

H27  18.8億円  240.1% 

公債費 

200% 

100% 

0% 

H18 

H27 

■類似団体の決算数値を、みなかみ町の人口規模として想定した数値を１００％として表しています。 
■みなかみ町の特殊事情である、学校組合負担金と、合併振興基金積立金は控除しています。 



 

 

ついては、公債費負担適正化計画（資料編参照）に基づく

運用を徹底し、縮減していかなければなりません。 

  投資的経費などの臨時的な経費については、合併特例

期間内は現在の水準を超えることなく推移させ、その後は大

幅に削減しなければなりません。   

  平成２７年度推計では、人件費は現在の約3割程度（約

7.5億円）、物件費や補助費等は現在の約2割程度（物件費

約3.2億円、補助費等約2.4億円）減少させる必要がありま

す。また、投資的経費については現在の約6割程度（約9.1

億円）縮減しなければなりません（詳細は資料編を参照）。 
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1 人件費 

 

1 一般行政職員数においては、類似団体と比較し

大幅に超過している現状にある。 

このため、早期２４０人体制の確立に向けて早期

勧奨退職の推進や新規採用の抑制を継続する。 

 

2 早期勧奨退職や新規採用の抑制によるシミュ

レーションでは、２４０人体制に到達する年度は平

成２７年度と予測される。 

したがって、早期に２４０人体制を実現するため

には事務事業の民営化による職員削減につい

ても検討する。 

 

3 職員人件費については、平成１８年度より総額で

１億円の削減を図るものとして期末手当、時間

外手当及び管理職手当を削減している。 

しかしながら、この措置は財政状況の急激な悪

化による緊急避難的な措置で、継続できるもの

ではない。 

今後は、総人件費を抑制しながらも職員の志

気向上を図るため、より職責に応じた給与制度

を導入する。 

求められる取組 
平成２７年度までに 

経常経費を1６億円1５％以上削減する  

Key word! 

早期勧奨退職の推進と新規
採用の抑制 

Key word! 

事務事業の民営化 

Key word! 

職責に応じた給与制度 



 

 

 

行財政改革行動指針 ∥ ⅰ 財政改革 ー 2  改革に必要な取組 
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Key word! 

計画的な公共施設の統廃合 

Key word! 

人的資源の有効活用 

Key word! 

委託料を査定するための仕
組みづくり 

Key word! 

発注方法の工夫による委託
料の節減 

Key word! 

指定管理施設における委託
料の節減 

2 物件費 

 

2 事務事業の執行にあたっては、安易に臨時職

員や業務委託等を継続している事例が見受け

られる。当分の間は、人的資源の有効活用を図

る観点から、柔軟な執行体制や人事異動によ

り直営化を図る。 

 

 

3 物件費の中でもコンピュータの保守管理、施

設・設備の維持管理等、多額な委託料を支

払っているものがある。これらの経費の妥当性

については、専門的な知識も必要と考えられる

ため、他の自治体等と連携して専門的な精査

ができる仕組みづくりを進める。 

 

 

4 公共施設を運営するために、清掃、夜間警備、

機械器具関係の保守点検等多額な費用を支

出している。どうしても委託しなければできな

い業務については、競争主義の徹底や発注方

法（分散から一括へ）の工夫により、経費の節

減を図る。 

 

 

5 指定管理者制度の導入により、委託料が発生

している施設については、その節減を図るた

め、管理者と設置者との役割分担を明確にし、

負担の考え方をマニュアル化すべきである。ま

た、委託料の節減が図られない場合は、指定管

理者の変更を検討する。 

 

 

1 同規模の町村合併ということもあり、福祉、教

育及び観光関連施設において類似した施設が

数多く点在している状況にある。このため、計画

的な施設の統廃合を進める。 

※行政改革編>３公共施設の統廃合で説明 
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3 扶助費 

 

1 扶助費は、社会福祉費、老人福祉費、児童措置

及び小中学校費等において、各種法令等に基づ

き被扶助者に対して支給する費用である。 

しかしながら、幼稚園就園奨励費や１３歳未満ま

での児童に対して実施している医療費の無料化

等は町の判断で実施できる施策であり、今後は

近隣市町村や県と調整しながら再検討する。 

 

4 補助費 

 

1 類似した事業目的でありながら旧町村ごとに設

置されていた団体については、統合を進めてい

くべきである。また、支出する補助金も抜本的

な見直しを実施し、運営経費は補助対象とせ

ず、取り組む事業の目的が公共の福祉に資す

るものに限って補助する。 

 

 

2 町が２分の１以上出資している、新治農村公園

公社、月夜野振興公社、水の故郷及び猿ヶ京

温泉夢未来等の第３セクターに対して、赤字補

てんを目的とした安易な財政支援は行わない

方針とし、今後の動向を見ながら統合の可能性

を検討する。 

 

 

3 土地開発公社が保有する土地の遊休化を避け

るために、有効な支援策を検討すべきである。 

当面は、住宅分譲地の完売に向けて人的支援

や観光と連携したＰＲを実施する。 

 

5 

 

1 公営事業会計に対する繰出金が多額になって

いるため、上下水道等の企業会計について、早

急に将来を見通した経営健全化計画を策定

し、繰り出し基準の範囲内にする。 

 

繰出金 

Key word! 

社会情勢を勘案しながら町
独自の施策を再検討 

Key word! 

補助金の抜本的な見直し 

Key word! 

第３セクターへの赤字補填 

Key word! 

土地開発公社が保有する土
地の遊休化を避ける 

Key word! 

経営健全化計画の策定 



 

 

平成２７年度までに 

投資的経費を9億円59％以上削減する 

 

 

 

   

求められる取組  

1 投資的経費 

 

1 事業の実施にあたっては、将来の運営経費の軽

減を図るとともに、施設の規模や仕様について

は、必要最小限の簡素なものとすべきである。ま

た、これに必要な「（仮称）事業費軽減検討委員

会」を設置し、事業費査定制度を導入する。 

 

 

2 事業の財源として合併特例債を見込んでいる

が、町の実質公債費比率は ２１．４％と県下ワー

スト２である。このため、町債の発行に当たって

は、公債費負担適正化計画に基づき、長期的

視野に立って計画的に運用する。 

 

Key word! 

事業費査定制度の導入 

Key word! 

公債費の縮減 

行財政改革行動指針 ∥ ⅰ 財政改革 ー 2  改革に必要な取組 
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  みなかみ町（H18）と類似団体（H17）の歳出決算数値を

目的別に比較すると図－５のようになります。なお、目的別の

決算には、各町村の産業構造が大きく反映されるため、単

純に比較できない場合もあります。 

  みなかみ町の主産業は観光業と農業であり、商工費およ

び農林水産業費は極端に高い割合を示しています。商工

費については観光事業に係る経費が全体的に多額となっ

ていること、農林水産業費については土地改良事業の償還

負担金（望郷ライン等）が多額であることが考えられます。総

務費には減債基金の積立金（333,047千円）が計上されて

おり、高い割合となっています。 

  目的別歳出については、同じ目的内でもその性質によっ

て構成比が大きく異なるため、これらを総合的に比較し、具

体的な取り組みを提案していきます。 

  なお、目的別・性質別経費の状況（クロス表）については

資料編に掲載しています。 

  目的別に改革すべき項
目に取り組む必要があり
ます。 

Key point!   

■目的別歳出 

図ー５  普通会計における決算（見込）数値比較 ～目的別歳出～ 

400% 

総務費 17.3億円 169.9% 

民生費 

20.1億円 125.0% 

衛生費 

9.6億円 132.5% 

商工費 

5.7億円 618.3% 

土木費 

14.8億円 145.7% 

教育費 

15.2億円 158.5% 

消防費 

4.8億円 148.7% 

公債費 

23.2億円 295.6% 

その他 

1.7億円 105.1% 

0% 

100% 

200% 

300% 

農林水産業費 

9.5億円 453.4% 

■類似団体の決算数値を、みなかみ町の人口規模として想定した数値を１００％として表しています。 
■みなかみ町の特殊事情である、学校組合負担金と、合併振興基金積立金は控除しています。 



 

 

 

求められる取組 目的別に改革すべき項目に取り組む  

1 総務費 

 

1 総務管理費を構成する主なものは人件費であ

り、支所機能の見直しや組織の簡素化を計画

的に実行し、職員人件費の削減を図る。 

2 民生費 

 

1 老人福祉費における扶助費、補助費、繰出金を

削減する必要がある。現在も高齢化率（６５歳以

上の人口比率）が約２９％と高く、老人措置費や

老人医療費の占める割合が高く、これらの経費

については、今後益々増加することが予測され

る。このため、保健・介護予防の施策を有効か

つ効率的に展開する。 

 

2 保育園については、月夜野地区は民営、水上と

新治地区が公営により運営されている。 

今後は、職員数の純減に伴い保育士を確保す

ることが難くなるため、統合や民営化を早急に

検討する。 

 

3 児童館については、職員の純減に対応するため

に、正規職員の常駐体制を廃止し、ＮＰＯ等民間

への委託（臨時雇用を含む）を推進する。 

 

4 社会福祉協議会への補助金や委託料が多額

であるが、住民と行政、社会福祉協議会の協

調・協働のもとで、福祉施策が効率的に実施で

きる仕組みづくりを検討する。 

Key word! 

組織の見直し等による人件
費の削減 

Key word! 

保健・介護予防の施策の効
率化 

Key word! 

保育園の統合と民営化 

Key word! 

児童館を民間に委託 

Key word! 

協調・協働による福祉施策
を実現するための仕組みづ
くり 

行財政改革行動指針 ∥ ⅰ 財政改革 ー 2  改革に必要な取組 
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3 衛生費 

 

1 清掃費において、人件費や物件費が多額となっ

ている。この要因は、合併に伴い一部事務組合

が実施していた、ごみ・し尿処理業務が町の一

般会計に承継されたためである。 

これまでにも経費削減に向けた委託料の見直

し等に取り組んでいるが、今後は人件費も含め

た施設全体の運営経費を削減するために、民

営化も視野に入れて更なる検討を進める。 

 

2 保健衛生費において、人件費や維持補修費が

多額である。組織機構の見直し等により、仕事

の効率化を図るとともに、今後の施設のあり方

や使用方法等検討する。 

4 農林水産業費 

 

1 農業費において、人件費、物件費、補助費が多額

となっている。この要因は農業が町の主産業で

あり農業関係施策を積極的に展開していること、

加えて、農業関連施設が多く、その運営に多額の

経費を要していること等である。 

したがって、組織の簡素化や職員数の削減を図

るとともに、施設の統廃合を積極的に進める。 

 

2 農地費の補助費が多額であるが、これは土地

改良助成金や望郷ライン建設に伴う負担金が

大部分であり、これらが完済するまでは削減は

不可能である。 

 

3 土地改良事業や農道整備等を積極的に実施し

ているが、全国的又は近隣の市町村の状況を

把握し、受益者の負担のあり方を検討する。 

Key word! 

ごみ・し尿処理業務の民営
化を検討 

Key word! 

農業関連施設の統廃合 

Key word! 

負担金の削減は不可能 

Key word! 

保健衛生業務の効率化と施
設機能の見直し 

Key word! 

受益者負担の見直し 



 

 

 

Key word! 

除雪の運営方法を検討 

Key word! 

町営住宅の計画的な廃止 

Key word! 

使用料で償還財源を確保 

Key word! 

事務事業の効率化を検討 

Key word! 

関係団体との連携重視 

行財政改革行動指針 ∥ ⅰ 財政改革 ー 2  改革に必要な取組 
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5 商工費 

 

1 観光費に係る人件費、物件費、補助費が多額と

なっている。この要因は、町の主要産業が観光

産業であり、観光関連施策や観光施設が多い

ためである。したがって、施設の統廃合を進める

とともに、施策の展開にあたっては、観光まちづ

くり協会等の各種団体との連携を強化しながら

情報や目標の共有化を図り、限られた予算を

効率的かつ効果的に執行する。 

 

6 土木費 

 

1 道路橋梁費が多額となっている。この要因は行

政面積が広く町道が多いこと、加えて積雪地帯

のため除雪に要する費用が多いこと等である。 

除雪については、直営方式と民間委託方式の

経費比較を検討しながら、町内それぞれの実

情にあった方式の導入を図るとともに、消雪施

設の運営にあたっても、必要最小限にとどめる

よう、その方法を検討する。 

 

2 住宅費における物件費が増加する傾向にある。 

このため、老朽化が著しい町営住宅について

は、利用者の実態を把握しながら計画的に廃止

する。 

 

3 下水道事業特別会計への繰出金が多額であ

る。当会計の主な収入は使用料であるが、今後

急激な増収は見込めない状況である。また、経

常的な支出は大部分が公債費であり、この負

担が重くなっている。このため、新たな下水道整

備事業債の活用にあたっては、投資効果等を

十分検討し、使用料で償還財源を確保できる

場合に限って発行する。 

7 教育費 

 

1 

 

教育総務費の人件費が多額である。この要因

は支所を含めた教育委員会の職員が多いため

であり、支所機能の見直しや組織機構の改革

等をとおして、職員数の削減に対応しうる事務

事業の効率化を進める。 
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  財政状況を表す指標には、財政力指数や経常収支比率

などがあります。これらの指標を他の団体と比較することは、

町の財政状況を把握するうえで大変有効です。 

7 教育費 

 

3 

 

幼稚園の人件費や物件費が多額である。この

要因は園児数に対して施設が多く非効率な運

営となっているためである。将来的に園児数の

減少が見込まれていることからも、施設の統廃

合を積極的に進める。 

 

4 学校給食費において物件費が多額となってい

る。この要因は児童・生徒に対して施設数が多

く非効率な運営となっているためである。 

現在、運営にあたっては民間委託を進め効率

化を図っているところであるが、１５歳以下の人

口が減少傾向にあることからも、統廃合も視野

に入れてさらなる民営化を進める。 

 

2 小中学校においては、耐震診断を実施し、改築

や大規模改造等が計画されている。これらの事

業には多額の財源を要することから、財政計画

との整合性を図りながら計画的に進める必要

がある。また、将来的には児童・生徒数の減少

が見込まれることから、統合による効率的な整

備についても検討するとともに、実施にあたっ

ては必要かつ簡素なものとする。 

∥その他 3 

  
類似団体 

H17 H17 H18 H27(推計） H32（推計） 

経常収支比率（％） 102.8 91.6 91.3 93.1 87.0 

実質公債費比率（％） 20.7 21.4 17.8 14.1 11.8 

財政力指数 0.47 0.48 0.50 0.45 0.70 

年度末地方債現在高（億円） 

人口一人あたり（万円） 

184.5 

76.5 

179.5 

74.5 

148.6 

76.4 

98.3 

56.0 

100.7 

31.1 

年度末積立金現在高（億円） 

人口一人あたり（万円） 

9.1 

3.8 

15.4 

6.4 

22.7 

11.7 

34.3 

19.5 

25.9 

8.0 

みなかみ町 

表 －１  財政指標の比較 

注1） 実質公債費比率については、H17欄の数値はH18、H18の欄はH19の数値になります。 
注2） 実質公債費比率や財政力指数は一般的に用いられる３カ年平均になります。 
注3)  年度末積立金現在高は、財政調整期金と減債基金の合計額となります。               

Key word! 

幼稚園の統廃合 

Key word! 

給食センターの統廃合 

Key word! 

学校施設の効率的な整備 



 

 

  計画的に町債残高の
縮減や基金造成に取り組
む必要があります。 

Key point!  

 

  町の経常収支比率は平成17年度には100％を超えてい

ます。平成18年度には大幅な改善が見られましたが、依然

として90％を超えており、類似団体と比較しても高い割合に

なっています。 

  実質公債費比率も平成17年度よりも上昇し、類似団体

数値を大幅に上回っています。償還のピークは超えています

が、今後も引き続き公債費の縮減を図る必要があり、計画

的に町債残高を縮減させなければなりません。なお、現在の

地方債残高は類似団体の約1.8倍の規模となっています。 

  一方、平成17年度の積立金現在高は類似団体の約0.５

倍でしたが、平成18年度には類似団体水準の約０．８倍ま

で回復しています。しかし、財政状況の先行きが不透明で

あり、歳入総額が大幅に減少していくことから、継続的に基

金の積み立てを行っていく必要があります。 

求められる取組 
 

Key word! 

公債費負担適正化計画の
策定 

Key word! 

合併特例債等の抑制 

Key word! 

地方債残高を１００億円以下 

計画的な町債の運用に取り組む 

1 平成１９年度の実質公債費比率は２１．２％であり、早

急に公債費の縮減を図らなければならない。 

このため、この比率を１８％以下にする公債費負担

適正化計画を策定する。 

※資料編を参照してください。 

2 合併特例債の発行限度額を、発行可能額１２５億８

千万円（建設事業１０９億３千万円、基金造成事業１６

億５千万円）の８～９割に抑制する。 

3 平成１８年度末の地方債残高は１７９億５千万円で、

類似団体と比較すると約１．８倍である。このため、

公債費が財政規模の圧縮を阻害している要因と

なっている。 

したがって、新規発行の抑制を計画的に進め、地方

交付税が一本算定となる平成３２年度までには、残

高を１００億円以下とする。 

行財政改革行動指針 ∥ ⅰ 財政改革 ー 2  改革に必要な取組 
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平成１９年１1月 みなかみ町 23 

 

Key word! 

基金残高の増額 

Key word! 

合併振興基金の積み立て 

1 平成１８年度末の基金残高は約２４億であり、この内

財政調整基金と減債基金の合計残高は約１５億円

となっている。しかしながら、利息５％以上の町債５

億５千万円を平成２１年度末までに一括繰上償還す

るため、実質的な現在高は９億５千万円である。 

平成１７年度末の類似団体平均は約２６億円であり、

現在の残高をベースとして約１７億円を増額する。

（４億円は平成１９年度に増額） 

2 合併振興基金については、平成１８年度から２２年度

までの５年間、合併特例債を活用し毎年度３億円を

積み立てる。 

求められる取組 
 1 財政調整基金＋減債基金  26億円 

２ 合併振興基金  15億円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 

                     

                     

※平成18年度までは決算数値それ以降は推計値 

図ー６  公債費の推移 平成12～32年度 

(億円) 

(年度) 

30 

25 

20 

15 

10 

5 

0 

臨時財政対策債 

合併特例債 

繰上償還額 

その他 23.2 

1.3 

21.9 

24.9 

17.8 

2.7 

1.7 

2.7 

2１.６ 

12.8 

4.6 

4.2 
4.9 

7.2 

6.7 

18.8 
18.3 

4.0 

7.9 

6.4 
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定員管理計画や組織・機構改革など内部改

革を進める必要があります。 

中長期的な公共施設の再編計画を策定する

必要があります。 

 

  地方分権の進展に伴い、国と地方の関係は

上下・主従の関係から対等・協力の関係にな

るとともに、地方に対する国の関与が縮小し、

自治体には自己決定・自己責任の下で自主・

自立的に行政運営を行うための整備が求めら

れています。そして、これまでの中央が決めた

一定の手順に従って行政を進めるといった画

一的な行政運営から、各々の環境の変化に対

して、各自治体が独自に内部を改革して対応

していくといった行政の仕組づくりが必要となっ

ています。 

  このようなことから、町は当面、財政規模１００

億円以下を実現するために必要な定員管理

計画や組織・機構改革などの内部改革を進め

る必要があります。また公共施設の統廃合につ

いては、統合や廃止を阻害する法令等を検証

し、中長期的な統廃合計画を策定することが

必要と考えられます。 

  なお、事務事業の民営化及び町民と行政の

協働による町政の推進等、その他の改革につ

いても、総合計画や集中改革プランに基づい

て取り組み、改革を確実に実施していかなけ

ればなりません。 

Key point! 

ⅱ 行政改革 



 

 

  町は、骨太方針２００６（５年間で行政機関の国家公務員

の定員純減5.7％と同程度の定員純減）等を踏まえ、集中改

革プランにおいて職員数を平成２２年度当初までに６１人削

減し３３８人とする計画を策定しました。 

  しかしながら、この計画では定年退職のみを想定してお

り、目標である２４０人以下に達するのは平成３０年度以降と

なってしまいます（表－1参照）。 

  このことから、合併後は新規採用を抑制するとともに、平成

１８年度末から「５８歳以上で２５年以上勤務した職員」と「同

一世帯の職員で２５年以上勤務した者のどちらか一方の職

員」を対象として、早期勧奨退職を推進しています。この結

果、平成１９年度当初の職員数が３３９人（一般職）まで減少

しました。 

  しかしながら、この取組を完全実施した場合でも、目標値

２４０人以下になる年度は平成２７年度と予測されます（表－  

２参照） 。このため、この取り組みに加えて、事務事業の中

で可能なものから早期に民営化を進め、若年層も含めた早

期勧奨退職者を募集する必要があります。 

 

∥定員管理計画 1 

  職員数240人以下を
早期に達成するために
は、早期勧奨退職の推進
と事務事業の民営化によ
る職員の削減が必要で
す。 

Key point!   

区  分 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 

前年度当初職員 373 339 341 338 331 321 306 

前年度退職者 36 1 5 9 12 17 12 

新規採用者 2 3 2 2 2 2 2 

年度当初の職員 339 341 338 331 321 306 296 

削減職員 34 -2 3 7 10 15 10 

H26 H27 H28 H29 H30 

H31 H32 

296 284 267 256 246 238 227 

14 19 13 12 10 13 10 

2 2 2 2 2 2 2 

284 267 256 246 238 227 219 

12 17 11 10 8 11 8 

単位：人                     
表－１  定年退職による職員数の推移                                  

区  分 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 

前年度当初職員 373 339 329 315 301 293 282 

前年度退職者 36 13 16 16 10 13 16 

新規採用者 2 3 2 2 2 2 2 

年度当初の職員 339 329 315 301 293 282 268 

削減職員 34 10 14 14 8 11 14 

H26 H27 

H28 H29 H30 H31 H32 

268 255 240 231 215 208 204 

15 17 11 18 9 6 11 

2 2 2 2 2 2 2 

255 240 231 215 208 204 215 

13 15 9 16 7 4 9 

単位：人                     
表－２  勧奨退職による職員数の推移                                  
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町の平成１８年４月１日現在の職員総数は３７３人で、その

内普通会計の職員数３３０人を人口２万人規模の類似団体

と比較すると約１．３倍から２倍となっています。また、町村合併

した富士川口湖町の２２７人と比較しても１．４５倍でとなって

います（表－３参照）。 

また、部門別職員数の構成比について類似団体と比較

（類似団体の各々の部門別構成比を１００として比較）する

と、商工関係が約４．３倍、農林水産関係が約２．１倍、衛生関

係が約１．７倍、教育関係が約１．３倍となっています（図－1参

照）。 

したがって、今後は２４０人体制に向けてこれらの部門別

職員数を削減する必要がありますが、地域の特殊性を勘案

するすると、商工関係や農林水産関係は急激に削減できな

いと考えられますので、衛生、総務、教育、税務部門の削減

数を高く設定し各々の目標値を定めました（表－４参照）。 

∥部門別職員数と年齢構成 1 

  町の地域性及び特殊
性を勘案しながら、部門
別の職員数を考える必
要があります。 

Key point!   

 

み
な

か
み

町
群

馬
県

 

富
士

河
口

湖
町

 

山
梨

県
 

余
市

町
 

北
海

道
 

美
幌

町
 

北
海

道
 

中
標

津
 

北
海

道
 

大
和

町
 

宮
城

県
 

人口(人) 23,310 23,943 22,734 22,819 23,729 24.509 

面積（k㎡） 780.91 158.51 140.06 438.36 684.98 225.59 

議会関係 3 3 6 4 3 3 

総務関係 60 55 46 46 49 43 

税務関係 18 12 11 12 15 14 

民生関係 48 74 37 28 43 47 

衛生関係 44 21 18 13 20 15 

労働関係 0 0 1 0 1 0 

農林水産業関係 27 6 15 25 18 10 

商工関係 18 9 6 6 4 5 

土木関係 23 9 23 22 20 16 

一般会計計 241 189 163 156 173 153 

学校教育 34 11 14 3 53 5 

普通会計の計 330 227 202 184 259 188 

企業会計等 43 22 34 114 219 27 

合計 373 249 239 298 478 215 

美
和

町
 

愛
知

県
 

美
浜

町
 

愛
知

県
 

多
度

津
町

 

香
川

県
 

23,875 26,294 23,613 

9.92 46.38 24.33 

3 3 2 

28 35 40 

13 14 12 

47 81 14 

5 16 26 

0 0 0 

6 10 9 

0 7 2 

13 18 10 

115 184 115 

3 8 22 

151 221 192 

16 20 22 

167 241 214 

み
な

か
み

町
 

目
標

値
 

 

 

2 

34 

16 

36 

22 

0 

16 

16 

16 

158 

12 

200 

40 

240 

学校以外の教育 55 27 25 25 33 30 33 29 22 30 

消防 0 0 0 0 0 0 0 0 33 0 

歳出決算規模（億円） 141 130 81 103 115 85 60 72 74 100 

財政力指数 0.47 0.71 0.34 0.35 0.34 0.59 0.71 0.74 0.65  

合併の有無 ○ ○ × × × × × × ×  

表－３  人口２万人規模の団体における部門別職員の比較  H18.4.1                           

人        人        人        人        人        人        人        人        人        人        

(H27)      



 

 

  

みなかみ町 類似団体 

H19  当初 H27  当初（目標値） 削減目標  
(A)ー(B) 職員数(A) 構成比 職員数(B) 構成比 職員数 構成比 

議会関係 3 1.0 2 1.0 1 2.4 1.4 

総務関係 54 18.4 34 17.0 20 35.2 20.7 

税務関係 26 8.8 16 8.0 10 11.8 6.9 

民生関係 39 13.3 36 18.0 3 37.8 22.2 

衛生関係 41 13.9 22 11.0 19 13.7 8.1 

労働関係 0 0.0 0 0.0 0 0.2 0.1 

農林水産業関係 24 8.2 16 8.0 8 6.7 4.0 

商工関係 22 7.5 16 8.0 6 2.2 1.3 

土木関係 20 6.8 16 8.0 4 14.9 8.8 

消防関係 0 0.0 0 0.0 0 9.4 5.5 

教育関係 65 22.1 42 21.0 23 35.7 21.0 

普通会計の計 294 100.0 200 100.0 94 170.2 100.0 

企業会計等 45 － 40 ー 5 ー ー 

合計 339 ー 240 ー 99 ー ー 

H18  当初 

注1） 市町村長等の特別職（4役）は含まれていません。 
注2） H27 当初の職員数は、住民基本台帳人口推計値20,000人を基に算定しています。 
注3） 類似団体の職員数は、人口がみなかみ町と同数と想定して算定しています。                 
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表－４  部門別職員数の目標                                  

人 ％ 人 ％ 人 人 ％ 

図ー1  部門別における職員数の類似団体比較 

議会関係 

H19   3人 124.5%    H27  2人 83.0%     

総務関係 
H19 54人 153.4%  
H27 34人  96.6% 

税務関係 
H19  
26人 
220.1% 
H27  
16人 
135.5% 

民生関係 
H19  
39人 103.1% 
H27  
36人 95.1% 

衛生関係 
H19  41人 298.4% 
H27  22人 160.1% 

農林水産業関係 
H19 24人 355.6% 
H27 16人 237.1% 

商工関係 
H19 22人 1014.1% 

  H27 16人 737.5% 

土木関係 

H19 20人 133.8% 
H27 16人 107.1% 

教育関係 
H19 65人 182.2% 
H27 42人 117.7% 

普通会計 

H19 

H27 

200% 

100% 

300% 

400% 

■類似団体の職員数
を、みなかみ町の人口
規模として想定した数
値を１００％として表して
います。 



 

 

 

  職員の年齢構成では、類似団体と比べて若年層の割合

が低く、５２歳～５５歳の割合が高い構成となっています。新規

採用が抑制されていることから、今後は職員の高齢化が高

まっていくと予想されます。 

  将来、バランスのとれた年齢構成にするためには、計画的

に新規採用を継続することが必要ですが、職員数の抑制か

ら新規採用職員は毎年２名以内となることから、職員の高齢

化の進行は避けられません。 

Key point!   

  職員の高齢化の進展
は避けられません。 
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50% 

18歳～23歳 

H19 0人 0.0%  H27 3人 88.1% 

24歳～31歳 

H19 34人 118.2% 
H27 10人 34.8% 

32歳～35歳 

H19  
36人 167.9%  
H27 

14人 65.3% 

36歳～39歳 

H19 38人 225.6% 
H27 21人 124.6% 

40歳～47歳 

H19 68人 199.8%  H27 69人 202.7% 

48歳～51歳 

H19 40人 165.5%  
H27 31人 128.3% 

52歳～55歳 

H19  
54人 231.6%  

H27 

29人 124.4% 

56歳～59歳 

H19 24人 134.3% 
H27 23人 128.7% 

図ー2  職員の年齢別構成の現状と類似団体比較 

普通会計 

H19 

H27 

■類似団体の職員数を、みなかみ町の人
口規模として想定した数値を１００％として
表しています。 

100% 

200% 



 

 

  職員採用にあたっては、その時々の行政需要に柔軟に

対応する必要があったため、時代間に偏りが生じています

（図－3を参照）。 

  現在（Ｈ１９年）と将来（Ｈ２７年）の年齢別職員数を比較す

ると、将来は４８歳以上の職員と３６歳以下が減少し、４０歳～

４７歳が増加することが予想されます。 

  このことは中堅職員の割合が高くなり、組織として活力あ

る年齢構成になると言えます。このため、現在の若年職員を

対象とした人材育成を強化する必要があります。 
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18歳～23歳 

H19 0人  H27定年 4人  H27勧奨 4人 

24歳～31歳 

H19 42人 
H27定年 12人  
H27勧奨 12人 

32歳～35歳 

H19 43人 
H27定年 17人 
H27勧奨 17人 

36歳～39歳 

H19 43人 
H27定年 25人 
H27勧奨 25人 

40歳～47歳 

H19 75人 H27定年 86人 H27勧奨 83人 

48歳～51歳 

H19 48人 
H27定年 41人  
H27勧奨 37人 

52歳～55歳 

H19 ６２人 
H27定年 34人 
H27勧奨 34人  

56歳～59歳 

H19 26人 
H27定年 48人 
H27勧奨 28人 

図ー3  職員の年齢別構成 

H19 

H27定年 

H27勧奨 

20人 

60人 

■年齢構成においては、普通会計における推計が
明確でないため、全職員を対象としています。 

Key point!   

  将来は中堅職員の有
効活用を 

40人 
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求められる取組 部門別に職員数を削減する 

1 全部門の共通事項としては、組織の簡素化とフ

ラット化を図るとともに、各部署における事務事業

を効率的に行うために事務事業をマニュアル化す

る。 

 

2 総務及び税務部門においては、支所機能の見直し

を図り大幅な削減を計画する。 

 

3 民生部門においては、月夜野保育園の事例を参考

に保育園運営事業の民営化に取り組む。 

なお、民営化にあたっては、幼稚園との保育一元化

を目指し、社会状勢等に柔軟に対応して、縦割り行

政の弊害が生じないように取り組む。 

 

4 衛生部門においては、保健福祉センター在駐の職

員（保健師・栄養士）とその業務の拠点を本庁舎に

置き、福祉や保健に係る施策を展開する組織の中

で連携を保ちながら、効率的に業務を行う。 

また、清掃部門におけるアメニティパーク維持管理

業務の民営化を推進する。 

 

5 農林水産業及び商工部門においては、総務、税務

部門と同様に支所機能の見直しを図るとともに、

役場と団体や町民との役割分担を明確にし、役場

は職員数に応じた行政サービスへ転換する。 

 

6 教育部門においては、幼稚園や会館等の施設が多

いため現状の職員数が多い。このため、早急に施

設の統廃合を図るとともに、民営化が可能な業務

について民営化を図る。 

  

Key word! 

組織をフラット化 
事務事業をマニュアル化 

Key word! 

総務・税務部門で支所機能
の見直しを 

Key word! 

保育園を民営化 

Key word! 

保健福祉センターの職員と
業務の拠点を本庁舎へ 
アメニティパークを民営化 

Key word! 

農林水産業・商工部門にお
ける支所機能を見直しを 

Key word! 

幼稚園や施設の民営化と統
廃合を 



 

 

  合併後旧２町村（旧水上町、旧新治村）の役場を支所と

して存続し、全ての業務について原則的に現場対応できる

体制を取っています。その結果、支所・出張所等及の職員

数が類似団体に比べて多くなっています。また、構成比では

施設数が多いことから施設職員の割合が約４．５倍となって

います。 

  このような状況を踏まえ、将来目標の設定にあたっては、

支所機能を抜本的に見直すことや公共施設の統廃合を進

めることを前提に目標値を定めました。 

  

 みなかみ町 

H19  当初 H27  当初（目標値）  
削減目標  
(A)ー(B)  

H18  当初 

職員数(A) 構成比 職員数(B) 構成比 職員数 構成比 

本庁 160 54.4 120 60.0 40 104.7 61.5 

支所・出張所等 41 13.9 16 8.0 25 6.6 3.9 

施設 93 31.6 64 32.0 29 58.9 34.6 

計 294 100.0 200 294 94 170.2 100.0 

類似団体 

表－5  本庁、支所・施設別職員数の目標 

注1） 市町村長等の特別職（4役）及び企業会計等の職員は含まれていません。 
注2） H27 当初の職員数は、住民基本台帳人口推計値20,000人を基に算定しています。                 

  支所機能の抜本的な
見直しや公共施設の統
廃合により、職員数を削
減する必要があります。 

Key point!   

∥本庁、支所・出張所、施設別職員数 2 
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人 ％ 人 ％ 人 人 ％ 

図ー3  本庁、支所・施設別の職員数と類似団体比較 

本庁 
H19 160人 152.8% 

H27 120人 114.6% 

支所・出張所 

H19 41人 623.1% 

H27 16人 243.1% 

施設 
H19 93人 157.9% 

H27 64人 108.7% 

普通会計 

H19 

H27 

100% 

200% 

300% 

■類似団体の職員数を、みなかみ町の人口規模として想定した数値を１００％として表しています。 
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  職員の区分別職員数をみると、教育公務員が約２．１倍、

技能職員が１．５倍となっています。この要因は、町が大規模

な清掃施設や幼稚園等の教育施設を多数運営しているこ

とにあると考えられます。 

  したがって、教育施設の統廃合や事務事業の民営化等

を推進することを前提に目標職員数を設定しました。 

求められる取組 支所と施設の職員数を削減する 

1 水上、新治支所の機能を抜本的に見直すとともに

事務事業を段階的に本庁へ移行し、支所の職員数

を削減する。 

 

2 公共施設の統廃合を計画的に進めるともに、管理

運営に係る事務事業を可能な限り民営化し、施設

職員を削減する。 

 

Key word! 

支所の職員を削減 

Key word! 

事務事業等の民営化により
職員を削減 

  幼稚園等、教育施設の
統廃合や民営化により、
職員を削減する必要があ
ります。 

Key point!   

∥職員区分別職員数 3 

図ー4  職員区分別の職員数と類似団体比較 

一般職員 
H19 272人 167.9% 

H27 190人 117.3% 

技能職員(一般職員のうち) 

H19 40人 243.7% 

H27 18人 109.7% 

教育公務員 

H19 22人 349.7% 

H27 10人 159.0% 

100% 

200% ■類似団体の職員数を、みなか
み町の人口規模として想定した
数値を１００％として表しています。 

普通会計 

H19 

H27 
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みなかみ町 類似団体 

H19  当初 H27  当初（目標値） H18  当初 

職員数(A) 構成比 職員数(B) 構成比 職員数 構成比 

一般職員  272 92.5 190 95.0 82 162.0 95.2 

    うち技能職員 40 13.6 18 9.0 22 16.4 9.6 

教育公務員  22 7.5 10 5.0 12 6.3 3.7 

臨時職員  0 0.0 0 0.0 0 1.9 1.1 

計  294 100.0 200 100.0 94 170.2 100.0 

削減目標  
(A)ー(B)  

表－6  職員区分別職員数の目標 

注1） 市町村長等の特別職（4役）及び企業会計等の職員は含まれていません。 
注2） H27 当初の職員数は、住民基本台帳人口推計値20,000人を基に算定しています。                 

求められる取組 職種別に職員数を削減する 

1 水上、新治支所の機能を見直すとともに事務事業

を段階的に本庁へ移行し、支所の職員数を削減す

る。 

 

2 施設の維持管理業務の民営化を図り技能職員数

を削減する。 

 

3 幼稚園の統合を進め教育公務員数を削減する。 

 

Key word! 

支所の事務を本庁へ移行 

Key word! 

施設管理業務の民営化 

Key word! 

幼稚園の統合 

人 ％ 人 ％ 人 人 ％ 
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■改革の必要性 

  財政規模は縮減しても、行政需要は多様化するとともに

複雑で高度なものになっていきます。そして、これらの需要

は組織に横断して発生しており、これまでのタテ割りの組織

では十分な対応が難しくなると考えられます。 

  したがって、今後役場には広い視野に立った協調や連帯

の機能、さらには簡素で効率的かつ柔軟性のある組織・機

構の構築と運営が求められます。 

  このようなことから、組織機構の改革にあたっては、職員の

純減（２４０人体制）に対応しうる協働体制を確立するため、

組織をフラット化（グループ制）することが有効と考えられま

す。加えて、職員ひとり一人の資質を向上させ、人を活性化

すれば今以上に効率的な行政運営が可能になります。 

 

  地方公務員制度改革において、国は「地方分権の進展

に対応して地方自治体の人事行政の能率的、適正な運営

を図るため能力等級制を設ける」とし、実力主義の人事制

度の導入を打ち出しています。町においても、人事院勧告

で示された「職務給の８級制から６級制への移行」を実施

し、条例主義に基づく職務職階制度を運用しています。し

かしながら、職責に対応した職階制が形骸化していること

は否めず、グループ制の導入を機に新たな給与制度の導

入が必要と考えられます。 

  また、将来導入が予想される勤務成績評定制度の導入

も視野にいれながら、限られた人件費の中でメリハリのある

給与制度改革を考察します。 

∥組織・機構と職員制度の改革 2 

  職員の純減に対応しう
る協働体制を確立するた
め、グループ制の導入が
必要です。 
  少数精鋭化向けて、職
員の資質を向上させ、組
織を活性化することが必
要になります。 

Key point!   

  勤務成績評定制度の
導入も視野にいれ、限ら
れた人件費の中でメリハ
リのある給与制度改革が
必要です。 

Key point!   

■現在の組織・機構 

1  町村合併を理由として、住民サービスの提供方法を

変えないため。 

  町民に対して、合併に
よる急激な変化をもたら
せないような組織・機構
を構築して運用してきま
した。 
  職員の削減は考慮せ
ず、合併時の職員数で組
織・機構を構築しました。 

Key point!   

∥組織・機構の改革 1 

2  旧３町村の現状を踏襲した組織・機構を構築した

ため。 

3  指揮、命令系統の明確化と細分化を図ったため。 

（課長→参事→課長補佐→係長→課員） 
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求められる取組 
 

1 職員数の削減を想定し２４０人体制を確立する。 
 

2 セクト意識を払拭し、連帯と協調を重視した執行

体制を確立する。 
 

3 機動的かつ弾力的な行政運営を行うために、有効

な人材活用を図る。 
 

4 行政評価の導入を視野に入れて目的志向型の行

政運営を目指す。 
 

Key word! 

職員240体制の確立へ 

Key word! 

セクト意識の払拭を 

Key word! 

有効な人材活用を 

1 5年を目途に総合支所方式を廃止(出張所) 

２ 課の削減と組織のフラット化(グループ制の

導入) 

3 介護支援、保健事業を本庁内に統合 

Key word! 

目的志向型による行政運営
へ 

  改革の基本方針 

1  職員数の減少を想定します。 

  早期退職の推進並びに新規採用を抑制により

職員数が純減するため、これに対応した弾力的

な組織・機構の構築と運用に努める。 
 

2 人的資源の有効活用を図ります。 

 現時点で、町の職員数を類似団体と比較すると

約１００人超過している。これを言い換えれば、人

的資源が豊富であり、懸案事業や新たな行政

需要への対応を強化できる。 
 

 組織の簡素化と合理化に努めるとともに、総合的

かつ横断的な組織・機構の構築と運用を図る。 
 

組織を肥大化させないようにします。（課を増やさ

ない。） 

 

3 

 

Key word! 

弾力的な組織・機構の構築 

Key word! 

豊富な人的資源を活用 

Key word! 

横断的な組織・機構の構築 
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4 支所業務を縮小しながら本庁と支所の連携を強

化します。 

  広い面積に対応するために、本庁と支所の役割

を明確にし、効率的な運営体制を確立する。 

また、段階的に支所の業務を本庁に移行し、５年

後を目途に支所を出張所に変更する。 

 

5 総合計画の推進体制を整備します。 

  第１次みなかみ町総合計画の基本目標や施策

を実現するために、計画の体系に即した組織・

機構の構築と運用に努める。 

 

6 事務処理の効率化と意志決定の迅速化を図りま

す。 

  組織のフラット化や決裁規程、財務規則の見直

しを進め、効率的な事務処理と迅速な意志決定

を目指す。 

 

7 わかりやすい行政組織の構築に努めます。 

  町民や外部から見て、業務内容や役割がわかり

やすい組織・機構を目指す。 

グループ名に担当する業務を表記して、各グ

ループの業務内容をわかりやすくします。 

 

8 内部監査機能の強化を図ります。 

  マネジメントサイクル計画（plan)、実施（Do)、

見直し・改善（Action)において、町の弱点と

指摘されている検証・評価（See or Check)、

の強化を図る必要があります。 

※行財政改革調査会の第５次答申から 

 

Key word! 

５年後に支所は出張所へ 

Key word! 

総合計画に対応した体制 

Key word! 

効率的な事務処理 

Key word! 

町民にわかりやすい体制 

Key word! 

内部監査の強化 



 

 

課名 事務事業内容 

1 総務課 1 行政 秘書・渉外、訴訟・調停、行政区、広報・公聴、庁議、議案調整、人事・給与・福
利厚生、公平委員会 等 

2 庶務・防災 
※選挙管理委員会事務局 

法規、選挙、文書管理、、情報公開・個人情報、消防・防災、防犯、交通 等 

3 管財 庁舎の管理、物品調達、公有財産管理、公有自動車管理、入札・契約 、町有
バス、町長車 等 

2 総合政策課 1 企画財政 
※監査委員会事務局 

総合企画・調整、総合計画、広域行政、予算編成、財政計画、組織機構・行財
政改革、職員の定員管理、行政経営、統計 監査 等 

2 地域振興 地域振興、国際交流、都市間交流、芸術・文化交流、環境問題関連、自治基本
条例・コミュニティ、情報基盤・地域情報化、土地開発公社 等 

3 税務課 1 資産税 資産税の課税・徴収 等 

2 住民税 町民税の課税・徴収、源泉徴収所得税 等 

3 滞納整理室 町税等の滞納整理 等 

4 保健福祉課 1 福祉・窓口 戸籍、住民基本台帳、印鑑登録・管理、諸証明の交付、国民年金、各種相談、
地域福祉、民生委員、生活保護、災害扶助、障害者福祉、児童福祉、男女共同
参画 等 

2 医療・保健 国民健康保険、老人福祉、福祉医療、保健予防 等 

3 介護 介護保険・介護予防、包括支援センター、保健福祉センターの管理 等 

5 生活環境課 1 環境 環境関係受付 ごみ収集、一般廃棄物、リサイクル、し尿処理 等 

2 上下水道 上水道、簡易水道、下水道、合併処理浄化槽 等 

6 農政課 1 農政 
※農業委員会事務局 

農地調整、農業委員会、農業振興、林業振興、畜産振興、農林業施設の管理 
等 

2 農村整備 農道整備、土地改良事業、土地改良施設の管理、国土調査 等 

7 観光商工課 1 観光商工 観光振興、商工業振興 等 

2 施設管理 観光施設の管理、温泉事業、スキー場事業 等 

8 地域整備課 1 管理 道路・河川管理、公営住宅 等 

2 建設 道路・河川整備、治水・排水対策、砂防・急傾斜地対策 等 

3 都市計画 都市計画、土地利用・大規模開発、建築、景観、公園緑地、企業誘致 等 

 出納室 1 出納 歳入出納、歳出支払い、決算 等 

9 議会事務局 1 庶務・議事 議会庶務、議事 等 

10 教育委員会 1 総務・学校 教育委員会庶務、教育財産、教育行政相談、学校経営、学校教育、給食セン
ター、幼稚園・保育園 等 

2 生涯学習 生涯学習、社会教育、青少年育成、文化振興、公民館、文化財、社会体育 等 

11 水上支所 1 庶務・住民サービス 町税等、住民登録、印鑑登録・証明、福祉・住民相談 等 

2 建設・産業 町道、公営住宅、農業振興、農林業施設・土地改良施設の管理、上下水道 等 

12 新治支所 1 庶務・住民サービス 町税等、住民登録、印鑑登録・証明、福祉・住民相談 等 

2 建設・産業 町道、公営住宅、農業振興、農林業施設・土地改良施設の管理、上下水道 等 

グループ名 

  新組織では、グループ制の導入を基本

に、課・支所を１４から１２へ削減し、２室４７係

を１室２７グループ（幼稚園保育園等の出先

機関を除く）に統合します。また、総合計画

の施策を推進するために、各グループが所

掌する事務事業を明確にします。 

新組織の案 
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基本目標 主要施策 担当課 

1 誰もが安心でき安全でゆ
とりを感じるまち 

1 地域の支え合いで安心して暮ら
せるまち 

保健福祉課 

2 健やかに生き生きと人が輝くまち 保健福祉課 

3 安全に安心して暮らせるまち 総務課  保健福祉課 

2 豊かな自然と共有するま
ち 

1 自然と都市的機能が調和するま
ち 

地域整備課 

2 豊かな自然と共生する快適なま
ち 

総合政策課  地域整備課 
生活環境課 

3 交流による魅力と活力に
あふれるまち 

1 地域資源で交流の輪を発信する
まち 

総合政策課  観光商工課 

2 多様な交流で人が賑わうまち 総合政策課 

4 産業が育ち持続するまち 1 持続的で魅力のある産業が育つ
まち 

農政課  観光商工課 

2 働く人を迎え育むまち 観光商工課  地域整備課 

5 豊かな心と文化を育むま
ち 

1 心豊かな子どもを育むまち 教育委員会 

2 誰もがいきいき自己を実現する
まち 

教育委員会 

6 住民とともに歩む健全な
まち 

1 住民が自ら考え、決定し、行動す
るまち 

全課  教育委員会 

2 行財政改革でゆとりのあるまち 総合政策課 

3 歴史と文化を守り育むまち 教育委員会 

表－7  総合計画の主要施策と担当課 
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庶務・防災グループ 

管財グループ 

資産税グループ 住民税グループ 

観光商工グループ 施設管理グループ 

地域振興グループ（土地開発公社を含む） 

行政グループ 

企画財政グループ 

医療・保健グループ 

介護グループ（保健福祉センターを含む） 

福祉・窓口グループ 

環境グループ 上下水道グループ 

農政グループ（資源リサイクルセンター含む） 

農村整備グループ 

都市計画グループ 

管理グループ 建設グループ 

総合政策課 

税務課 

農政課 

観光商工課 

地域整備課 1 

3 

2 

1 2 

1 

2 

1 2 

1 

3 

2 

1 2 

1 

2 

1 

3 

2 

町長部局 <本庁舎> 1 

副町長 町  長 1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

滞納整理室 

農業委員会事務局 

総務課 

保健福祉課 

平成20年4月１日実施予定 

新組織・機構図 

奥利根アメニティーパーク 

生活環境課 
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町長部局 <支所> 2 

建設・産業グループ 

庶務・住民サービスグループ 

建設・産業グループ（赤沢スキー場を含む） 

庶務・住民サービスグループ 1 

2 新治公民館 

1 水上支所  

2 新治支所 

教育委員会部局 3 

1 教育長 

水上公民館      

●月夜野給食センター  ●水上給食センター 
●新治給食センター  

●月夜野幼稚園  ●下牧分園  ●月夜野北幼稚園  
●にいはる幼稚園 

●水上児童館   

●第1保育園  ●第2保育園  ●第3保育園 
●にいはる保育園 

 

 

 

教育委員会事務局 

1 

2 

●カルチャーセンター  ●新治B&G海洋センター 

庶務・議事グループ 1 1 議会事務局 議会 

出納グループ 1 1 出納室 収入役 

議会 5 

出納室 6 

副町長 町  長 

 

総務・学校グループ 

生涯学習グループ 

1 

2 



 

 

■改革の必要性 

  ８級制から新６級制への移行により給料表の上限額が抑

制されました。しかしながら、旧８級制の下で受けていた給

料が保障される現給保障制度が継続されているため、職

責に応じた給与制度に弊害が生じています。 

①現給保障により、役職にある職員とこれ以外（主幹職）  

の給料が逆転しているか若しくはその差がなく、職員のモ

チベーションの低下が危惧されます。（役職に昇格しても

給与面でメリットがない） 

②将来的に職員数が削減する中で、質の高い行政運営を

行うためには職員の少数精鋭化が必要不可欠と言われ

ています。このため、優秀な人材確保や有能な幹部職員を

育成する観点からも、年功序列から職責に応じた人事給

与制度に改革する必要があります。 

  また、政府の重要課題として公務員制度改革があげられ

ており、地方公務員に対しても今まで以上に能力実証主義

の徹底が求められます。今後は自己啓発や研修制度の充

実により職員ひとり一人の能力を高めるため、人事評価（目

標管理制度による評価）を導入する必要があります。 

求められる取組 
 

1 職を簡素化し、年功序列ではなく職責に応じた新６

級制の運用に改革する。 

2 新たな組織機構の運営を円滑に行うために、職責

や実績（人事評価）に応じた手当を支給する。 

3 財政状況を勘案しながら、期末手当０．４月カットの

特例措置を廃止する。 

4 職員ひとり一人の能力を高め、優秀な人材を育成

するため、職員研修制度を充実させるべきである。 

また、人事評価をするための目標管理制度を導入

する。 

Key word! 

職責に応じた職務職階制へ 

Key word! 

職責や実績に応じた手当を

Key word! 

期末勤勉手当の正常化 

1 わかりやすい職務職階制度へ改革 

２ 職責に応じた管理職手当・期末勤勉手当の見直し 

3 期末手当０．４月カットの特例措置を廃止 

4 職員の自己啓発と研修制度の充実 

５ 人事評価による新たな勤勉手当支給率の導入 

Key word! 

人材育成と目標管理制度の
導入 
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∥人事・給与制度の改革 2 

  平等ではなく、公平性
を目指した人事給与制度
を構築する必要がありま
す。 
  優秀な人材を確保し、
有能な職員を育てる環境
づくりが必要です。 
  フェアな競争のもとで
切磋琢磨し、年功序列か
ら能力実証主義へ転換す
る仕組づくりが必要です。 

Key point!   
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職 内容 

課長・支所長 所属職員を指揮監督する。 

次長・室長(兼GL) 課長を補佐し、GLを統括する。 
グループメンバーを指揮監督し、課の所管
事務を掌理する。 

課長補佐(GL) 
園長・館長・所長(GL) 

課長を補佐し、グループを統括する。 
メンバーを指導し、課の所管事務を掌理す
る。 

課長補佐 GLを補佐し、グループの事務を処理する。 

係長 課長補佐、GLを補佐し、グループの事務処
理する。 

主幹 グループの分担事務に従事する。 

主査 グループの分担事務に従事する。 

主任 グループの分担事務に従事する。 

主事 グループの分担事務に従事する。 

保健師 グループの分担事務に従事する。 

栄養士 グループの分担事務に従事する。 

看護師 グループの分担事務に従事する。 

教諭 グループの分担事務に従事する。 

保育士 グループの分担事務に従事する。 

社会福祉士 グループの分担事務に従事する。 

主事補 分担事務に従事する 

技師 分担事務に従事する。 

運転手 自動車の運転に従事する 

清掃夫 分担業務に従事する。 

用務員 雑務に従事する 

人事・給与制度改革の素案 

1  新たな職制度の提案 

２  職責に応じた管理職手当の提案～定額化 

職 金額 

課長・支所長 62,300円 

次長・室長 51,900円 

課長補佐(GL) 49,600円 

みなかみ町  

職 金額 

部長級 77,400円 

課長級 62,300円 

課長補佐 49,600円 

沼田市（参考）  

  複雑な職制度を簡素
化し、各職における職責
を明確にします。 
  グループ制を導入して
GLの職責を重要視するこ
とで、課長は懸案事項や
政策立案に専念できる体
制を整備します。 

Key point!   

  管理職手当を定額化
することで、町の経営ス
タッフとしての職責を明
確にします。 

Key point!   



 

 

 

 

  係長以上（Ｈ１８以降、現給保障を受けている者を含む）を

対象に目標管理制度を導入し、実績（達成度）に基づく支

給率を適用する。 

 

  少数精鋭化を目指し効率的な行政運営を行うために

は、職員ひとり一人の能力を高める必要がある。このため、

職責や経験年数に応じた研修制度を構築する。 

  また、グループ制を効果的に運用するためには、「話し合

える、助け合える、分かち合える」グループとしなけれならな

い。これを実現するためにはリーダー（ＧＬ）の役割が極めて

重要であり、ＧＬを対象とした研修を早期に実施する。 

職務の級 職務の内容  

1級 1 主事、主事補の職務 

 
2 定型的な業務に従事する者及び相当の技能又は経

験を必要とする業務に従事する者の職務 

2級 1 主任の職務 

 
2 高度な技能又は経験を必要とする業務に従事する者

の職務 

3級 1 主査の職務 

 
2 特に高度な技能又は経験を必要とする業務に従事す

る者の職務 

4級 主幹又はこれの相当する職務 

5級 課長補佐、係長の職務 

6級 課長、支所長、次長、室長の職務 

3  新たな職制度の提案 

  職務に応じた職責とす
るため、職務の級と内容
を明確にします。 

Key point!   

職員 加算割合 

職務の級6級の職員で、課長、支所長の職にある者 100分の15 

職務の級６級及び５級の職員で、室長・次長・ＧＬの職にあ
る者 

100分の13 

職務の級5級の職員 100分の10 

職務の級4級及び3級の職員 100分の5 

4  新たな期末勤勉手当ー加算基礎額の提案 

  職責に応じた加算割合
を運用することで、職責を
明確にします。 

Key point!   

5  人事評価に基づく新たな勤勉手当の支給方法

  実績に基づく新たな勤
勉手当の支給率を導入し
ます。 

Key point!   
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Key point!   

  少数精鋭化に向けて職
員ひとり一人の能力を向
上させなければなりませ
ん。 
  「話し合える、助け合え
る、分かち合える」グルー
プとするため、ＧＬの役割
が重要です。 

６  職員の自己啓発と研修制度の充実 
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  合併前の旧月夜野町、水上町、新治村においては、住民

ニーズに応じた行政サービスを提供するため、集会施設、文

化体育施設、福祉施設及び観光施設等の公共施設を積

極的に設置し、効率的な管理運営とサービスの向上に努め

てきました。 

  しかしながら、厳しい財政状況のもとで合併した「みなか

み町」には、限られた財源や人材を真に必要な分野に重点

的に活用することが求められており、公共施設についても統

廃合や、より効率的な管理運営を図らなければなりません。

また地方自治法の改正に伴い、公の施設に「指定管理者

制度」が導入され、民間事業者が管理主体の対象となった

ことから、その運営方法についても抜本的な見直しが可能と

なっています。 

  このようなことから、町の公共施設について、民間委託、廃

止、移譲（民営化）、統合、及び他用途への転用など、施設

のあり方や方向性を検討し、抜本的な見直しを行う必要が

あります。 

 

  この行動指針において対象とする公共施設は、集会施

設、文化・体育施設、福祉施設、観光施設とし、学校、保育

所、幼稚園、給食センター等の教育関連施設については、

組織・機構改革及び定員管理計画において、その方向性

を取り上げるものとします。 

 

■施設のあり方 

  施設の設置目的、利用状況、類似施設の整備状況、社

会経済情勢の変化等を踏まえ、町が引き続き当該施設を

運営する必要があるかどうかについて検証し、公共施設と

しての意義が希薄化している、または失われている施設に

ついては、「廃止」又は「移譲（民営化）」を検討します。なお、

行政区等の集会施設、その利用実態からみて、実質、行政

区の所有施設となっているものは、行政区への移譲の可能

性についても検討します。 

  厳しい財政状況の中、
公共施設の効率的な運
営を図るため、そのあり
方や運営方法を抜本的
に見直す必要がありま
す。 

∥公共施設の統廃合 3 

  利用実態を検証し、町
が管理すべき施設、廃止
すべき施設、民間や行政
区へ移譲すべき施設等
を検討する必要がありま
す。 

Key point!   

Key point!   

∥検討の対象施設 1 

∥管理運営等の見直しについて ～基本方針～ 2 



 

 

■管理運営方法 

  町が引き続き設置運営する必要がある施設について、利

用者の利便性を確保するとともに、運営コストを考慮した管

理運営を図るため、管理運営方法の基本的な考え方と留

意点を示し、より効率的な管理運営をめざします。 

  施設の財務や利用の状況を明らかにし、受益者の負担

割合や町の運営コストを算出するなど、費用対効果を検証

し、施設のあり方や管理運営方法など、今後の方向性につ

いて総合的に検討し見直しを進めます。なお、見直しに際

しては公平・公正性と透明性を確保しなければなりません。 

  スケジュールについては、「集中改革プランの推進につい

て」に示した作業スケジュールに基づき庁内で作業を進め、

公共施設の統廃合等検討委員会で廃止、統廃合等の最

終的な検討を行うものとします。なお、統廃合の可能な施設

については平成２０年度から実施します。 

  施設の運営方法を検
討する際、住民ニーズを
把握し、利用者の利便性
確保や運営コストを考慮
し、より効率的な管理運
営を検討する必要があり
ます。 

Key point!   

  最終的には、「公共施
設の統廃合等検討委員
会」を設置して公共施設
の統廃合等について総合
的に検討することになり
ますが、見直しを行う際
には、公平性と透明性を
確保する必要がありま
す。 

Key point!   

ランク 説       明 

Ａ 町の直営により運営 

Ｂ 指定管理者制度を導入して運営 

Ｃ 
町の経費負担が生じている状況が改善され

なければ、５年後を目処に統廃合 

Ｄ 平成２０年度に統廃合を実施 

  担当課によって検証し
た各施設のランクを参考
に、公共施設の統廃合等
検討委員会で運営方法
を検討することになりま
す。 

Key point!   

46 

行財政改革行動指針 ∥ ⅱ 行政改革 ー 3  公共施設の統廃合 

∥見直しの手続き 3 

∥管理運営の方向性を示す区分 4 

■基本的な考え方 

1  民間に任せたほうが効率的・効果的に業務執行

できるものは積極的に民間に任せ、民間委託を推

進する。（指定管理者制度の導入等） 

2 民間委託によるメリットが期待できない施設につ

いては、直営（業務委託を含む）で施設の管理を

行う。 

3 直営または民間委託により運営する施設において、

目的や利用形態が類似した施設について、統廃合の

可能性を検討する。 

■留意点 

1  施設利用に関し、住民ニーズの把握とＰＲが十分に行

われていること。 

2 使用料等の受益者負担額が適正であること。 
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■公共施設の現状把握 

  平成１９年３月、１８7の公共施設（本庁・２支所を除く）につ

いて、運営方法や事業目的、整備時の財源内訳、人件費を

含めたランニングコスト、施設を継続して運営する場合及

び統廃合した場合の課題と方向性等に係る調査を実施

し、公共施設の現状を把握しました。 

■公共施設の方向性を示すランク付け 

  現在、１８7の公共施設のうち、町の直営により運営してい

る施設が１２６か所、指定管理者制度を導入している施設が

４３か所、行政区が管理している施設が１７か所、その他の施

設が１か所という現状があります。 

  今後、これらの公共施設を有効的に活用していくため、

各施設の担当課で運営方法等を検討し、方向性を示すラ

ンク付けを行いました。その結果は下表のとおりです。 

■施設の有効活用を図るための問題点 

  今回の調査結果によると、公共施設を効率的に運営して

いくうえで、次のような問題点が考えられます。 

Key point!   

区分 
施設数 

（検討結果） 直営 指定管理等 

A ランク 48施設 48施設 なし 

B ランク 104施設 47施設 57施設 

C ランク 25施設 22施設 3施設 

D ランク 10施設 10施設 なし 

現在の運営方法 

表－  公共施設のランク付け 

注）上記の検討結果による施設の方向性を示すランク付けは、施設の運営方
法等に関する最終的な方向性ではなく、「公共施設の統廃合等検討委員会」
への参考資料として使用するためのものです。 

  公共施設のあり方や運
営方法を抜本的に見直
すためには、現状を把握
する必要があります。 

Key point!   

  担当課において、公共
施設の方向性を示すラン
ク付けを行うことで、「公
共施設の統廃合等検討
委員会」で最終的に検討
するための基礎資料を作
成します。 

∥現状把握と有効活用を図るための問題点 5 

1  町議会の行財政改革特別委員会では、「地域の理

解を得たうえで、最低でも６０施設を統廃合すべ

きである。」と報告しているが、今回の調査におい

て、統廃合が可能な施設としてランク付けされた

のは３５施設にとどまっている。そのため、今後、担

当課において、更に公共施設の統廃合について検

討を必要とすること。 

2 直営の施設については、類似した用途の施設が多

いことから、運営コストが多額に及んでいることは

勿論のこと、施設内の空きスペースが多いことか

ら、民間やＮＰＯ等へ賃貸し有効的に活用されるこ

とが考えられるが、既成概念にとらわれ、新たな活

用方法が検討されずにいること。 



 

 

■国庫補助等を受けて整備した施設について 

  公共施設の方向性を示すランク付けを行い、今後、施設

の有効活用を図るための最終的な検討を行う場合、大きな

問題となるのが、国庫補助金等を受けて整備した施設の

用途変更や廃止等に係る処分制限です。 

  本町では、調査を実施した１８７の公共施設のうち、１２１の

施設が国庫補助金等を受けて整備されています。 

  これらの施設は、「補助金等に係る予算の執行の適正化

に関する法律（補助金適正化法）」による処分制限期間等

の制限があり、施設の処分制限期間は、補助金等の交付の

目的及び施設等の耐用年数を勘案して各省庁の長が定

めることになっています。 

  これらにより、施設の用途変更や廃止等、地域の実情に

応じた有効的な活用が図れないという問題が生じます。 

■国庫補助等による施設の処分制限について 

  下記の補助金適正化法及び施行令のとおり、施設の処

分制限期間は、各省庁の長が定めることになっており、財務

省令で定める「減価償却資産の耐用年数」を基礎として、こ

れに補助金の交付目的を勘案して算出されています。 

  各省庁が所管する主な施設の処分制限期間は、表－2の

とおりです。 

■補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第22条の規定 

  補助事業者等は、補助事業により取得し、又は効用の増加した政令で定める財産を、各省庁の

長の承認を得ないで、補助金等の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、

又は担保に供してはならない。ただし、政令で定める場合は、この限りではない。 

■補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令第14条第1項の規定 

  法第22条ただし書に規定する政令で定める場合は、次に掲げる場合とする。 

一  補助事業者等が法第7条第2項の規定による条件に基づき補助金等の全部に相当する金額

を国に納付した場合 

二  補助金等の交付の目的及び当該財産の耐用年数を勘案して各省庁の長が定める期間を経

過した場合 

Key point!   

  公共施設のうち、国庫
補助金等を受けて整備し
た施設については、「補助
金適正化法」による処分
制限という大きな問題が
生じることになります。 
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3 指定管理者制度を導入している施設については、

委託料や土地使用料などが発生している施設が

多く、制度を導入しても、業務委託を行っていたと

きと経費面での削減が見られないこと。 

４ 施設の大半が、国庫補助金等を受けて整備され

ており、今後、住民ニーズに対応した活用を考えた

場合、大きな支障となること。 
※この問題は、国が関与しており、町の一存で方向性

を決めることが困難であるため、国の対応の現状を次

項で説明します。 

Key point!   

  各省庁の定める施設の
処分制限期間は、「減価
償却資産の耐用年数」を
基礎数値としています。 



 

 

Key point!  

 

  施設の耐用年数を経
過する前に、施設の用途
変更や取り壊しを行う場
合、残存簿価分の多大な
補助金返還を求められま
す。 
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  これらの処分制限期間は、施設の有効活用を図るための

用途変更や統廃合を行ううえで、大きな支障となります。ま

た、処分制限期間を満たしていない施設の用途変更や取

り壊しを行う場合には、残存簿価分の補助金を返還しなけ

ればならず、多大な費用を要することになります。 

■総務省による各省庁への申し入れ 

  このように、国庫補助金等を受けて整備した施設を有効

活用できないという現状があり、全国的にも、実際に補助金

の返還が生じたり、施設の用途変更を断念しなければなら

ないという事例が多く見られます。 

  こうした背景をもとに、総務省は平成１９年８月、「平成20年

度の地方財政措置について」の中で、「公共施設の転用又

は用途廃止時における国庫補助負担金制度の改善」とし

て、各省庁に対し、申し入れを行いました。 

■国の政策における各省庁間の矛盾 

  しかし、依然として各省庁の補助金制度運用は緩和され

ず、各省庁間でそれぞれ異なる運用がなされており、統一

性や明確性に欠けています。 

  また、合併特例法及び合併新法により、８年後には、普通

交付税が合併算定替から一本算定へと向い、短期間で大

幅な経費削減を行わなければならないにもかかわらず、各

省庁が定める施設の処分制限期間は長期に渡っている現

状があり、地方公共団体の自主性・自立性を高めるための

国の政策は、各省庁間で矛盾を生んでいます。 

Key point!   

  国庫補助金等を受けて
整備した施設の処分制限
等について、総務省は各
省庁に対し、その運用を
緩和するための申し入れ
を行いました。 

Key point!   

  各省庁の制度運用は
改善されず、地方公共団
体の自主・自立を高める
国の政策は、各省庁間で
矛盾を生んでいます。 

省庁名 施設名 制限期間 

環境省 一般廃棄物処理施設 30年 

厚生労働省 保育所（木造） 22年 

 児童館（ＲＣ造） 50年 

国土交通省 下水道処理場（建物） 50年 

 下水道処理場（ポンプ施設等） 7年 

農林水産省 農業集落排水処理施設 30年 

 農村環境改善センター（ＲＣ造） 50年 

文部科学省 学校校舎（ＲＣ造） 60年 

 学校校舎（木造） 24年 

表－2  各省庁所管施設の処分制限期間の主な例 

※公立学校施設整備費補助を受けて整備した施設（学校施設

など）については、「地方分権特例制度（パイロット自治体）」に

より、変更用途を限定した処分制限期間の短縮化など、若干

の緩和措置が図られていますが、自治体の望んでいるような

幅広い用途への変更は認められていません。 



 

 

■国への働きかけ等 

  こうしたことから、国庫補助金等を受けて整備した施設の

耐用年数について、弾力的に運用することや、住民のニー

ズに応じた有効活用を図るために、地方公共団体の自主

的な判断によって、用途変更や統廃合が行えるように補助

金制度の運用について改善を図るため、国へ働きかけるこ

とが重要になります。 

Key point!   

  国に対し、制度運用の
改善を求める働きかけを
行わなければなりません。 
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求められる取組 
 

1 公共施設としての意義が希薄化している、更には

失われている施設かどうか、担当課による検証を

強化し、町議会行政改革特別委員会の報告内容

（６０施設の統廃合）を反映できるように、施設の統

廃合について再度、検討する。 

2 直営の公共施設については、運営コストを考慮し、

適正な使用料等受益者負担額の設定に努め、使

用料の増収を図るべきである。 

また、民間やNPO等に施設の空きスペースを賃貸

することで、施設の有効活用と使用料の増収を図

る。 

3 指定管理者制度を導入している施設については、

指定管理料の節減を図るとともに、管理者と設置

者の役割を明確にし、負担の考え方をマニュアル

化すべきである。 

また、指定管理料の軽減が図れない場合は、指定

管理者の変更を検討する。 

Key word! 

施設の存続価値について再
検討 

Key word! 

公共施設の使用料を増収 

Key word! 

指定管理料の節減 

1 統廃合を含め、施設の運営方法を抜本的

に見直す 

２ 運営方法に応じて施設を有効活用する 

3 アセットマネジメントシステムを構築する 
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Key point! 

人口の増加や行政需要が高まる
時代に急速に整備された。 

Key point! 

町村合併、人口減少、財政状況
などの環境変化にともない、需
要のミスマッチが生じている。 

Key point! 

1 現在の施設台帳には、サービス
の効用面における情報が整理さ
れていないため、施設の必要性
を判断するのが困難な状況であ
る。 

2 施設台帳が一元的に整備され
ておらず、担当課が個別に整備
している。 

3 個別管理では、公共施設全体に
おける利用度など統一的な基
準がなく、住民にとっての重要性
など優先順位が付けづらい。 

4 公共施設全体の優先順位が明
確化していないことから、予算編
成に反映させることが困難と
なっている。 

5 施設のあり方について、対症療
法的な対応をすることになる。 

6 住民にとって最適な施設の活用
と効率性や効果性を考慮した
サービスの提供ができない。 

  

今回の公共施設調査により、この
段階までは実施できたものの、こ
の後の進め方において、多くの問
題点が生じている。 
その問題点は、次のとおり。 

個別の施設について見直しを行
うだけにとどまらず、公共施設の
総体的な効率化を目指す必要
があり、アセットマネジメントの
視点に立った公共施設再編計画
を策定する必要がある。 

 

公共施設の設置 Plan 

 

公共施設の運営 Do 

 

公共施設の現状把握 Check 

    

今後のあり方について検証する 

    

社会経済状況の変化により、施設の設置意義が変移、希薄

化、もしくは失われていないかどうか？ 

    

Yes No 

    

民間に移譲することが適当

かどうか？ 
存続 

   

Yes No 運営方法について検証する 

    

移譲 

(民営化) 
廃止・統合 

民間のノウハウを広く活用

することで、コストの削減や

サービスの向上、効用の拡

大等を期待できるか。 

    

  Yes No 

    

他用途への運用を検討 
※国等の関与について問題点を整理 

直営 
※業務委託含む 

民間委託 
※指定管理者制度 

検証結果の実行（公共施設再編計画の策定） Action 

   

   

管理運営の考え方フローチャート（マネジメントサイクル）と問題点 



 

 

 アセットマネジメントシステムの構築等に関する取り組み 

1 管理運営の考え方フローのとおり、公共施設全体

を、経営的視点から総合的に企画、管理、運営、活

用、処分するシステムを構築し、将来的に発生する

費用を的確に予測することで、施設経費の縮減に

取り組む。 

※アセットマネジメントシステムの構築 

2 施設の個別管理については、従来のとおり担当課

が行ってもかまわないが、公共施設全体を一元的

に管理するセクションを設置する。 

※横断的に指揮命令し、管理できるセクション 

3 担当課は、国の関与する施設を含め、そのあり方に

ついて再度検証し、既成概念にとらわれない施設

の有効的な活用方法を検討する。 

Step 1 

  国が関与している施設かどうか検証する。 

Step  2 

  国が関与している施設だからといって、有効的な

活用方法についての検討をあきらめることなく、その

施設が本来どのように活用されるべきなのか、確固

たる信念をもって再編計画を策定する。 

Step  3 

  施設の再編計画をもって、国の関与による制限

に関し、その緩和について強く働きかける。 

※国の補助金等を受けて整備した施設でも、町が

設置した責任において、その施設が有効的に活用

されることが、住民にとって最も重要であることを

国に対し強く訴える。 

4 公共施設全体を一元的に管理するセクションは、

施設の利用状況や住民にとっての必要性を経年

的に把握し、施設を細かく評価する仕組みをつく

り、担当課が実施する業務の効果性や効率性につ

いても継続してチェックする。 

5 厳しい財政状況の中、将来の財政負担や人口減

少などの環境変化の予測を考慮し、施設台帳の

データや施設の評価を基に、企画部門が公共施設

再編計画を策定する。 

Key word! 

アセットマネジメント 

Key word! 

公共施設全体を一元的に管
理 

Key word! 

担当課による再編計画 

Key word! 

施設評価 

Key word! 

公共施設再編計画 
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ဘ݆͠ࢣڶĿ

ŕĿ Ŀ

၉͑͟ȡĿ

Ŀ

Ŀ Ŀྒڰബ͢༄ࠝ࡞ਆͦٹၚΊࡧ̀͞Ƞ׃ͺ

ɔৌ̓͢΄ਛݣɕͼɔႳඇਛݣɕ̓౬͏ݳȠয়

ͣ൚͉͢΄ͨ͢Ͷ͓ȡĿࢺͼ႟๋ࠚࢆ

Ŀ

Ŀ Ŀଅ͏๋̼͟ɔ࣮ग़ڽچɕ͠ɔ࿈̺ͦͶ͙͇͝

ɕͣਜ͋̈́͠ރ΄̼͞Ͷ͑ȡĿ

Ŀ

Ŀ Ŀ༗ŐŖ෭ऋୖलͣͦଛͧࢹȠˬ˭Ȣ˭Őŏଛ

͟Ƞ˯෭ͦल͠ຂ͑ڹ͠ȠဇŐŋŕŏŏଛࡶટ͏͞

̼Ͷ͑ȡઝၚଛࢹΊଲ͑࠵͠Ƞ༗őŖ෭ͣͧ

ŐŘŋœŕŔଛȠ༗ˮˬ෭ͣͧ˫˭Ȣ˳˱˰ଛͶ͟ࡶટ͑͠ု

ఔ͍΄Ͷ͑ȡĿ

Ŀ

Ŀ ĿଛࡶࢹટͧȠͦैෞࡶટͣೢஈͫ͜ͅࡉͶ͑ȡĿ

Ŀ

Ŀ Ŀͦग़ଲͣ࠵͠Ƞ༗ŐŖ෭̓őŖ෭Ͷͦ͟

˫˪෭͟ܚȠࢀଛ੍࿅୳̈́ဇŐط؉Ƞࢃഎেঐ୳͟

ဇ˰ࡶͦ؉طટ͢͠Ͷ͑ȡଛࢹΊఔഎ౷֘͠͏͗

༄ͦಕཕࢮ୳ͺဇŐࡶ̈́؉طટ͏Ͷ͑ȡĿ

Ŀ

Ŀ Ŀँ༓ࢡŐŏ෭ͦܚඣႳ਼݀̈́ܚႋ͑༗őŖ෭

֖ࣹͧȠಕཕࢮ୳ָ̈́ྒഎ͍΄͗Ƞಐڒബ

ͣဇŖط˯கྲ؉ࡶટ͏Ͷ͑ȡĿ

Ŀ

Ŀ Ŀऋͦग़ͣڽچȠͦॗࡹऋࢇ༼ઇ౺ߢൻ

ͦඣഎग़ָ̈́ࡷग़͍مࡷ΄͋͟͠Ƞ࣓ͣैෞ̈́

ટٌ̺͑̈́Ͷ͑ȡĿࡶ

Ŀ

Ŀ Ŀ͋΄ΊඇͶ̀͞ैෞΊଲ͗͏࠵ँȠ༗őŖ෭

൛ͣͧŐŏŏط؉Ίۊघ͋̈́͠ုఔ͍΄Ͷ͑ȡĿ

Ŀ

Ŀ Ŀ࣮ग़࣮ڽچඐমଙͧ͟Ƞ༗őŖ෭൛Ͷͣ͟ု

ݎŐŏŏͣل֖؉طȠୂ׃Ίőœŏଛ֖͑ͣل

ŒĿĿ͕ͦم༩ͦޭ܈ Ŀ

ȿଛࡶࢹટ͠ग़ͦչمȿĿĿ

2 ࣮ग़ڽچΊ৶͑ࡹ͗ͣ 
KeywordĿ

ဇŐŋŕŏŏଛࡶટĿ

༗őŖ෭ͣͧŐŘŋœŕŔଛĿ

༗ˮˬ෭ͣͧ˫˭Ȣ˳˱˰ଛĿ

ैෞࡶટĿ

ટĿࡶ؉ط˫ଛ੍࿅୳̈́ဇࢀ

ટĿࡶ؉ط˰എেঐ୳̈́ဇࢃ
Ŀ

KeywordĿ

ৌ̓͢΄ਛݣĿ

ႳඇਛݣĿ

য়ࠚࢆ Ŀ๋

ଅ๋͗͢Ŀ

Ŀ

KeywordĿ

ಕཕࢮ୳ͺဇŐࡶ؉طટĿ

ಕཕࢮ୳ָͦྒഎĿ

༗őŖ෭൛ͣͧŐŏŏط؉Ŀ

Ŀ

KeywordĿ

ုݎŐŏŏل֖؉طĿ

ୂ׃Ίőœŏଛ֖لĿ

Ŀ
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ͷ̓͢ͷଛक़ֵܴྒཕଙĿ
͑ͱͧ͞Ƞ࿅ͦͷ͍̺ͦ͗ͣ͢ȡĿ

ŖĿ

͗ͣȠாೇΊ̺࣮͊͞ग़ͣڽچਜ͗

ͦωήϝϩ̈́ড়͍΄Ͷ͏͗ȡĿ

Ŀ

Ŀ Ŀɔग़ڽچɕͦਜͷ͠͏̺͊͞΄̼͞ਛ͢

ෂးͧͦ͂͑͟͠ȡĿ

㧴 ँ ༓ͣੵఇ͏͗ୂ׃Ί௫݀ͣ१͏ࡶȠଛ

ຍΊၐ୕͑ȡĿࡍ

㧴 ಕཕ़֙ఠ൛Ίچ͏Ƞ़ࢴຍΊਫ਼͑ࡶȡĿ

㧴 ަࢴলͦൿฏँͼ࿅مΊଲଘ͏Ƞ

ຍΊਫ਼͑ࡶȡĿ

Ŀ

Ŀ Ŀɔ࣮ڽچɕͦਜͷ͠͏̺͊͞΄̼͞ਛ͢

ෂးͧͦ͂͑͟͠ȡĿ

㧴 য͠ྒೇ̺ͦཕΊ͑ȡĿ

㧴 ა͠ިΊু͏͗৭࣮శ୕Ίڴၹ͑ȡĿ

㧴 ݃ ඐബ̓͜ಌ႟ബ࣮͢שΊ࣮̾͗ͣဟ

၃ΊବȡĿێଛक़͢ࢶ

㧴 ࣮ ຸىͼາ܍ၯ୕൛ͦඓෞͣബব

Ί͎͑ȡĿש࣮ͦࠝࢺ

㧴 ·̓ͼ̼͑ଛৌȤލေ୕൛Ίࣗಡ͑ȡĿ

Ŀ

Ŀ ĿŐŏ෭ͣܚဇőŕͦ؉طຍΊ१͉͢͏ࡶ΄ͨ͢

̼̼̾͢͠ͺͦͦȠ͕ͦͧہఆΊஐ͑ݎ̺͟

Ƞຍ१ͦࡶཕ८Ίయ͙͑ͣͧȠ௴൸ͦ֡ࡆΊ

ͺ͛͞ɔڽچɕͣႧͶ͉͢΄ͨ͢Ͷ͓ȡĿ

Ŀ

Ŀ Ŀா̈́׃ɔछͶͦ͟ͼཕͼࣧ̀ཕͧ၃͏͢

̼ȡɕ̼̼̾͠͏ࡳΊয়͉͢͏ڶ΄ͨ͢Ͷ͓ȡ

၉̓Ƞ࣮̾͡ඐ͏͉̈́͢ه͗ͣ͑ࡹΊ৶ڽچ

΄̼ͨ̓͢͢ൻȠඈ͊͒ͣୡ̓ၹ͙̾̓ࢺ

͋̈́͠၉͑͟ȡĿ

Ŀ

Ŀ Ŀ࿅ȠٹݦȠ̈́႟Ίँ·͓͞ɔިඏͦͶ͙͇͝ɕ

Ίଘ͗ͣȠ͕ܴͦྒബ͢ϡȺϡΊড়͏͗ɔͶ͙

͇ܴ͝ྒૢႳɕ̈́ল࣮͍΄Ͷ͏͗ȡĿ

Ŀ

Ŀ Ŀ͋΄ͣȠͦૠཋΊ·̓ͼ͇͑ഗަ͞͏ޡဟ

ޭ܈Ίഗ֒͏ͼ̼͑ࡧΊବȠ࿅ͷ͍̈́֡͢م

3 ިඏͦͶ͙͇͝Ί৶͑ࡹ͗ͣ 
KeywordĿ

ଛࡍຍΊၐ Ŀ୕

ĿࡶຍΊਫ਼़ࢴ

ĿࡶຍΊਫ਼

য͠ྒೇ̺ͦཕĿ

৭࣮శ Ŀ୕

ဟ͢ࢶଛक़ێ၃Ŀ

ബব࣮ͦࠝࢺשĿ

ଛৌȤލေ୕൛Ŀ

Ŀ

KeywordĿ

Őŏ෭ͣܚőŕط؉Ŀ

௴൸ͦࡆ Ŀ֡

ĿڶΊয়̼͏ࡳ

ඈ͊͒ͣୡ̓ၹ͙̾̓ࢺĿ

Ŀ

KeywordĿ

ɔͶ͙͇ܴ͝ྒૢႳɕĿ

ૠཋͦަဟĿ

ഗ֒͏ͼ̼͑ޭ܈ଡ଼ຓĿ

Ŀ


Ŀⅴ
Ⅷ
※ଛ
ֵ

ܴ
ྒ
ཕ
ଙ
↘
८
എ
Ⅴ
→

၉
⅗
⅑
→
ⅸ
⅖
Ŀ



ဘ݆͠ࢣڶĿ

ŗĿ Ŀ

ଡ଼ຓΊଘ͉͢΄ͨ͢Ͷ͓ȡĿ

Ŀ

Ŀ Ŀͦ၉͢८Ίࡆ͗ͦૢႳ୕എͼٰ࠵

८എͣ͢͡Ƞ࿅ͦͷ͍̈́͢ঈٰ͑݃̈́ٹఇ

̀Ƞ८എ͑Ͷͦ͟ύϣαί̼ͣ͂͞ȠχόϠιΥΩϗ

ϩξൻͣȠ࿅ͦͷ͍̓֡͢ࡧΊރ

̈́ధ͇͢Ͷ͑ȡĿ

Ŀ

Ŀ ĿͦૠཋΊ·̓ͼ͇͑எ࿔͏͞ၯٺΊච͗Ƞ͠

ͺͣࣧ̀Ƞ੍ͣͧ࿅ͦͷ͍͢Ίஎච͏͉͢΄ͨ

̼͢͢ͺధ͇͢Ͷ͑ȡĿ

Ŀ

Ŀ Ŀ࿅ͦͷ͍̓ͦ֡ͣ͢ࡧଥఖͣർ̀͗ͣ

ͺȠബ͢ಔ͢͡छ֖ͣɔে৵ͼ႟ͦ

΄Ͷ͑ȡĿރɕ̈́ࢺ

Ŀ

Ŀ ĿଛৌȤލေ୕൛ͣ͑ܜૢႳͼٰͣ࠵ͺ࿅ͦ

ͷ͍ͦ͢ܜ·̈́ఇ̀͞ͅͶ͑ȡ͋ͦ͋ͧ͠Ƞ͙͗

ɔͷ̓͢ͷ׃ɕͧȠɔލ႑ͣ͗͛ँࡧছৌΊ͏͞

̼ͦ̓ȡɕ͢͡Ƞछ֖͕ͣͦɔছৌͮɕΊຸ͍ى

΄͋ͣ͢͠Ͷ͑ȡĿ

Ŀ

Ŀ Ŀ͕̼̾͛͗͋͠Ίָ׃ଛͪ̈́͠য়͞͏ڶɔ֡

Ί͏̼͉͗͘͞ىͺ႙ຸ̼͞ࡧɕΊ࣮̼Ƞ̈́ڽچ

̾͢ɔছৌͮɕΊ๋ܼ͏͉͢΄ͨ͢Ͷ͓ȡĿ

Ŀ

Ŀ Ŀɔ࣮̈́ͼͱ͋͠ͅɕ͠ɔ࿅ͦͷ͍ͣ͢ި႟̼

͇͗͋͘͠ɕ͢͡Ƞ͕ͦဆۊΊ࿅ͦͷ͍͢͠͠ͺͣ

̼͉ࣧ̀̓͢͞΄ͨ͢Ͷ͓ȡ࣮̼̈́͛͞ɔ߈

࿇ɕָͦΊ࿅ͦͷ͍ͣ֙͢ၜ͑ΧȺίͺఇ

̀͞ͅͶ͑ȡĿ

Ŀ

Ŀ Ŀͦɔဆۊɕ͠࿅ͦͷ͍ͦ͢ɔဆۊɕΊָ׃

ଛͪ̈́͠ୡ͏͇ၯ͏ٺȠ͕΄͖΄ͦΧȺίͣ͗͐ب

సب႟ͼ๙႟̈́၉͢͠Ͷ͑ȡĿ

Ŀ

Ŀ Ŀ͙͗ͧȠɔިඏͦͶ͙͇͝ɕΊ৶͑ࡹ͗ͣȠ

ރ͞͏͠׃΄ɔ႟ͼ࣮ඐɕΊଖ͉͉ͣ͜͢

΄ͨ͢Ͷ͓ȡĿ

Ŀ

Ŀ

KeywordĿ

࿅ͦͷ͍̈́͢ঈٰ͑݃ٹĿ

ͦૠཋΊ·̓ͼ͇͑எ࿔Ŀ

Ŀ

KeywordĿ

࣮̈́ͼͱ͋ͅ Ŀ͠

࿅ͦͷ͍͢ Ŀͣ

ި႟̼͇͗͋͘͠Ŀ

ͦɔဆۊɕĿ

࿅ͦͷ͍ͦ͢ɔဆۊɕĿ

ɔިඏͦͶ͙͇͝ɕΊ৶ࡹĿ

Ŀ

KeywordĿ

ಔĿ

ে৵ͼ႟ͦࢺĿ

ছৌͮĿ

֡ڽچĿ

Ŀ
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ͷ̓͢ͷଛक़ֵܴྒཕଙĿ
͑ͱͧ͞Ƞ࿅ͦͷ͍̺ͦ͗ͣ͢ȡĿ

ŘĿ

Ŀ Ŀͦޭ܈༩مͼ࿅ͦͷ͍ͦ͢ρȺΰͣస͑ب

͗Ƞͦ͂͠ബΊ࿔͞͏ͣڴȠ͠͏͞ଛ

क़ֵͣਜͷͶ͑ȡĿ

Ŀ

Ŀ Ŀ Ŀ

ബֵ͑Ίक़ଛĿ Ŀͧ

1 ĿkeywordĿɘڛ݆ͦ׃əĿ
Ŀ

ɔ࿅ͦͷ͍ͦ͗ͣ͢Ƞ͕͏͞Ƞ࿈̺ͦͶ͙͇ͦ͗ͣ͝

̼̈́ͨ͗ȡɕ̼̾ͦ͠׃ɔ݆ڛɕΊͅ׆͑͗Ŀ

2 ĿkeywordĿɘଛ͢͠ΊၯٺəĿ
Ŀ

ɔଛ͢͠ɕΊ̼࢛ͣၯٺȠఢ͏Ƞࢀଛͦɔ႟ɕΊि๋ͣࡾ

ܼ͟ͅ൜Ίಡ͇͗Ŀ

3 ĿkeywordĿɘͦڽچཕࢺəĿĿ Ƞஔ͏ٺΊၯࢺཕͦڽچ͏ͼࡧႳͣ͠·΄͒Ƞग़ͦۻ

ɕ͠ɔ࿈̺ͦͶ͙͇͝ɕΊڽچΊ͛͞ɔ࣮ग़ۺ͠ঞ࿓ࡧ

৶͑ࡹ͗Ŀ

4 ĿkeywordĿɘ͙͗ྴ݆ͣێəĿ
Ŀ ΩϕϛρΧȺέϝϩΊବȠ͙͗ྴ݆ͣێɔჱ͏ँ̀Ȥઇ͉ँ̀Ȥ

༄͙̓ँ̀ɕΊಡ͇͗Ŀ

5  
Ŀ ָ׃ଛͪ̈́͠ȠަͦາͼىಓܕΊ͛͞ছৌͣਜ

͗Ŀ

keywordĿɘަͦາͼىಓܕəĿ

ଛक़ֵͦബĿ
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ဘ݆͠ࢣڶĿ

ŐŏĿ Ŀ

Ŀ Ŀ ɔဆͦ̈́͞͏͠׃ͨ͗ ȡ̼ɕ͠ ̼ ɔ݆̾ ɕΊڛ

 Ƞ͙࿅ͦͷ͍̓͢ૼၜ͍΄ͣ͢׃͗

Ƞͣ׃য়͎̈́ ɔ͑׃ఆɕΊ࿔͏ͣڴͶ ȡ͑Ŀ

Ŀ

1 ĿkeywordĿɘ࿅ͦρȺΰəĿ
Ŀ ࿅ͦρȺΰΊ໌ͣۺॷಔ͟ͅ׃Ŀ

2 ĿkeywordĿɘͼ݆əĿ
Ŀ ͼ݆ͣྴ͙̺ͭ΄׃ĿĿ

3 ĿkeywordĿɘٌəĿ
Ŀ য়༄ٌͦΊ೭࣮͏ރඐ͟ͅ׃ĿĿ

4 Ŀ
Ŀ ֡ࣃ໑Ί߅͏͞िΊଢ͇͑׃ĿĿ

5 ĿkeywordĿɘჱ͏ँ̀Ȥઇ͉ँ̀Ȥ༄͙̓ँ̀əĿ
Ŀ ΩϕϛρΧȺέϝϩΊବȠɔჱ͏ँ̀Ȥઇ͉ँ̀Ȥ༄͙̓ँ̀ɕ׃ĿĿ

keywordĿɘ֡ࣃ໑əĿ

 Ŀ׃য়͎̈́͑ɔ׃ఆɕĿ
׃য়͎̈́͑ɔ׃ఆɕĿ
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ͷ̓͢ͷଛक़ֵܴྒཕଙĿ
͑ͱͧ͞Ƞ࿅ͦͷ͍̺ͦ͗ͣ͢ȡĿ

ŐŐĿ

1 Ŀ ɔ࿅ͦρȺΰɕΊ໌ͣۺॷಔ͟ͅ׃ĿĿĿ ĿாଖΊΘϩμπͣ͏͞ȠૠཋΊȠ̼Ͷ࣮̾͋͠Ƞઝၚ

၉ͣ͋͢͠ൻΊߋࡧ͋̈́͟͠ͅ׃Ŀ
ĿĿ

2Ŀ ĿĿ Ŀয়֡ڽچΊ࣮̼Ƞɔͼ݆ɕΊ͛͞ছৌͣਜ

̼͟׃Ŀ

ɔͼ݆ɕͣྴ͙̺ͭ΄׃Ŀ

ĿĿ
3Ŀ ĿĿ Ŀ̼͟͢ͅၯဥΊ͉͜ࡧͦͧ౷Ƞ͟ͅཕབྷΊ͇͐͛

ࣧ̀͠Ƞয়༄͙ͦྷͼ႟Ίि̈́͢͏๋ܼͣࡾȠ

ٌΊ೭࣮͞͏ރඐ͟ͅ׃Ŀ

য়༄ͦɔٌɕΊ೭࣮͏ރඐ͟ͅ׃Ŀ

ĿĿ
4Ŀ Ŀ Ŀ Ŀ ɔछͶͦ͟ͼཕͧ၃͏̼͢ȡɕ͕ͣ̾ࣧ̀̈́͢Ƞ

য়༄ͦ͢ɔࣃ໑ɕΊً̀͞ि८Ίࡧ͓׃ĿĿ Ŀ Ŀ ɔͼ̼͛͗͋ͦ͋͢͟͠͠ͺȠߋബͣͼ͛͞ͷ̾ȡɕ̼͠

̾ধୖΊஆͣ͏͞ȠۻႳͣ͠·΄͒Ƞଅ͏̼ཕ८Ίࡢ

Ŀ׃͑ރബ͢ਞབྷΊ೭ٔࢶ͟ࡷ΄͗ग़ࡾȠ͏ވ

ɔ֡ࣃ໑ɕΊ߅͏͞िΊଢ͇͑׃Ŀ

Ŀ

Ŀ

ĿĿ
5Ŀ Ŀ Ŀ Ŀ ɔࠗɕ͠ɔਛɕ̈́ΩϕϛρΧȺέϝϩָͦ༺Ƞීͦ͜

ஐ࿃͢φϟϩίΊਜ͋̈́͟͠ͅ׃ĿĿ Ŀ Ŀɔ͇ͅɕȠɔ͇ჱ͑ɕȠͣసჱΊஆͣ͏͞ছৌͣਜ

ͷȠɔჱ͏ँ̀Ƞઇ͉ँ̀Ƞ༄͙̓ँ̀ɕ׃Ŀ

ΩϕϛρΧȺέϝϩΊବȠĿ

ɔჱ͏ँ̀Ȥઇ͉ँ̀Ȥ༄͙̓ँ̀ɕ׃Ŀ

Ŀ

Ŀ

ĿĿ

׃য়͎̈́͑ɔ׃ఆɕͧ͠Ŀ

 
Ŀ
׃
য়
←
⅗
↋
Ⅱ
Ⅴ
⁓
׃
ఆ
⁔Ŀ



ဘ݆͠ࢣڶĿ

ŐőĿ Ŀ

Ŀ Ŀ̈́׃য়͎͑ɔ׃ఆɕ͇ͣ͗͝ߡͣͧȠ

ଛͪͣͦ̾͢͠͡ɔ֡ȤধୖɕȠɔ႟Ȥָ࣮׃

ඐɕ̈́ރ΄ͦ̓Ίͦ͂͠ড়͏Ͷ͑ȡ ‰Ŀாރͣ׃΄Ŀ

ɔ֡ȤধୖɕȠɔ႟Ȥ࣮ඐɕĿ

Ŀ
Ŀ ׃য়͎̈́͑ɔ׃ఆɕ͇ͣ͗͝ߡͣिͺރ΄֡Ŀ

ɘ͑ͱͧ͞Ƞɔ࿅ͦͷ͍͢ɕ̺ͦ͗ͣȡəĿ

1 Ŀɘ֡ڽچəĿĿ ࣮ग़ͦڽچωήϝϩͣ͛̓ࢺ Ŀ͞

2 Ŀɘͼ݆Ƞ͕͏ٌ͞əĿĿ ɔٌɕΊ೭͏ރȠɔͼ݆ɕ̺ͦͣ͢׃͗ Ŀͣ

3 Ŀɘ֡ࣃ໑əĿĿ ബͣɔছৌͦബɕΊ౩͑͗ٔࢶ͟ࡷ΄͗ग़ࡾ Ŀͣ

4 ĿɘΩϕϛρΧȺέϝϩəĿĿ ɔჱ͏ँ̀Ȥઇ͉ँ̀Ȥ༄͙̓ँ̀ɕΊಡ͇͗ ĿͣĿ

5  ɘިඏəĿĿ ިඏͦͶ͙͇͝Ί৶͑ࡹ͗ Ŀͣ

6  Ŀ ͗ͣĿͣ͢׃Ί͛͞ͺ̀ۺࢿ

ɘۺࢿəĿ

ாރͣ׃΄ɔ֡ Ȥধ ɕୖȠɔ႟Ȥ࣮ ඐɕĿ

‰
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ͷ̓͢ͷଛक़ֵܴྒཕଙĿ
͑ͱͧ͞Ƞ࿅ͦͷ͍̺ͦ͗ͣ͢ȡĿ

ŐŒĿ

 Ŀ Ŀ͙͗ͧȠɔ͑ͱͧ͞Ƞ࿅ͦͷ͍̺ͦ͗ͣ͢ȡɕ̼̾͠ɔ֡ɕΊஆͣ͏Ͷ͑ȡĿ

Ŀ Ŀ͕͏͞Ƞ࿅ͦͷ͍ͦ͢ၹͣၹ͛͞ছৌͣਜ͗ͣͧȠͦ̾͢͡ɔ֡ȤধୖɕȠ

ɔ႟Ȥ࣮ඐɕ̈́ރ΄ͦ̓Ƞࣺ༤ͣ࿔͏ͣڴͶ͑ȡĿ

1 Ŀ
Ŀ ࣮ग़ͦڽچωήϝϩͣ͛̓ࢺ Ŀ͞

ɘ֡ڽچəĿ

Ŀ
Ŀ ׃য়͎̈́͑ɔ׃ఆɕ͇ͣ͗͝ߡͣिͺރ΄֡Ŀ

ɘ͑ͱͧ͞Ƞɔ࿅ͦͷ͍͢ɕ̺ͦ͗ͣȡəĿ

1Ŀ Ⴓ͠ࡹΊ̼Ƞ࿉ఴΊ̼͗ࢶၸബ࣮͢
שΊଂ͉̈́Ƞिઞͦຍ͟िͦٔࢶ

Ίͷ͑͘႟Ŀ

2 ĿĿ ɔٌɕΊ೭͏ރȠɔͼ݆ɕ̺ͦͣ͢׃͗ Ŀͣ

ɘͼ݆Ƞ͕͏ٌ͞əĿ

1Ŀ ছৌͣస͏͞ϓήμΙόͣȠ͕͏͌͞͠هͺഠ
̼͢͟ͼఛ͉ধୖĿ

2Ŀ ɔ̼͟͢ͅၯဥɕΊ͉͜ࡧ͇ͦͧ͟͢Ƞɔ͟ͅ
ཕབྷɕΊࣧ̀ধୖĿ

3Ŀ ছৌͣస͑າΊഎ͏Ƞয়༄ͦဆ͠ۊ
Ί࿔͞͏ͣڴȠາΊ౩͏̼̾̾͠ধୖĿ

4Ŀ ɔছৌͮɕΊ༮Ƞͦ͋͑͟͠ͅೢࡧ႟Ŀ
5Ŀ য়༄ͦɔޯͷ͠ਙͷɕΊಔȠয়༄̼ͣँͅࢺȠ
য়༄ͦɔ͙ྷɕΊ͏̓ێȠොͦ߈࿇ͣଅ͗

ٌ͢Ί೭͟ͅރ႟Ŀ

6Ŀ ɔ݆͝ͅɕͼɔͫھɕ̓ଅٌ͗͢Ίࡧ
͏Ƞɔয়༄ͦছৌɕ͓ͣ̓ێ႟Ŀ

ாރͣ׃΄ɔ֡ Ȥধ ɕୖȠɔ႟Ȥ࣮ ඐɕ͠ Ŀͧ

KeywordĿ
Ŀשၸബ࣮͢ࢶ

िઞͦຍ͟िͦࢶ Ŀٔ

Ŀ

KeywordĿ
ϓήμΙόĿ

ഠ͢ Ŀ̼

ɔ̼͟͢ͅၯဥɕĿ

ɔ͟ͅཕབྷɕĿ

ছৌͦາĿ

য়༄ͦဆ͠ۊĿ

༮Ŀ

ɔޯͷ͠ਙͷɕĿ

ɔ͙ྷɕĿ

ɔ݆͝ͅɕͼɔͫھɕĿ

ଅٌ͗͢Ŀ

Ŀ
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ဘ݆͠ࢣڶĿ

ŐœĿ Ŀ

3 Ŀ
Ŀ ബͣɔছৌͦബɕΊ౩͑͗ٔࢶ͟ࡷ΄͗ग़ࡾ Ŀͣ

ɘ֡ࣃ໑əĿ

1Ŀ ࿅ͦͷ͍̼ͣ͢͞ࢺȠছৌΊ͑ধୖĿ
4Ŀ छͶͦ͟ͼཕͣɔয়༄ͦ͢ࣃ໑ͼچɕΊ
Ίً̀Ƞয়๋ബͣچͼڽଅΊࣧ̀ধୖĿ

6Ŀ Ί༩̼̀͋̾͑֡͞͠Ί͛͞ࡹ
ϔϩσϠΊయ͙ฉȠ֡ࣃ໑Ί߅͏͞Ƞ

႙̼ཕ८Ίٰܯၹ֒͟ͅ႟Ŀ

2Ŀ ͏͗ͣ͠ͅ·΄͒Ƞ࿅ͦͷ͍̈́ͣ͢
ུ̼͋͟͠Ίࡧ͑႟Ŀ

3Ŀ ɔΫȺωίΊഗ̼͞͏ޡȡɕ̼̾͠ɔ֡ɕΊ
ஆͣ͑ধୖĿ

5Ŀ छͶͣ͟ͼ̼͛͗͋ͦ͋͢͟͠͠ͺȠߋബͣ
ɔͼ͛͞ͷ̾ɕ̼̾͠ধୖĿ

4 ĿĿ ɔჱ͏ँ̀Ȥઇ͉ँ̀Ȥ༄͙̓ँ̀ɕΊಡ͇͗ ĿͣĿ

ɘΩϕϛρΧȺέϝϩəĿ

1Ŀ য়༄ͦɔࣧ̀ཕɕΊয়༄ͦɔࡼ၇ɕ͟ബൃͣڴ
̀႟Ŀ

4Ŀ ૼၜࠖܜͼಭܚΊΫϓȺξ͟ͅశ୕Ίಡ͋̾
̼̾͠ধୖĿ

5Ŀ ɔଛͦ̈́͜͢͠ɕΊߋബͣಡ͋̾͑͠ধୖĿ
2Ŀ ௴ਞͦɔࣧ̀ཕɕΊͅȠɔଛ͢͠ɕΊၯ͏ٺ
̾͑͠ধୖĿ

3Ŀ αΥξ֡Ί૯͏Ƞඑ͐າͼىಓܕΊަ
ဟ͏̈́͢ިΊ༵͜ধୖĿ

6Ŀ ٥Ίई͑͗ͣȠၯთଡ଼͠ჱ͑͋͠
̈́͟ͅ႟Ŀ

KeywordĿ
࿅ͦͷ͍̼ͣ͢ࢺ Ŀ͞

࿅ͦͷུ͍̼̈́ͣ͢͟

͋ Ŀ͠

ɔΫȺωίΊഗ̼͞͏ޡ͘ɕĿ

ɔয়༄ͦ͢ࣃ໑ͼچɕĿ

য়๋ബĿ

ߋബͣɔͼ͛͞ͷ̾ɕĿ

֡Ŀ

ϔϩσϠĿ

֡ࣃ໑Ŀ

Ŀ

Ŀ

KeywordĿ
য়༄ͦɔࣧ̀ཕɕĿ

য়༄ͦɔࡼ၇ɕĿ

௴ਞͦɔࣧ̀ཕɕĿ

ɔଛ͢͠ɕĿ

αΥξ֡Ŀ

එ͐າͼىಓܕĿ

ಭܚΊΫϓȺξĿ

ɔଛͦ̈́͜͢͠ɕĿ

ၯთଡ଼Ŀ

Ŀ

Ŀ
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ͷ̓͢ͷଛक़ֵܴྒཕଙĿ
͑ͱͧ͞Ƞ࿅ͦͷ͍̺ͦ͗ͣ͢ȡĿ

ŐŔĿ

5  Ŀ ިඏͦͶ͙͇͝Ί৶͑ࡹ͗ Ŀͣ

ɘިඏəĿ

1Ŀ ࿅ͦͷ͍ͣͦ͢ૠཋΊ·̓ͼ͇͑ഗ
႟Ίච͗ͣȠஎ࿔Ƞஎච͟ި͠ٺȠၯ͏ޡ

ͅ႟Ŀ

2Ŀ ͦဆ͠ۊ࿅ͦͷ͍ͦ͢ဆۊΊ͙͠ͅ
ၯ͏ٺȠ๙͟ͅ႟Ŀ

3Ŀ ్ͦၾ΄Ίఒ̀Ƞ࿅ͦͷ͍̈́͢ރ͞
̼ΫȺωίΊࡧ͑႟Ŀ

6  Ŀ ͗ͣĿͣ͢׃Ί͛͞ͺ̀ۺࢿ

ɘۺࢿəĿ

1Ŀ ଔஆͣȠೀ෩ͣȠଥఖͣస͑بধୖĿ
2Ŀ ΊஆͣȠଖ͢Ίଡ଼̀ধୖĿۺࡇୢ

KeywordĿ
ͦૠཋΊ·̓ͼ͇͑ഗޡĿ

எ࿔ȠஎචĿ

ͦɔဆۊɕĿ

࿅ͦͷ͍ͦ͢ɔဆۊɕĿ

࿅ͦͷ͍̈́͢ރ̼͞Ŀ

ΫȺωίĿ

Ŀ

KeywordĿ
ଔஆȠೀ෩ȠଥఖĿ

Ŀۺࡇୢ

Ŀ
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ဘ݆͠ࢣڶĿ

ŐŕĿ Ŀ

Ŀ Ŀͦ׃ଛक़ߨ༄Ίഎ͞Ƞ͕΄͖΄ͦɔဆ͠ۊ

ɕ͠ဆ༤ͣރ΄ɔ֡ȤধୖɕȠɔ႟Ȥ࣮

ඐɕΊ࿔͏ͣڴͶ͑ȡĿ

Ŀ

Ŀ

ဆĿĿĿ Ŀ Ŀ ĿĿ
ĿĿ Ŀ Ŀ Ŀ Ŀ Ŀ Ŀ࿒Ŀ

ৌ࿇ͫݼ௷ँĿ Ŀ კ࿇Ŀ

܍
ၯ

ĿĿ

٥ೝȤೝĿ ٥ೝȤೝȤৰೝĿ

Ŀ

Ŀ

ΦϡȺύϠȺζȺĿ
ΦϡȺύϠȺζȺĿ

؊ೝĿ

ຏ
܍
ၯ

ĿĿĿĿ

ΫόϠȺζȺĿ
ΫόϠȺζȺĿ

؊ೝ్ၯĿ

ʈʈĿપଁڰलĿʈʈĿ

ࠖೝĿ
ࠖೝĿ

၎তĿ׳ফȤࢪ܋ফȤࡐ༵

ֵ༵তĿ

ဓĿ

ফĿĿݝ

ਛलȤਛĿ
ਛलȤਛĿ

၎তĿ׳ফȤࢪ܋ফȤࡐ༵ ീਞĿש

ୢ௧໑Ŀ

၃࿇׃ĿĿ
ਛৌȤਛৌ༼Ŀ

ਛৌȤਛৌ༼Ŀ

၎তĿ׳ফȤࢪ܋ফȤࡐ༵

‱Ŀ ͕΄͖΄ͦဆͣރ΄႟Ŀ

ȿဆ͠ۊȿĿĿ

௷ँͰͧપଁڰल̈́၉͢͠Ƞུܹ͑ͧ׃ȠଁलΊ͞ΦϡȺύϠȺζȺȤΫόϠȺζȺͣપ͏ڰ

Ͷ͑ȡͶ͗Ƞ༵ࡐফȤࢪ܋ফȤ׳၎তȤ̈́ΫόϠȺζȺͣપ͑ڰͧ͠ͅȠ௷ँ͠͏͞փ̼Ͷ͑ȡĿ

ଛक़ߨ༄Ŀ
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ͷ̓͢ͷଛक़ֵܴྒཕଙĿ
͑ͱͧ͞Ƞ࿅ͦͷ͍̺ͦ͗ͣ͢ȡĿ

ŐŖĿ

1Ŀ ৗͼॉͦඐࢺΊߋࡧ͗ͣȠොच̓
ૠཋΊఽ͒Ƞ࣮٥Ίࡧ͏Ƞई

͑͗ͦ८ͼল८Ίٰܯၹ֒͟ͅ

႟Ŀ

2Ŀ ࿅ͦͷ͍͢ͼࠖܜਈ͠ߋബͣ֡ࡧΊ
Ƞ८ͼল८̼ͣ͜͞͏͠ܭȠဆͦ͏۽ࢮ

͞·̓ͼ͇͑݅͠͏͗ా൛͟எ࿔͏Ƞँ֡

ࠟͣী͓႟Ŀ

3Ŀ Ίୡ͏͇ߋࡧȠɔهΊ͑̓ɕȠɔ࣮̾͡ඐ
͑̓ɕΊࢴ༗ࢴୡͣࡆഎ͏Ƞͣلస͏͞

ബͣڴমড়͑႟Ŀ

4Ŀ ɔল८ɕ͠ɔৌ࿇ৌͦ߈ٔͼ၉ɕΊ
͏Ƞɔिઞͦຍ͟िͦٔࢶɕΊͷ͑

͗ͣچ͑႟Ŀ

5Ŀ ८ͼল८ͦ৶͗ͦࡹͣ٥ͦາΊഎ
͏Ƞາ͠ঞ࿓ͦ౩͉ͣ͞ࢺȠΦϡȺύ͌͠

ͦဆۊͼ߈࿇ͦଘೡΊ܍ၯȤ܊ඤ͑

႟Ŀ

6Ŀ ขպͣڴ႟ͼඣɔଛ͢͠ɕΊୡͦ׃٥
͏ȠছৌΊ͐͞Ƞ̈́لɔ͎͑׃ఆɕͣ

̾ͣɔྒଛͦ͗ɕΊࣧ̀͞মඓȤֵ͇͝ߡ

͑႟Ŀ

7Ŀ ဉ͓ͣ͒Ƞ̼ࡼΊࡷଛബে͠ࡷ΄͗ग़ࡾ
८͠ল८Ί৶͑ࡹ͗ͦ٥Ίࡧ͏Ƞ٥

ͦई͉ͣ͞ࢺȠ֡ࣃ໑Ί߅͏͞ছৌ

ͣਜধୖĿ

8Ŀ ٥ೝȤೝ͠͏ͦ͞ɔဆ͠ۊɕΊয়͏ڶȠছ
ৌ̓ඈ̼͊͢͟ȠᓏͣਜͷȠາͣࢺ

̓͛͞िࢡͶ͟ͼହ͊ধୖĿ

9Ŀ ८͠ল८Ί৶͑ࡹ͗ͣȠద٥ͦছৌͼ
Ίၯ͏ٺȠαΥέϝϩΊ̀͞Ƞாೇബͣ

ΩϕϛρΧȺέϝϩΊବȠި႟͑ধୖĿ

1 Ŀ
Ŀ ࣮ίειϋȤ٥ͦমඓਈ͠͏͞ϔσήϗϩξ႟Ί๋ܼ͏͉͢΄̼ͨ͢͢ဆĿ

ɘ٥ೝȤೝəĿ

ૠཋ͠ஔࡧĿ

८Ȥল८ٰͦܯၹ֒႟Ŀ

PointĿ
ߋബ֡͢۽ࢮࡧĿ

ΩϕϛρΧȺέϝϩ͠ँ֡ࠟ႟Ŀ

PointĿ
ɔهΊ͑̓ɕΊ๙͑႟Ŀ

মড়͑႟Ŀͣڴഎ͏ബࡆୡͣࢴ༗ࢴ

PointĿ
ল८͠ৌ࿇ৌͦ߈ٔΊ͑႟Ŀ

႟Ŀچ࿇ͼৌ࿇ͦ߈

PointĿ
٥ͦາΊഎ͑႟Ŀ

ඤ͑႟Ŀ܊ၯȤ܍࿇Ί߈٥ͦ

PointĿ
ɔଛ͢͠ɕΊขպ͑႟Ŀͦ׃٥

ΊমඓȤֵ͑႟Ŀ׃٥

PointĿ
८͠ল८Ί৶͑ࡹ͗ͣ֡ࣃ໑

Ί߅͑ধ Ŀୖ

PointĿ
٥ೝ͠͏ͦ͞ɔဆ͠ۊɕΊয়͑ڶ

ধ Ŀୖ

PointĿ
ாೇബͣΩϕϛρΧȺέϝϩΊବধ ĿୖPointĿ
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ဘ݆͠ࢣڶĿ

ŐŗĿ Ŀ

2 Ŀ
Ŀ ΦϡȺύͦϠȺζȺ͠͏͞ϔσήϗϩξ႟Ί๋ܼ͏͉͢΄̼ͨ͢͢ဆĿ

ɘΦϡȺύϠȺζȺəĿ

1Ŀ ৗͼॉͦඐࢺΊߋࡧ͗ͣȠොच̓
ૠཋΊఽ͒Ƞ࣮٥Ίࡧ͏Ƞई

͑͗ͦল८ͼৌ࿇ৌ߈Ίٰܯၹ֒͟

ͅ႟Ŀ

2Ŀ ࿅ͦͷ͍͢ͼࠖܜਈ͠ߋബͣ֡ࡧΊ
ͼ͑̓·̼ͣ͜͞߈Ƞল८ͼৌ࿇ৌ͏۽ࢮ

͇݅͠͏͗ా൛͟எ࿔͏Ƞँ֡ࠟͣী

͓႟Ŀ

3Ŀ Ίୡ͏͇ߋࡧȠɔ࣮̾͡ඐ͑̓ɕΊࢴ༗
মড়͑ͣڴస͏͞ബͣلഎ͏Ƞࡆୡͣࢴ

႟Ŀ

4Ŀ ΦϡȺύ͑͟܍͑ͱͦ͞ɔৌ࿇ৌͦ߈
ٔͼ၉ɕΊ͏Ƞɔिઞͦຍ͟ि

͑႟ĿچɕΊͷ͑͗ͣٔࢶͦ

5Ŀ ল८ͼৌ࿇ৌͦ߈ٔͦ৶͗ͦࡹͣΦ
ϡȺύͦາΊഎ͏Ƞາ͠ঞ࿓ͦ౩ͣ

Ί࿇ͦଘೡ߈ͼۊȠΦϡȺύͦဆ͉͞ࢺ

ඤ͑႟Ŀ܊ၯȤ܍

6Ŀ ΦϡȺύͦ׃႟ͼඣɔଛ͢͠ɕΊୡͣڴ
ขպ͏ȠছৌΊ͐͞Ƞ̈́لɔ͎͑׃

ఆɕ͇ͣ͝ߡ̾ͣɔྒଛͦ͗ɕΊࣧ̀͞ম

ඓȤֵ͑႟Ŀ

7Ŀ ဉ͓ͣ͒Ƞল̼ࡼΊࡷଛബে͠ࡷ΄͗ग़ࡾ
८͠ৌ࿇ৌͦ߈ٔΊ৶͑ࡹ͗ͦ٥

Ίࡧ͏Ƞ٥ͦई͉ͣ͞ࢺȠ֡ࣃ໑Ί

͏͞ছৌͣਜধୖĿ߅

8Ŀ ΦϡȺύϠȺζȺ͠͏ͦ͞ɔဆ͠ۊɕΊয়ڶ
͏Ƞছৌ̓ඈ̼͊͢͟ȠᓏͣਜͷȠ

າͣ͛̓͞ࢺिࢡͶ͟ͼହ͊ধୖĿ

9Ŀ ল८͠ৌ࿇ৌͦ߈ٔΊ৶͑ࡹ͗ͣȠద
Ƞα͏ٺΊၯছৌͼͦܚΦϡȺύͫݼ٥

ΥέϝϩΊ̀͞ȠΩϕϛρΧȺέϝϩΊବȠި

႟͑ধୖĿ

ૠཋ͠ஔࡧĿ

ল८Ȥৌ࿇ৌٰܯͦ߈ၹ֒႟Ŀ

PointĿ
ߋബ֡͢۽ࢮࡧĿ

ΩϕϛρΧȺέϝϩ͠ँ֡ࠟ႟Ŀ

PointĿ
ɔ࣮̾͡ඐ͑̓ɕΊ๙͑႟Ŀ

মড়͑႟Ŀͣڴഎ͏ബࡆୡͣࢴ༗ࢴ

PointĿ
ৌ࿇ৌͦ߈ٔΊ͑႟Ŀ

႟Ŀچ࿇ͼৌ࿇ͦ߈

PointĿ
ΦϡȺύͦາΊഎ͑႟Ŀ

ΦϡȺύͦ߈࿇Ί܍ၯȤ܊ඤ͑႟Ŀ

PointĿ
ΦϡȺύͦ׃ɔଛ͢͠ɕΊขպ͑

႟Ŀ

ΦϡȺύ׃ΊমඓȤֵ͑႟Ŀ

PointĿ
ল८Ȥৌ࿇ৌͦ߈ٔΊ৶͑ࡹ͗

ͣ֡ࣃ໑Ί߅͑ধ Ŀୖ

PointĿ
ΦϡȺύϠȺζȺ͠͏ͦ͞ɔဆ͠ۊɕ

Ίয়͑ڶধୖĿ

PointĿ
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ବধ Ŀୖ
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ͷ̓͢ͷଛक़ֵܴྒཕଙĿ
͑ͱͧ͞Ƞ࿅ͦͷ͍̺ͦ͗ͣ͢ȡĿ

ŐŘĿ

1Ŀ ොच̓Ƞ౺൸͑ৌ࿇ৌ͑ܜͣ߈ૠཋ
Ί࣮̼Ƞ٥Ίࡧ͏Ƞ٥Ίई͑͗

ͦৌ࿇ৌ߈Ί͏ٰܯȠഗ֒͟ͅ႟ĿĿ

2Ŀ ࿅ͦͷ͍͢ͼࠖܜਈͣస͏Ƞ౺൸͑ৌ
࿇ৌ̼ͣ͜͞߈·̓ͼ͇͑எ࿔͑႟Ŀ

3Ŀ Ίୡ͏͇ߋࡧȠɔ࣮̾͡ඐ͑̓ɕΊࢴ༗
ୡͣ๙͑႟Ŀࢴ

4Ŀ ౺൸͑ɔৌ࿇ৌͦ߈ٔͼ၉ɕΊ
͏Ƞɔिઞͦຍ͟िͦٔࢶɕΊͷ͑

͗ͦچ८Ίഗ֒͑႟Ŀ

5Ŀ ΦϡȺύ͑͟܍ɔৌ࿇ৌͦ߈ٔɕΊ৶
ଛͦາΊഎࢀ͗ͣΦϡȺύ͑͠ࡹ

͏Ƞາ͠ঞ࿓ͦ౩͉ͣ͞ࢺȠΦϡȺύϠȺ

ζȺͦΫϓȺξဆ͠͏͞ȠΦϡȺύͦဆۊͼ߈

࿇ͦଘೡΊ܍ၯ͑႟Ŀ

6Ŀ ΦϡȺύͦ׃႟ͼඣɔଛ͢͠ɕΊୡͣڴ
ขպ͏ȠছৌΊ͐͞ȠΦϡȺύ̈́׃ɔ͎͑

׃ఆɕ͉ͣ͝ߡ̾ͣȠΦϡȺύϠȺζȺͦ

ΫϓȺξဆ͠͏͞ȠΦϡȺύͣ׃స͏͞ઇ͑ࡼ

႟Ŀ

7Ŀ ౺൸͑ɔৌ࿇ৌͦ߈ٔɕΊ৶͑ࡹ͗
ͦ٥Ίࡧ͏Ƞ٥ͦई͉ͣ͞ࢺȠࡾ

΄͗ग़͠ࡷଛബে͟ࡷ֡ࣃ໑Ί߅͏͞

ছৌͣਜধୖĿ

8Ŀ ݀ΦϡȺύϠȺζȺ͠͏ͦ͞ɔဆ͠ۊɕΊ
য়͏ڶȠছৌ̓ඈ̼͊͢͟Ƞᓏͣਜ

ͷȠາͣ͛̓͞ࢺिࢡͶ͟ͼହ͊ধୖĿ

9Ŀ ౺൸͑ɔৌ࿇ৌͦ߈ٔɕΊ৶͑ࡹ͗
ͣȠΦϡȺύෂͦছৌͼΊၯ͏ٺȠΦϡȺ

ύෂ͟ΩϕϛρΧȺέϝϩΊବȠި႟͑ধୖĿ

3 Ŀ
Ŀ
݀ΦϡȺύϠȺζȺ͠͏͞ϔσήϗϩξ႟Ίਾච͏Ƞ৶࿇ِͦ͠͏͞႟Ί๋ܼ

͏͉͢΄̼ͨ͢͢ဆĿ

ɘΫόϠȺζȺəĿ

ૠཋ͠ஔࡧĿ

ৌ࿇ৌٰܯͦ߈Ȥၹ֒႟Ŀ

PointĿ
ৌ࿇ৌ߈Ί·̓ͼ͇͑எ࿔͑႟ĿPointĿ
ɔ࣮̾͡ඐ͑̓ɕΊ๙͑႟ĿPointĿ
ৌ࿇ৌͦ߈ٔͦ႟Ŀ

႟Ŀچ࿇ͼৌ࿇ͦ߈

PointĿ
ΦϡȺύϠȺζȺͦΫϓȺξဆ͠͏ Ŀ͞

ΦϡȺύͦາΊഎ͏Ƞ߈࿇Ί܍ၯ

͑႟Ŀ

PointĿ
ΦϡȺύϠȺζȺͦΫϓȺξဆ͠͏ Ŀ͞

ΦϡȺύͦ׃ɔଛ͢͠ɕΊขպ͏ȠΦ

ϡȺύͣ׃స͏͞ઇ͑ࡼ႟Ŀ

PointĿ
ৌ࿇ৌͦ߈ٔΊ৶͑ࡹ͗ͣ֡

͑ধ߅໑Ίࣃ Ŀୖ

PointĿ
݀ΦϡȺύϠȺζ͠͏ͦ͞ɔဆ͠ۊ

ɕΊয়͑ڶধ Ŀୖ

PointĿ
ΦϡȺύෂ͟ΩϕϛρΧȺέϝϩΊବ

ধ Ŀୖ

PointĿ
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ဘ݆͠ࢣڶĿ

őŏĿ Ŀ

4Ŀ
Ŀ ৶࿇ِͦ͠͏͞႟Ί๋ܼ͏͉͢΄̼ͨ͢͢ဆĿ

ɘࠖೝəĿ

1Ŀ ৶࿇ِͦ͠͏͞Ƞ౺൸͑ৌ࿇ৌ͂ͣ߈
̼͞Ƞො͌΅̓ૠཋΊ࣮̼Ƞܕݴബͣ

ͼઝၚື̼̀͢ࡧॗࡹȠ͜ࡧΊࡹ

͑مൻΊ๋͏ࡧȠసཕབྷൻΊഗ

֒͑႟ĿĿ

2Ŀ ࿅ͦͷ͍͢ͼࠖܜਈͣస͏Ƞ৶࿇ͦ
ِ͠͏͞Ƞ౺൸͑ৌ࿇ৌ̼ͣ͜͞߈·̓

ͼ͇͑எ࿔͑႟Ŀ

3Ŀ ৶࿇̼ͣ͂͞Ƞࢴ༗ࢴୡ͢๙ܴͣ͝ͅȠ߈
࿇Ίହ࣮͑႟Ŀ

6Ŀ ࠖೝ͠͏ͦ͞ɔဆ͠ۊɕΊয়͏ڶȠͣ
̼͂͞ɔয়๋ബɕͣয়༄ͦဆۊΊఌ͏̾͠

͑ধୖĿ

7Ŀ ΦϡȺύͦາΊୡ͏͇ၯ͞͏ٺ౩͏̼͗
ాΊަဟ͏Ƞ̼ͶهΊ͑ͱ̓ͅΊ࿔͏ͣڴ

͞ȠिࢡͶ͟ছৌΊͼହ͊ধୖĿ

9Ŀ ΦϡȺύ׃එত̈́ىಓܕΊަဟ͑͗ͣȠ
ɔ৵ɕΊஆͣ͏͗ΩϕϛρΧȺέϝϩΊߋബ

ͣବȠި႟͑ধୖĿ

8Ŀ ͦ̾݃͢͡ٹͺȠয়༄ͣ͛ͦ͠͞ɔηϙϩίɕ͠
ఒ̀ȠਈͼஔธΊ্ͼཕ̓য়༄

ͦ͢ͼཕΊͷ͕̼̾̾͠ধୖĿ

5Ŀ ৶࿇ِͦ͠͏͞Ƞ౺൸͑ɔৌ࿇ৌͦ߈
ٔͼ၉ɕΊ͏Ƞɔिઞͦຍ͟ि

ͦٔࢶɕΊͷ͑͗ͣȠয়༄ͦ͢ࣃ

໑Ίً̀͗چ८Ίഗ֒͑႟Ŀ

4Ŀ য়༄ͦ൚႟̈́ɔඨ̈́ɕ̼ͣ͗ͣ͢͢Ƞ
ࣱ͙̼ͣ͠͞ͅ͏ࡡ̓Ί๙͏Ƞ߈࿇

Ίହ࣮͑႟Ŀ

ૠཋ͠ஔࡧĿ

ઝၚൻΊഗ֒͑႟Ŀ

PointĿ
ৌ࿇ৌ߈Ί·̓ͼ͇͑எ࿔͑႟ĿPointĿ
ୡͣ๙͑႟ĿPointĿࢴ༗ࢴ
ͰࣱͦࡡΊ๙͑႟ĿPointĿ
য়๋ബͣয়༄ͦဆۊΊఌ͑ধ ĿୖPointĿ
ৌ࿇ৌͦ߈ٔΊ͑႟Ŀ

য়༄ͦ͢ࣃ໑Ίً̀႟Ŀ

PointĿ
য়༄ͦဆۊΊߋബͣఌ͑ধ ĿୖPointĿ
য়༄ͦ͢ͼཕΊͷ͑ধ ĿୖPointĿ
ɔ৵ɕΊஆͣ͏͗ΩϕϛρΧȺέϝϩΊ
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ͷ̓͢ͷଛक़ֵܴྒཕଙĿ
͑ͱͧ͞Ƞ࿅ͦͷ͍̺ͦ͗ͣ͢ȡĿ

őŐĿ

5Ŀ
Ŀ ৶࿇ِͦͣ͗ͣ͢႟Ίڮ͏͉͢΄̼ͨ͢͢ဆĿ

ɘਛलȤਛəĿ

1Ŀ ౺൸͑ৌ࿇ৌ̼͂ͣ͞߈Ƞଅ͏๋̼Ί
ஆͣ͏͞Ƞ႙̼ཕབྷΊࣃ໑͑႟Ŀ

2Ŀ ౺൸͑ৌ࿇ৌͦ߈ෂးΊ·̓ͼ͇͑எ࿔
̾ͣ͟ͅȠബ͢ಔ͠எ࿔ͦϓΚϩ

ξΊਾච͑႟Ŀ

3Ŀ ৶࿇̼ͣ͂͞ɔهΊဗஔ͏࣮̾͞ͱ̓ͅɕ̼͠
̾͋͠Ίࣧ̀̈́͢ଥఖͣ৶࣮͏Ƞয়๙͏

͞႙̼ͦ̓Ƞঠͣ௴ಒ͏মড়Ί͈߄ͱ̓ͅ

Ίബߋࡧͣڴ႟Ŀ

4Ŀ ౺൸͑ৌ࿇ৌͦ߈స્͠ബͼ၉Ί
ୡ͏͇ၯ͏ٺȠٔΊ͑႟Ŀ

5Ŀ ڴଘ̼͉̓͟͞ࢺଛͦາ̈́Ƞ౩ͣࢀ
͏̈́͢ছৌΊହ࣮͑႟Ŀ

6Ŀ ̼ͣ͂͞Ƞয়༄఼͍ͣ݀΄̼͋ͧ͞͠ه
ͦ̓͢Ίয়͏ڶȠɔয়๋ബɕͣয়༄ͦဆۊΊ

ఌ͏̾͑͠ধୖĿ

7Ŀ ɔͼ̼͛͗͋̈́̓͢͠Ƞಔ̼̓͢য়༄ͣͧ
̼͟͢ͅȠ࿉ၯ͘ɕ̼̼̾͠ࡼဉ͟൚႟Ίཔ݂

͓͒Ƞɔ߬კͧม͛͟͞ͺ͏΅ɕ̼̾֡֡͟͠

ၑബͣছৌͣਜধୖĿ

8Ŀ ܚബΩίξ͠ຍͦ१ࡶΊ֡͏͞ছৌͣ
ਜধୖĿ

9Ŀ ছৌͦ٥Ίཔಜ͏̼͢͟Ƞɔয়༄ͧ͋̾͏͞
ͷ̼͗ɕ̼̾͠য়༄ͦ͢ࣃ໑ͼࣧ̀ཕΊড়͑

ধୖĿ

10Ŀ য়༄Ίಔ͛͞ͺ̾͗ͣȠΦϡȺύ׃Ίಔ
͗ͣȠߋബͣΩϕϛρΧȺέϝϩΊବȠި

႟శ୕Ίಡࣱ͇͋ͣ͑͠ࡡধୖĿ

႙̼ཕབྷΊࣃ໑͑႟ĿPointĿ
ৌ࿇ৌ߈Ί·̓ͼ͇͑எ࿔͑႟ĿPointĿ
য়༄͟๙͏̼̼ͦ̓͞Ƞঠͣমড়

Ί͈̓ͦ߄Ίߋࡧ႟Ŀ

PointĿ
ৌ࿇ৌͦ߈ٔΊ͑႟ĿPointĿ
য়༄ͣͧ࿉ၯ͘͠ࡼ·̼͢ধୖĿPointĿ
য়༄ͦາΊ܍ၯ͑႟ĿPointĿ

ΩίξΊ֡͏͞ছৌͣਜধ ĿୖPointĿ
য়༄ͦ͢ࣃ໑Ίড়͑ধ ĿୖPointĿ
ΩϕϛρΧȺέϝϩΊஆͣ͑ধ ĿୖPointĿ

য়๋ബͣয়༄ͦဆۊΊఌ͑ধ ĿୖPointĿ
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ဘ݆͠ࢣڶĿ

őőĿ Ŀ

6Ŀ
Ŀ ͦ͞͏͠׃Ƞ̺ͦཕΊͫھȠছৌܴͦྒΊਾච͏͉͢΄̼ͨ͢͢ဆĿ

ɘਛৌȤਛৌ༼əĿ

1Ŀ ౺൸͠͏͞ۊ΄͗ৌ࿇ৌ̈́߈Ƞͦ̾͡
͢ബͼඣΊ̼͛ͦ̓͞ȠͶ͗Ƞ͕ͦৌ

࿇ৌ߈Ίହ࣮͑̾̀͟য়༄ͦဆͦ͢هͧۊ

̓Ίୡ͏͇ၯ͏ٺȠေ̀΄͗ছৌΊ݀ࡾෂ

ͣȠୡͣڴହ࣮͑႟Ŀ

2Ŀ ౺൸͑ৌ࿇ৌͦ߈స્͠ബͼ၉Ί
ୡ͏͇ၯ͏ٺȠٔΊ͑႟Ŀ

3Ŀ য়എ͏͗າ̈́Ƞ౩͉ͣ͞ࢺଘ̼͟
̓ڴ͏̈́͢ছৌΊହ࣮͑႟Ŀ

4Ŀ ছৌͣస͏͞Ƞͼ̼͛͗͋ͦ͋ͧ͢͠͠ɔͼ͛͞
ͷ̼͗ɕ͠ভ̾Ƞಔ̼͋ͧ͢͠ɔಔ̼͗ɕ͠ভ

̾ȠϓήμΙό͢ধୖĿ

5Ŀ ɔয়༄ͣͧ࿉ၯ͘ɕ̼̼̾ࣧ̀͟͠ࡼဉΊ͓͒
ͣȠয়༄ͣͧ࿉ٌͦࡾ̺̼̈́̾͘͠

ভ̼͟ছৌͣਜধୖĿ

6Ŀ ࢛ͦ௴׃ΩϕϛρΧȺέϝϩͼި႟శ୕Ί
ಡ͇͋ͦ͠ஆ͍Ƞ̺ͦཕͼছৌͦছ

ͷΊၯ͑ٺ͗Ƞ·̼̓͋͢͠Ίঠͼඑ

ႍͣߋബͣ༑ͅȠͣͅࢺছৌͣਜ

ধୖĿ

ৌ࿇ৌͦ߈ബͼඣΊ͙͠ͅขպ

͑႟Ŀ

PointĿ
ৌ࿇ৌͦ߈ٔΊ͑႟ĿPointĿ
য়༄ͣͧ࿉ၯ͘͠ࡼ·̼͢ধୖĿPointĿ
ͼছৌ͟·̼̓͋͢͠Ίߋബ

ͣ༑͇ধ Ŀୖ

PointĿ
ছৌͣస͑ϓήμΙό͢ধ ĿୖPointĿ
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ͷ̓͢ͷଛक़ֵܴྒཕଙĿ
͑ͱͧ͞Ƞ࿅ͦͷ͍̺ͦ͗ͣ͢ȡĿ

őŒĿ

Ŀ Ŀ੍࿅ρȺΰͦధဿمͼಕཕ༄࡞ൻȠ͙͗Ίਜ

۰͇ࡁ̈́ޭ܈༩͑ಬȠ̈́ୂ׃͏ࡶȠग़ݎ

Ίਫ਼ઞ͏̈́͢ȠٔࢶബͣɔͶ͙͇͝ɕΊ৶͑ࡹ

ͣͧȠટୂ୦శ୕Ίࣗಡ͑͋̈́͠၉͑͟ȡĿ

Ŀ Ŀ͋̾͏͗͋̓͠ȠɔͶ͙͇͝ɕͣ႟Ί๋ܼ͟ͅଛ

क़Ί༵͑ڴཕ८Ί͏Ƞ৶ল͏Ͷ͑ȡĿ

Ŀ

Ŀ ĿɔͶ͙͇͝ɕͣ႟Ί๋ܼ͟ͅଛक़̓̾̓͡Ί๙

͑͗ȠܿఠͦຨৄݏͼஈৄͦෂးΊ͍

ͣ৶͏Ƞࢀଛͦɔඣɕͼɔͼ݆ɕͦକ͢͡Ƞ

ɔଛ͢͠ɕΊߋࡧॆ၃ཕབྷΊਜෞ΄Ͷ͑ȡĿ

Ŀ

Ŀ Ŀͦ෭ჀࣗͦୡͼಔȤݝͼ̼ࣼ

৶ள႟Ί͜࿅ͦ߈ܯܚਈ͢͡ȠɔͶ͙͇͝ɕ

ͣ၉͢͠ଛक़Ίಬൕॆ၃͑୕൛Ί͏Ƞ৶

ল͏Ͷ͑ȡĿ

Ŀ

′Ŀଛक़Ί༵ڴȤֵ͑͗ͦਜͷĿ
1 ଛৌ܍ၯͦুൂ̓ 
(1) ɔͶ͙͇͝ɕͣ႟Ί๋ܼ͟ͅଛक़༵ͦڴĿ

ଅॆݎ၃Ŀ

1Ŀ
ͦͦ̾͢͡႞ִ͟ێညͦ̓͟ͅȠ

ভࣧͼ࣮ඐͦඣΊಔ͗ͦକĿ

2Ŀ
ͦ̾͢͡ɔޯͷɕΊ̼͛ͦ̓͞Ίಔ

͗ͦକĿ

3Ŀ
సଛࠖ͟ܜȠ࣮ͦ̾͢͡ඐͼۺૠͦඣ

Ί̼͛ͦ̓͞Ίಔ͗ͦକĿ

ಬൕॆ၃Ŀ

ଅݎȤಬൕॆ၃͠ͺͣȠɔଛ͢͠ɕΊߋࡧ

͗ȠछࢡȠॆ၃ͣൂΊ̼͂͞Ƞ৶ল

͑ෂးͧͦ͂͑͟͠ȡĿ

KeywordĿ

Ͷ͙͇ͣ͝႟Ί๋ܼ͟ͅଛक़Ŀ

Ŀ

KeywordĿ

ଛͦɔඣɕͼɔͼ݆ɕΊକĿࢀ

Ŀ

KeywordĿ

ಔȤݝ႟Ŀ

Ͷ͙͇ͣ͝၉͢ଛक़Ŀ

Ŀ

KeywordĿ

ଛͦভࣧȤ࣮ඐඣΊକĿࢀ

ଛͦޯͷΊକĿࢀ
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Ŀ Ŀଛৌຸ୕ى൛ͧȠଛक़ֵܴྒཕଙͦɔܴྒബ

ࣧ̀͢ཕɕΊ͉Ƞָ׃ଛͪ̈́͠Ƞ׃য়̈́

͎͑ɔ׃ఆɕ͇ͣ͗͝ߡͣ֡ͼ࣮ඐΊ༩̀Ƞ

ɔ֡ၑɕ͠ɔ႟ɕΊࢺ͍͓͗ਞಐ͑͟ȡĿ

Ŀ Ŀଛৌຸ୕ى൛ͦബͧȠރͣ׃΄ɔ֡

ȤধୖɕȠɔ႟Ȥ࣮ඐɕΊ࿔͏ͣڴȠ͕ͦཕͣࢺম

ඓȠֵ̺͑͋ͣ͠Ͷ͑ȡĿ

Ŀ ĿଛৌຸͧىȠރͣ׃΄ɔ֡ȤধୖɕȠɔ

႟Ȥ࣮ඐɕͫݼɔছৌͦٔɕ̼̾͠၉Ίܴྒ͠͏

ɕͦˬͦ̓͜߈Ίഎ͏Ƞɔ႟ɕ͠ɔࣺىຸ͞

ຸ͏ىȠমඓȠֵ͏Ͷ͑ȡĿ

Ŀ

Ŀ Ŀ ɔރͣ׃΄̼͞ধୖ࣮͟ඐ͏͗̓ȡɕȠ

ɔ႟Ί๋ܼ͑͋̈́͗̓͟͠ͅȡɕ͢͡Ƞɔছৌͣਜ

ধୖɕͣ͑ܜຸࣺىָ͠എܴͦੲΊ͉Ƞ

য়͞͏ىຸࢆয়༄য়ଖΊ༮Ƞঠຸ̺͟ى

ਈ̈́ŐȤőຸ͑ى٩ജ͟Ƞঠ̈́͠لసჱ

͑݃ٹΊ͏Ƞয়ֵ๋͠ࠚࢆێඐͣ͊͜͢Ƞ

ɔଛɕΊϔσήϗϩξ͏Ͷ͑ȡĿ

Ŀ Ŀ Ŀ

Ŀ Ŀ͠ࢀଛͦൂາΊྞ෭എ͏Ƞɔາ౩

͉ͣ͞ࢺȠηϙϢϩῄ͗̓͟ȡɕȠɔছৌͦٔΊ

͑͋̈́͗̓͟͠ͅȠາΊ౩͗̓͟ͅȡɕ͢͡Ƞ͕

ͦ౩൛Ίয়͞͏ىຸࢆয়༄য়ଖΊ༮Ƞ

ঠຸ̺͟ىਈ̈́ŐȤőຸ͑ى٩ജ͟Ƞঠ͠

̈́لɔͼࢀଛͦဆ͠ۊൂາɕɔछ٥ͦࢡ

ɕ̼ͣ͜͞సჱ͑݃ٹΊ͏Ͷ͑ȡĿ

Ŀ Ŀ߈ຸͧىȠາ܍ၯ୕൛Ίێ၃͏͞ɔଛɕ͠ɔছ

ৌɕΊϔσήϗϩξ͏Ͷ͑ȡĿ

(2) ͦ׃ɔ֡ၑɕ͠ɔ႟ɕΊࢺ͍͓͗ͦĿ
ଛৌຸ୕ى൛Ŀ

႟ຸىĿ

Ŀىຸ߈

KeywordĿ

ଛৌຸ୕ى൛ͧɔϡȺϡɕ͇ͧ͟͢

ଛक़ֵͦਞಐĿ

ރͣ׃΄ɔ֡ȤধୖȤ

႟Ȥ࣮ඐɕĿ

ɔছৌͦٔɕĿ

KeywordĿ

ছৌͣਜধ Ŀୖ

য়ىຸࢆĿ

ŐȤőຸىĿ

ɔଛɕΊϔσήϗϩξĿ

Ŀ

KeywordĿ

͠ࢀଛͦൂາĿ

ছৌͦ༮͠౩൛ँ Ŀ̼

য়ىຸࢆĿ

ŐȤőຸىĿ

ɔଛɕ͠ɔছৌɕΊϔσήϗϩξĿ

′
Ŀଛ
क़
↘
ڴ
༵
₨ֵ

Ⅴ
→
Ⅺ
↋
ⅸ
ਜ
↑

↉
Ŀ



ͷ̓͢ͷଛक़ֵܴྒཕଙĿ
͑ͱͧ͞Ƞ࿅ͦͷ͍̺ͦ͗ͣ͢ȡĿ

őŔĿ

Ŀ ĿॗࡹȠࠖೝ̓ΫόϠȺζȺͣપ͑ڰ෭Ⴠͣ

౩͏͗ൂ͟Ƞɔ༄ဂ͟ێည͑ɕͣଘͦ

̓Ƞɔ௷ँബ࣮ͣשΊ܍ၯ͑ɕͣଘͦ̓Ƞ

য়ࢆଋऊܴͣ͝ͅȠଛৌ౺൸αΥέϝϩ̈́ψΘϠϩΦ

Ί৶ল͏Ƞଛৌ֧ඐͣ๛̼͞͏ױͶ͑ȡĿ

Ŀ ĿछͧࢡȠ͋ͦয়ࢆଋऊͣழౚ୕Ί͍ͣ৶

͏Ƞாͣ׃స͑ψΘϠϩΦΊ৶ল͏͞ɔࢀଛܹͦ

ུɕΊଛৌ֧ඐͣ๛͓͍ױ͋͟͠Ƞͦ׃ɔͼ݆ɕ

ͼɔ֡ၑɕΊ͉ࣼ͋ͣͫ͜͠ࡉͶ͑ȡĿ

Ŀ ĿͶ͗Ƞɔࢀଛུܹͦɕ͉͇ͧ͘͟͢Ƞ͠͏͞ɔࢀ

ଛͦඣɕΊขպ͑͗ͣȠࢀଛକΊ৶ল͏Ƞ

ଛৌ֧ඐͣ๛͏ױͶ͑ȡĿ

ʄࢀͦ׃ଛକͧȠॆ׃၃ͣ৶ল͑ࢀଛ

କࣺͦ͠එ͐ෂးȡůőŒΊঈસȡĿ

Ŀ

(3) ͦ׃ɔ͙ྷɕΊ͗͑̓ێͦଛ׃นಜĿ
έ͟ͅױଛͦඣͼུܹΊଛৌ֧ඐͣ๛ࢀ

ίμϖĿ

ଛৌψΘϠϩΦĿɘપଁڰलəĿ

კ࿇Ŀ

ȤשീਞĿ

Ȥୢ௧໑Ŀ

Ȥ၃࿇׃Ŀ

Ɉຏ܍ၯɉĿ

Ȥࠖೝ? ?Ȥ༵ࡐফ?

Ȥࢪ܋ফ?Ȥ׳၎ত?

Ȥဓ? ?Ȥֵ༵ত?

Ȥݝফ?

௷ँĿ

ၯĿ܍

Ȥ٥ೝĿ

ȤೝĿ

ȤΦϡȺύϠȺζȺĿ

ຏ܍ၯĿ

ȤΫόϠȺζȺĿ

ଛৌΩȺίϘνϡĿ

ࢀফͦ͢͡ɔɕͺȠଛৌψΘϠϩΦͼݝဓȤֵ༵তȤ၎তͦ͢͡ɔബָɕͼ׳ফȤࢪ܋ফȤࡐ༵

ଛକൻͦٔ͟ࡉȠɔָৌ࿇ɕͰͦଛৌ֧ඐΊ৶ল͏̼͞ͅͶ͑ȡĿ

ΣϙϠΘࠟĿ

ΫόϠȺζȺપڰͶ

ͣ͟Ƞয়ࢆଋऊ୕൛ൻ

Ίێ၃͏͗ଛৌ֧ඐ

ͣȠΣϙϠΘΘιύĿ

༄ဂ༤ͣ႟Ί๋ܼĿ

ΫόϠȺζȺપڰͣ

ɔ௷ँɕ͠ɔɕ

Ίழౚ͏Ƞ͕΄͖΄ͦ

༄ဂ͟႟Ί๋ܼĿ

KeywordĿ

༄ဂ͟ێည͑Ŀ

௷ँബ࣮ͣשΊ܍ၯ͑Ŀ

ଛৌψΘϠϩΦĿ

ଛܹͦࢀ Ŀུ

ͼ݆ͼ֡ၑΊࣼĿ

ଛͦඣΊକĿࢀ

Ŀ

Ŀ

ബָĿ

Ȥ༵ࡐফĿ

Ȥࢪ܋ফĿ

Ȥ׳၎তĿ

Ŀ

ȤဓĿ

Ȥֵ༵তĿ

ȤݝফĿ

ָৌ࿇Ŀ

ȤࠖೝĿ

ȤਛलȤਛĿ

ȤਛৌȤਛৌ༼Ŀ
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ဘ݆͠ࢣڶĿ

őŕĿ Ŀ

Ŀ ĿͶ͗ȠଛৌψΘϠϩΦͣɔࢀଛུܹͦɕΊଛৌ֧

ඐͣ๛͓͍ױً͋ͣ̀͠Ƞࢀଛ̼̈́ͣ͂͞Ƞ͡

ͦ̾͢ဆۊΊͺࣱ͛͟͞ͅࡡͦ̓Ίକ͏Ƞଛৌ

֧ඐͣ๛͓͍ױ͋͠Ί͏Ƞ৶ল͏Ͷ͑ȡĿ

Ŀ Ŀࣱͣ͑ࡡ͗ͦͦ׃ਛ͢ဆͧۊͦ͠

͂͑͟ȡĿ

Ŀ

Ŀ Ŀॆ၃̓ΫόϠȺζȺપڰͦɔଛৌψΘϠϩΦɕ

Ͷͧ͟Ƞٰ࠵ബ͢ଛৌ֧ඐΊ࣮̼Ƞဿȷ͢ͼ߈

࿇ͦΊ݃ٹΊഗ͏ޡȠࢀଛͦΣϙϠΘࠟ

Ίଲଘ͏Ͷ͑ȡʄلବͦɔήϝόϣȺμȺέϝϩͦΚϗȺήɕΊঈસȡĿ

Ŀ Ŀ͗͘͏Ƞͣ͛ͧ͞ȠছৌΊਾච͑Ͷ͟Ƞָ

എͦ݀ܚΊ၉͑߈ਣͺ̺Ƞॗ෭ୂΊ֧ඐܴͦ

ੲͣ͑͋ͧ͠Ƞဟ̺ͧ͟ࢶͶ͓ȡࢀଛͦɔਾච

႟ɕȠɔɕȠɔ߈࿇ͦ৵ɕȠɔ఼݀൛ɕൻΊًྷ

͏͗ȠଛΊֵ͗ͦ͞ɔٰ࠵ബɕ͢ଛৌ֧ඐΊ࣮

̼Ƞଛक़ֵΊବͶ͑ȡĿ

ଛΊֵٰ͗ͦ͞࠵ബ͢ଛৌ֧ඐĿ

1Ŀ
ଅ͏̼ৌ߈ͼΘΚνΙΘ͢͡Ƞଅ͏๋̼

Ίഗ͑ޡ׃Ŀ

2Ŀ
ܿఠͦىಓܕΊయ͙ฉ࣮͛͞ඐ͑͢͡Ƞ

Ŀ׃Ίయฉ͑ဆΊ౺̾ࡹ

3Ŀ
Ί๋ܼ͑͢͡Ƞࣼݝဟͦ႞ִ̼ࣼ͟ࢃ

̼৶࿇႟ࣱ͑͟ࡡ׃Ŀ

4Ŀ
௴ಒΊͅ׆͉͞ͷΊ͑ࡆٺ͢͡Ƞ

ෂͦ௴ಒဆΊ౺̾׃Ŀ

5Ŀ ధਣధဿ͢ଛक़Ίଡ଼͏აࠦΊ͠׃Ŀ

ήϝόϣȺμȺέϝϩͦΚϗȺήĿ

༤Ŀ ࿇༤Ŀ߈

ৌ߈Ŀ ၯĿ܍

Ŀٰ࠵

Ŀࠖܜ߈Ŀৌࠖܜࢹ௵

ग़࿇Ŀ

࿇ࠖܜĿ

KeywordĿ

ဆۊΊͺࣱ͛͞ࡡĿ

ଛৌ֧ඐͣ๛ױĿ

KeywordĿ

ΘΚνΙΘĿ

యฉĿࡹ

̼ࣼ৶࿇႟Ŀ

௴ಒဆĿ

ၪژΊ̀͞ა Ŀࠦ

Ŀ

KeywordĿ

ബ͢ଛৌ֧ඐĿٰ࠵

ଛͦΣϙϠΘࠟĿࢀ

ଛΊֵ͗͞Ŀ
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ͷ̓͢ͷଛक़ֵܴྒཕଙĿ
͑ͱͧ͞Ƞ࿅ͦͷ͍̺ͦ͗ͣ͢ȡĿ

őŖĿ

Ŀ ĿଛৌψΘϠϩΦͣȠ௷ँΊழౚ͏͗ͧ׃Ƞ

ͦ܍ၯȤ܊ඤΊ౺̾͋ͣ͢͠Ͷ͑̈́Ƞ܍ၯȤ

ɕ̈́ఇ͑ಬ͟Ƞɔଛͼ͠ۊඤͦɔဆ܊

ɕȠɔছৌɕΊϔσήϗϩξ͑႟๋ܼ̈́͒͟ͅ

ͣȠ୦ബȠଖశബͣ߬೯Ί͐ۺ͢͡ȠΊ༄

̼ͣٔ͗͑͋̈́͟͢͠ͅΧȺί̈́͐͗ͦ͗͠ͅ

ͣȠͦ׃മͼࢀ༤ͦৌૠͣนႈ͏Ƞུܹࣹ

ٌ̈́͢୕൛Ίࣗಡ͏Ͷ͑ȡĿ

Ŀ

Ŀ Ŀছৌ͟དྷ̀ͼసଛ̓ࠖ͢͡ܜίξϢίΊ

ɕΊཐ͏͞͏Ͷ̾ΧȺί̼̈́͐͞ͶࣉࡐȠɔଂͦ͐ۺ

͑ȡ͋̾͏͗ΧȺίͣస͑ب͗Ƞͦৌࣺͣൂ

Ί̼͂͞Ƞ͠͏ͦ͞ϗϩεϡώϡίΫϓȺξశ୕

Ίࣗಡ͏Ͷ͑ȡĿ

Ŀ

Ŀ Ŀ༗őŖ෭൛൸Ͷͣ͟Ƞୂ׃őœŏଛశ୕Ίࣗ

ಡ̼࣮͑̾͠ग़࣮ڽچඐমଙͦωήϝϩܴͣ͝

ͅȠয͠ྒೇͦ߈࿇༄౺ȠȤ݃ࣗͦ͠ڽچა

ࠦ͢͡Ƞ߈࿇ͦ৶ా̺ͣ͛͗ͦ׃മୡ͢นಜΊ

ࣧႈ͏̈́͢Ƞٰ࠵ബͣഎ܍׃ၯΊ࣮̼Ƞ͕ͦາ

ͦ౩ΊବͶ͑ȡĿ

Ŀ

ͦ׃മͣนႈ͏ུܹࣹ͗୕൛Ŀ

(5) ׃őœŏଛశ୕͉ͣ͗ࢺമୡ͢എ܍׃ၯĿ(4) ͗ͦ׃ͦϗϩεϡώϡίΫϓȺξశ୕Ŀ
1Ŀ
ϗϩεϡώϡίͣస࢛͑ͦ௴׃ၯ͠ٺ

࢛ͦ௴׃ΫϓȺξశ୕ͦࣗಡĿ

2Ŀ
ϗϩεϡώϡί౺൸αΥέϝϩͦࣗಡ͠౺

൸ਈֵͦĿ

3Ŀ ɔଂͦຼɕΊုཿ͑͗ͦࡢਸ਼Ŀ

4Ŀ ̈́དྷ̀ίξϢίͦକĿ

5Ŀ
ͧ͟ၯ̼͟͢ͅΧȺίͣస͑ب͗

ͦৌ߈ਈͦ͠௴ಒశ୕ͦࣗಡĿ

KeywordĿ

̈́ఇĿۊඤͦဆ܊ၯȤ܍

ͦ׃മĿ

ུܹࣹĿ

KeywordĿ

ଂͦࣉࡐĿ

ϗϩεϡώϡίΫϓȺξĿ

Ŀ

KeywordĿ

࢛ͦ௴׃ၯٺĿ

౺൸αΥέϝϩĿ

ုཿĿ

̈́དྷ̀ίξϢίĿ

ৌ߈ਈͦ͠௴ಒశ Ŀ୕

KeywordĿ

׃őœŏଛశ୕Ŀ

য͠ྒೇͦ߈࿇༄౺Ŀ

Ȥ݃ࣗͦ͠ڽچა Ŀࠦ

ͦ׃മୡ͢นಜĿ

ၯĿ܍׃ബͣഎٰ࠵

Ŀ
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ဘ݆͠ࢣڶĿ

őŗĿ Ŀ

Ŀ Ŀଛक़ֵܴྒཕଙΊܴ২͠͏͞Ƞଛৌຸ୕ى൛

ຸ࣮͠ىέίμϖΊაඐ͍͓̈́͢Ƞɔଛ͠ɕȠ

ɔছৌɕΊϔσήϗϩξ͑͗ͦࡢਸ਼Ίഎ݀ബͣ৶

ল͏Ƞଛक़ֵΊବͶ͑ȡĿ

Ŀ ĿͶ͗Ƞ͋΄Ͷͦ͟ࡢਸ਼ͧȠɔھਾͦɕ̼̾͠၉̈́

ޯ͇ȠಔͼίΣϡΊਾච͑͋̈́͠ਛ͢ബ͟͏

͗̈́ȠछͧࢡȠො͌΅ͦছৌ̓ၵ΄͗ຏොബ͢

၉Ί͓͗Ƞয়༄ͦভ̼Ί๋ঌ͏͗Ƞదͦ׃

ͦࣧ̀ཕ̓টࡁΊ͉͗Ƞয়༄݆͙ͦΊଡ଼ၯ

͑͢͡Ƞ͇͐͛͠ɔয়༄Ί༮ɕΊഗ͟ͅޡ

ෂးΊ͏Ͷ͑ȡĿ

Ŀ

Ŀ Ŀࡾ΄͗ग़ٔࢶ͟ࡷബ͢ɔͶ͙͇͝ɕΊ৶͑ࡹ

͗ͣͧȠ͋΄Ͷͦ͟ɔ̺΄ͺ͋΄ͺɕ̼̾ࣧ̀͠ཕ̓

Ƞɔ̺΄̓͋΄̓ɕ̼̾ࣧ̀͠ཕͰീ͑۽၉̈́

̺Ͷ͑ȡĿ

Ŀ Ŀ ɔ̺΄̓͋΄̓ɕ͠Ƞল८ͼৌ࿇ৌ߈Ίਜਂழౚ

͑͗ͣͧȠ࣮ίειϋ̈́ɔ८శ࠭ɕΊ

͏͛̓͠ၯ͏ٺȠ͕΄͖΄ͦɔল८ɕͼɔৌ࿇ৌ߈ɕ

ͦബȠɔస્ɕ͠ɔ֡ବɕΊ࿔͉͢͏ͣڴ΄ͨ͢Ͷ

͓ȡĿ

2 ଛक़Ίֵ͑͗ͦࡢਸ਼ 
(1) ࣮ίειϋɈ܍ၯɉࡢਸ਼Ŀ

੍࿅ρȺΰͣస͑ب͗ͦ८ࠟࡢਸ਼Ŀ

ਞಐĿ

८Ŀ

ল८Ŀ

ৌ࿇ৌ߈Ŀ

ബĿ

ਞಐĿ

ബĿ

८శ Ŀ࠭

ԐĿ

ԏĿ

ԏĿ ল८ͧȠ८Ί৶͑ࡹ͗ͦਞಐĿ

ԐĿ ৌ࿇ৌͧ߈Ƞল८Ί৶͑ࡹ͗ͦਞಐĿ

KeywordĿ

ɔଛ͠ɕȠɔছৌɕΊϔσήϗϩξĿ

ਾͦĿھ

ಔͼίΣϡΊਾචĿ

ຏොബĿ

͇͐͛͠য়༄Ί༮Ŀ

KeywordĿ

ɔ̺΄ͺ͋΄ͺɕĿ

ɔ̺΄̓͋΄̓ɕĿ

ਜਂழౚĿ

८శ Ŀ࠭

ബȠɔస્ɕ͠ɔ֡ବɕĿ

KeywordĿ

ɔബɕ͠ɔਞಐɕĿ
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ͷ̓͢ͷଛक़ֵܴྒཕଙĿ
͑ͱͧ͞Ƞ࿅ͦͷ͍̺ͦ͗ͣ͢ȡĿ

őŘĿ

Ŀ Ŀ͕͏͞Ƞɔল८ɕͼɔৌ࿇ৌ߈ɕͦٔΊ͑

͋͟͠Ƞ࿅ͦͷ͍̈́ͣ͢ރ̼͞ɔ࣮ΫȺ

ωίɕΊߋࡧ႟̈́၉͢͠Ͷ͑ȡĿ

Ŀ Ŀ͋̾͏͗͋̓͠Ƞ༗őŏ෭൛ͣɔຸ࣮ىέίμ

ϖɕΊඓෞ͏Ƞɔল८ຸىɕ͠ɔৌ࿇ৌىຸ߈ɕͦ͗

ਸ਼Ί͍ͣࡢਸ਼Ί৶ল͏̼͞Ͷ͑̈́Ƞ͋ͦࡢਣڬͦ

৶͍͓Ƞɔ८ɕͼɔল८ɕͦဗஔ൛Ί࿔͏ͣڴȠ

ٔࢶബͣɔͶ͙͇͝ɕΊ৶͑ࡹ͗ͦɔ८ࠟ

ਸ਼ɕΊ৶ল͏Ͷ͑ȡĿࡢ

Ŀ

Ŀ Ŀ༗őŐ෭൛̓ɔଛɕ͠ɔছৌɕΊϔσήϗϩξ͑

κȺϡ͠͏͞Ƞɔଛৌຸ୕ى൛ɕΊඓෞ͏Ͷ͑ȡĿ

Ŀ Ŀଛৌຸ୕ى൛Ίٔࢶബͣێ၃͑͗ͣͧȠɔ࣮

ίειϋɟΊϔσήϗϩξ͑ဆɕɟɔຸ

ȡĿ͑͟ࡅ̈́၉ٌࢺ႟ىਈɕຸͦى

Ŀ Ŀ࣮ίειϋ̈́Ƞଛৌຸ୕ى൛ඓෞͦബ

Ίୡ͏͇ၯ͏ٺȠلΊമஆຸͣىȠমඓȤֵ͟ͅ

͗ͦࡢਸ਼Ί͏Ƞ৶ল͏Ͷ͑ȡĿ

Ŀ

Ŀ Ŀ৶࿇Ί౺ָ࢛̾ͣ௴̈́׃აࠦΊ༵͙̈́͢

ͫ͜ࡉ࿇Ίହ࣮͑͋ͧ͠Ƞ႟Ίࣼ͋ͣ͠߈

ͅͶ͑ȡĿ

Ŀ Ŀଛৌຸ୕ى൛ͦɔ႟ຸىɕ͠აඐ͍͓̈́͢Ƞ

ঠ͠لȠ׃එত̈́ො͌΅̓ΩϕϛρΧȺέϝ

ϩΊବȠɔ͇ͅɕȠɔ͇ჱ͑ɕ͋̈́͠൸͗͢

Ίࣗಡ͑͗ͦࡢਸ਼ȠͫݼαΥέϝϩΊ̀͗

̈́׃ɔ͇͐͛͠ჱ͏ँ̀ɕࡢਸ਼Ί͏Ƞ৶ল͏

Ͷ͑ȡĿ

Ŀ

Ŀ

Ŀ

ͦϔσήϗϩξ႟Ίޯ͑م͗ͦࡢਸ਼Ŀ

(2) ႟Ίָࣼ͗ͦࡢ׃ਸ਼Ŀ
ΩϕϛρΧȺέϝϩ႟Ίࢺ͍͓͗ͦࡢਸ਼Ŀ

༗őŐ෭൛ͧȠ܍ၯͦͷΊస્͠͏͗ৄ࣮ඓෞ͟Ƞ୕൛

എಫͣ၉݀͢ܚΊ༄͉ͣ͞Ȥਸ਼ୡΊ࣮̼Ƞָ

ͦৄ࣮ඓෞȤȤਸ਼ୡΊ͞Ƞ༗ˬˮ෭൛ͦாྒ׃

Ͷ͑ȡĿ̼͞ͅ͏ڑඓෞͰ͠ഺڰ

KeywordĿ

࿅ͦͷ͍̈́ͣ͢ރ̼͞

ɔ࣮ΫȺωίɕĿ

ຸ࣮ىέίμϖĿ

ল८ຸىĿ

ৌ࿇ৌىຸ߈Ŀ

८ࠟࡢਸ਼Ŀ

Ŀ

KeywordĿ

ɔଛɕ͠ɔছৌɕΊϔσήϗϩξ͑

κȺϡĿ

ଛৌຸ୕ى൛Ŀ

༗őœ෭൛ͦாڰྒ׃ඓෞĿ

࣮ίειϋĿ

Ίϔσήϗϩξ͑Ŀ

ਈĿىຸ

لΊമஆຸͣىȠমඓȤֵ͑

͗ͦࡢਸ਼Ŀ

Ŀ

KeywordĿ

ָ࢛ͣ௴̈́׃ა Ŀࠦ

႟ΊࣼĿ

ɔ႟ຸىɕ͠აඐĿ

ɔ͇ͅɕȠɔ͇ჱ͑ɕ͋̈́͠൸͗

ͦĿ

ɔ͇͐͛͠ჱ͏ँ̀ɕࡢਸ਼Ŀ

Ŀ
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ဘ݆͠ࢣڶĿ

ŒŏĿ Ŀ

Ŀ Ŀາ܍ၯ୕൛Ί͐͞Ƞָ׃ଛͪ̈́͠য়༄ͦ

ছৌͣາΊ͛͞ȠɔছৌͮɕΊ༮Ƞছৌͣ

స͑ধୖ͠႟ࢺȠͶ͗Ƞࣱͣ͟ͅࡡয়

༄ͦဆۊΊࡧ͑͗ͦࡢਸ਼Ί͏Ƞ৶ল͏Ͷ

͑ȡĿ

Ŀ

Ŀ Ŀɔٰܯၹ֒႟ɟ႙ٰ̼ܯΊၹ֒͏Ƞ͕΄Ί৶࣮

͏̼͇͞႟ɕͧȠଅ࣮͗͢ΫȺωίΊഺ͑ڑ

ँͼȠڽچȤچΊ࣮̾ँ͢͡ȠछࢡȠރͣ׃

΄႟͠͏͞၉ͣ͛͢͞ͅͶ͑ȡĿ

Ŀ Ŀָ׃ଛͪ̈́͠ɔ႙๋̼Ίͷܴ͑͗ͦ

ྒബࣧ̀͢ཕɕͼȠɔٰܯΊ৶͑ࡹ͗ͣٔࢶബ

ઃΊ०͑ཕབྷɕൻΊਾච͏Ƞஎචٰͦࣼܯ͢

̼ɔٰܯၹ֒႟ɕΊ͉͗ͦ͜ࡢਸ਼Ί͏Ƞ

৶ল͏Ͷ͑ȡĿ

Ŀ

Ŀ Ŀ੍࿅ρȺΰͦధဿمͼಕཕ༄ͦ࡞ଘഺȠ୕൛چ

ୡ͢͡Ƞͦޭ܈༩ͣمస࣮͗͏بΫȺωίͦഗޡ

بసͣم༩ͦޭ܈Ƞͧͣ׃΄̼͞ಬȠރ̈́

͑႟ͼႳͣ͠·΄͒Ƞଅ๋͗͢ͼඨয়ͦ

̼͞΄ރ࿇Ίହ࣮͑႟̈́߈໑Ίً̀͞ࣃ

Ͷ͑ȡĿ

Ŀ Ŀָ׃ଛͪ̈́͠ɔͦޭ܈༩ͣمస͑ب႟ɕ

ͼɔଅ͏๋̼Ί߈࿇ͣ͑̓ێ႟ɕȠɔछͶͦ͟ͼ

ཕͣඨয়ͦࣃ໑Ίً̀႟ɕൻΊਾච͑͗

͏Ƞ৶ল͏Ͷ͑ȡĿĿਸ਼Ίࡢͦ Ŀ

Ŀ Ŀ Ͷ͗Ƞ࣮̈́౺̾ధਣధဿ͢߈࿇̼ͣ͂͞Ƞ

ബ͢ಔ̈́ރ΄̼͋̓͞͠Ƞ͕΄͖΄

ਣ༤ͦ߈࿇ͦඣΊًྷ͏͗Ƞ༤Ȥ߈ͦ

ಔΊࣼ͗ͦ౺൸ਈࡢਸ਼Ί͏Ƞ৶ল͏

Ͷ͑ȡĿ

Ŀ

Ŀ

ছৌͣາΊഎ͏Ƞ͑͗ͦࡢਸ਼Ŀ

(3) ࣮ͦ׃ඐ႟Ίࢺ͍͓͗ͦࡢਸ਼Ŀ
ਸ਼Ŀࡢ͍͓͗ͦࢺၹ֒႟Ίٰܯ

ਸ਼Ŀࡢ͗ͦ͑بసͣم༩ͦޭ܈

KeywordĿ

າ܍ၯ୕൛Ŀ

ɔছৌͮɕΊ༮Ŀ

ࣱͣࡡĿ

য়༄ͦဆۊΊࡧ͑͗ͦࡢਸ਼Ŀ

Ŀ

KeywordĿ

Ȥၹ֒႟Ŀٰܯ

ଅ࣮͗͢ΫȺωίĿ

ĿچȤڽچ

႙๋̼Ŀ

ઃΊ०Ŀٰܯ

ɔٰܯȤၹ֒႟ɕΊ͉͗ͦ͜ࡢ

ਸ਼Ŀ

Ŀ

KeywordĿ

႟Ŀ͑بసͣم༩ͦޭ܈

ଅ͏๋̼Ί߈࿇ͣ͑̓ێ႟Ŀ

छͶͦ͟ͼཕͣඨয়ͦࣃ໑Ίً

̀႟Ŀ

ബ͢ಔĿ

ਣͦඣĿ߈

༤Ȥ߈ਣ༤ͦಔĿ

Ŀ
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ͷ̓͢ͷଛक़ֵܴྒཕଙĿ
͑ͱͧ͞Ƞ࿅ͦͷ͍̺ͦ͗ͣ͢ȡĿ

ŒŐĿ

Ŀ Ŀଛৌຸ୕ى൛ͦඓෞͧȠঠ̈́͠لΩϕϛρ

ΧȺέϝϩΊବ݃ٹͼঠ̈́ͣلΘοφΚί͑

Ί͑ബ̺̈́Ͷ͑ȡĿٹ݃

Ŀ Ŀ͋ͦ୕൛Ίٔࢶബͣێ၃͑͋ͣ͠Ƞঠ̈́

ͣلస͏͞Ƞছৌͣ၉͢ಔȤ႟ȤধୖȤా

൛͢͡ΊȠ֡ବബȤٰ࠵ബȤఛബͣমඓȤֵ͑

ٌ͋̈́ͣ͗͢͠Ƞ୕൛ͣ͑ܜࡢਸ਼ൻ͠აࠦ

Ίବ̈́͢Ƞٔࢶബ͢ɔࡢਸ਼ȿŮũųɕ̈́ො

ബ࣮ͣ·΄ছͷ͇͝Ί͏Ƞ৶ল͏Ͷ͑ȡĿ

Ŀ Ŀ͗͘͏Ƞధဿ͢ىಓܕΊ͛͗ͣ׃స͑ب͗

ȠͦݏلমඓȤֵίεΚϡΊঈࣧͣȠɔଛɕ͠ɔছ

ৌɕͦඣͣँಝ͏͗ɔࡢਸ਼ȿŮũųɕΊଲଘ͏

Ͷ͑ȡĿ

Ŀ Ŀ࿅ͦͷ͍͢ͼږࠖܜਈͣɔۺࢿɕΊ͛͞

̼͇͗͗͘Ƞဆͦͦ͞͏͠׃ஈ߸֡ͦࢺ

ͼɔ͂ͺ͢͞͏ͦଂɕΊป̾͗ͦɔஈ߸ࡢਸ਼ɕΊ

͏Ƞ৶ল͏Ͷ͑ȡĿ

Ŀ Ŀ Ͷ͗Ƞොͦɔࡢਸ਼ȿŮũųɕ̼ͣ͂͞ͺஈ߸

֡ͦࢺͣൂΊ̼͂͞মඓȤֵ͑ছͷ

͇͝Ί͏Ƞ৶ল͏Ͷ͑ȡĿ

Ŀ

(4) ɔۺࢿɕΊ̼͇͛͗͗ͦ͘͞ࡢਸ਼Ŀ
ࡢਸ਼ĿĿŮũųĿ ĿȿĿŮƍĿƓƇƄĿũƎƁĿųƑƀƈƍƈƍƆĿȿĿ

1Ŀ

ͦ׃৶႟Ί̈́͢ࡧટ͏͉͘൚႟̈́

၉͢າΊေ̀͞Ƞয়႟͍͓̀͟Ƞ

౩ͦܲͫΊྷ··͓̈́͢মඓȤֵ͑

ίεΚϡĿ

2Ŀ

Ίၹ͍ࠖܜఎ̈́ෞֵ͑ࠟͮ͟ھ

͓ȠΊͶ͓Ƞ͓ͨھ͋͟͠মඓȤֵ

͑ίεΚϡĿ

3Ŀ

̺ھਾμȺϔ͕͠΄Ί͗ͮھͦक़႑ͼ

ૠཋΊေ̀Ƞͮھఎඑত̈́௴࢛টࡁȠஆᠠ

ྗ͏̈́͢ھ̼͇͟ɔɕΊഗ͞͏ޡম

ඓȤֵ͑ίεΚϡĿ

4Ŀ

ֵ͑ఎȤ͍΄ఎ̈́͠ͺ್ͣ͏Ƞয়༄

͙͗ͦೝ٩ജΊ৶̈́͢͏ۺমඓȤֵ

͑ίεΚϡĿ

KeywordĿ

֡ବബȤٰ࠵ബȤఛബͣমඓȤֵ

Ŀ

ਸ਼ȿŮũųɕĿࡢബ͢ɔٔࢶ

ොബ࣮ͣ·΄ছͷĿ

ధဿ͢ىಓܕΊ͜׃Ŀ

মඓȤֵίεΚϡĿ

Ŀ

KeywordĿ

າΊေ̀Ŀ

য়႟͍͓̀͟Ŀ

౩ͦܲͫΊྷ··͓Ŀ

ఎ̈́ෞ͑Ŀͮھ

Ŀ͓ͨھΊͶ͓Ƞ

ͦक़႑͠ૠཋΊေ̀Ŀ͗ͮھ

Ƞஆᠠࡁট࢛௴ఎඑত̈́ͮھ Ŀྗ

Ŀޡ̼͇͟Ίഗھ

͠ͺ್ͣĿ

ֵ٩ജΊ৶̈́͢͏ۺĿ

KeywordĿ

Ŀۺࢿ

ஈ߸֡Ŀ

͂ͺ͢͞͏ͦଂĿ

ஈ߸ࡢਸ਼Ŀ

Ŀ
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ဘ݆͠ࢣڶĿ

ŒőĿ Ŀ

Ŀ Ŀ࿇ͣ၉͢िଅͦૠཋͼಔൻΊਾච

͑͗ͣဟ͢ࢶȠऋͼͦ͢͡ࡥ݃ܜͼ࿅ܚ

ബͣଲଘ͏̼͞ͅͶ͑ȡĿٰ࠵ਸ਼ΊࡢͰͦง߈ܯ

Ŀ

Ŀ Ŀ Ŀ࿇ͣ၉͢िଅͦૠཋͼಔൻΊਾච

͑͗ȠͶ͗Ƞয়༄ͦ႟Ί๋͑ڑ͗͢͡Ƞ

ਜͷͼ၉ུ̺̈́͛͗ँȠ๋ͣࠚࢆয়ͦ׃

͠͏͞ߋബͣযؑ͑ছͷΊ͏Ͷ͑ȡĿ

(5) ݃ܜͼ࿅߈ܯܚͰͦงࡢਸ਼Ŀ
(6) য়๋ࠚࢆͰͦযؑĿKeywordĿ

ऋͼͦ͢͡ࡥ݃ܜĿ

࿅߈ܯܚĿ

งࡢਸ਼Ŀ

KeywordĿ

ͦ׃য়๋ࠚࢆĿ

͠͏͞যؑĿ

Ŀ
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ͷ̓͢ͷଛक़ֵܴྒཕଙĿ
͑ͱͧ͞Ƞ࿅ͦͷ͍̺ͦ͗ͣ͢ȡĿ

ŒŒĿ

Ŀ Ŀͦ൜̺ͣ͛͗ɔଛक़ֵܴྒཕଙɕ͉͟͢΄

ͨȠɔ͙̓͗ɕ͉ͦ͘ɔඩͷ༂ɕͣ͛͢͞͏Ͷ̼Ͷ͑ȡĿĿ Ŀ

Ŀ Ŀ͙͗̈́Ƞɔͷ̓͢ͷ׃ɕ͠͏͞ೝ͏ఛ͉͗

ͦɔඛ͏ͱɕ͠͏͞ێ၃͟ͅෂးΊघͷȠ͋ͦ

ͣ͏̼̓͢ඨয়ͦɔଛक़ֵܴྒཕଙɕͣ͑͗

Ƞɔ०ύϣαίɕΊஆͣ८എ͏Ͷ͏͗ȡĿ

Ŀ Ŀ ɔ०ύϣαίɕ̼ͣ͂͞ႁ֡͏͗ৌࣺͧͦ͂͠

͑͟ȡĿ

″Ŀ͂· Ŀͣ
ଛक़ֵܴྒཕଙ८എͶ֪ͦ͟ĿĿ

1Ŀ ౺൸ਈ̈́ܽࣧ̀͟Ƞ৭ຨ͏ܴ͗ྒཕଙ͟
ͧ֡ྷΊ͍̼͋͢͢͠ȡĿ

2Ŀ ̈́׃য়Ƞͼͦ׃ে৵ൻͣ͞͏ܜ
֡Ί͛͞ಡ͕͊͋͞ͅȠྒ൸ͣێ

၃͍΄ܴྒཕଙͣ͋͢͠ȡĿ

3Ŀ ̓׃ͦࢴ༿ͣ͑ɔ८എݦٹɕ
Ίಜ͏͞Ƞ०߈ΊଘཕབྷΊॆ၃͑͋

͠ȡĿ

4Ŀ ८എͦݦٹϗϩφȺ̈́ݦ๋ͣێხ͑͋͠ȡĿ
5Ŀ ८എͦݦٹϗϩφȺ̈́ࡹͦൂͼچ

ൂΊࡧ͏̈́͢Ƞ֡Ί͛͞ݦٹ

Ίଘ͋͠ȡĿ

6Ŀ ८എͦݦٹϗϩφȺ̈́ͼͦ׃ে৵ͣ
͉͑͘ࡼൂȠො͌΅ͦྴΊ๋͑ܜ

͇͟͢Ƞࡘബ֡ͣ͢ࡧȠϗϩφȺா͟׃

ͦࡆٺ८Ίయ͙͑͋͠ȡĿ

7Ŀ ८എݦ͟ݦٹხ͏͗Ƞھ͑͋͘͟͠Ƞ
ϗϩφȺ̼࢛̈́ͣၯٺΊଊ̈́͢Ƞަͦ

֡Ί̾ͣ͑͋͞͠ȡĿ

1 ०ύϣαίΊஆͣ८എ͏Ͷ͏ Ŀ͗
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ဘ݆͠ࢣڶĿ

ŒœĿ Ŀ

Ŀ Ŀࢴͦ׃༿͍ͣ΄͗ɔଛक़ֵܴྒཕଙ

८എݦٹɕͦێඐෂးͧͦ͂͑͟͠ȡĿ

ĿĿ݀ ොĿ ༗őŏ෭ŔࡌŐőොȿŐŘොĿ
ෂးĿ ೇෂ̆˻̈ͣͦݦٹಜਛΊஎ࿔Ȥਲಔ

͏ȠϗϩφȺΊ༿Ŀ

ϗϩφȺ༿Ŀ

  
2 ଛक़ֵܴྒཕଙ८എݦٹĿ

ĿĿ݀ ොĿ ༗őŏ෭ŔࡌőŘොĿĿŐŖřŐŔȿŐŘřœŔĿ
ෂးĿ ԏĿೝ̺̼͍͜Ŀ

ԐĿೝ̓ৡႱࢮĿϗϩφȺŐœଛĿ

ԑĿଛक़ֵܴྒཕଙ̼ͣ͜ Ŀ͞

ԒĿ८എͦݦٹဆ̼ͣ͜͞ۊĿ

ԓĿϗϩφȺͦয়ٸૂࢆĿ

ŐٻĿ८എݦٹĿ

ĿĿ݀ ොĿ ༗őŏ෭ŕࡌŐőොĿĿŐŖřŒŏȿŐŘřŔŔĿ
ෂးĿ ԏĿ֡͠ື๋ࡧνΙίΡιέϝϩĿȿछȠ͟

͏̼̼ͣ͜͞͞ȿĿ

ԐĿଛक़ֵܴྒཕଙͦΚϗȺή̼ͣ͜͞Ŀ

őٻĿ८എݦٹĿ

ĿĿ݀ ොĿ ༗őŏ෭ŕࡌőŕොĿĿŐŖřŒŏȿŐŘřŔŏĿ
ෂးĿ νΙίΡιέϝϩĿ͠ື๋ࡧ֡

ȿଛक़ΊֵȤ༵͑ڴ͗ͦၼȿĿ

ԏޭ܈ͼ֡ͦ׃ڽچĿ

ŒٻĿ८എݦٹĿ

ĿĿ݀ ොĿ ༗őŏ෭ŖࡌŐŏොĿĿŐŖřœŔȿőŏřŐŔĿ
ෂးĿ νΙίΡιέϝϩĿ͠ື๋ࡧ֡

ȿଛक़ΊֵȤ༵͑ڴ͗ͦၼȿĿ
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